
建築基準法関係「告示」線引き集 

 

 

＜注意事項＞ 

・はじめに建築基準法と建築基準法施行令に「告示の掲載ページ」を記入し、次に「告示」に線引

きを行います。 

・前半の「告示の掲載ページ」では、記入箇所が強調されるように、建築基準法と建築基準法施行

令の線引きはグレー表示としています。それぞれの線引き見本は別途ご確認ください。 

 

＜インデックスシール＞ 

・法令集ｐ371（告示の目次）の右辺の一番上のＡ行にご自身で「告示」と書いたインデックスシー

ルを貼りましょう。 

・付属のインデックスシールの無地の残りがない場合は市販のもの等を使って構いません。 

 

（ⅰ）
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建築基準法と建築基準法施行令に 

「告示の掲載ページ」を記入 

 

建築物の周囲において発生する通常の火災時にお

ける火熱により燃焼するおそれのない部分を定め

る件（R2 告示 197 号） 

法２条六号ロ（p9） 

 

 

 

耐火構造の構造方法を定める件（H12 告示 1399 号） 

法２条七号（p9） 

 

 

 

準耐火構造の構造方法を定める件（H12 告示 1358

号） 

法２条七号の二（p10） 

 

 

 

防火構造の構造方法を定める件（H12 告示 1359 号） 

法２条八号（p10） 

 

 

 

不燃材料を定める件（H12 告示 1400 号） 

法２条九号（p10） 

 

 

 

防火設備の構造方法を定める件（H12 告示 1360 号） 

法２条九号の二ロ（p10） 

 

 

 

 

 

（ⅱ）

告p373

告p380

告p385

告p387

告p388

告p374



建築基準法第 27条第１項に規定する特殊建築物の

主要構造部の構造方法等を定める件（H27 告示 255

号） 

法 27条１項（p35） 

 

令 110条の２第二号（p178） 

 

 

 

防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防

火設備の構造方法を定める件（R1 告示 194 号） 

法 61条（p56） 

 

 

 

 

準不燃材料を定める件（H12 告示 1401 号） 

令１条五号（p131） 

 

 

 

難燃材料を定める件（H12 告示 1402 号） 

令１条六号（p131） 

 

 

  

（ⅲ）

告p393
第1

告p405
第2

告p405
第3

告p405

告p411

告p412



定期報告を要しない通常の火災時において避難上

著しい支障が生ずるおそれの少ない建築物等を定

める件（H28 告示 240 号） 

令 16条１項、３項一号、二号（p138） 

 

 

 

高力ボルトの基準張力、引張接合部の引張りの許

容応力度及び材料強度の基準強度を定める件

（H12 告示 2466 号） 

令 92条の２（p170） 

 

令 94条（p171） 

 

 

令 96条（p171） 

 
（ⅳ）

告p412
第1

告p414
第1

告p413
第2

告p413
第3

告p414
第2

告p414
第3



主要構造部を耐火構造等とすることを要しない避

難上支障がない居室の基準を定める件（R2 告示

249 号） 

令 111条１項（p178） 

 

 

 

１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方

法を定める件（R1 告示 195 号） 

令 112条２項（p179） 

 

 

 

警報設備を設けることその他これに準ずる措置の

基準を定める件（R2 告示 250 号） 

令 112 条 18項ただし書（p182） 

 

 

 

防火壁及び防火床の構造方法を定める件（R1 告示

197 号） 

令 113条１項二号、三号（p183） 

 

 

 

特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定め

る件（H28 告示 696 号） 

令 123条３項二号（p190） 

 

 

 

排煙設備の設置を要しない火災が発生した場合に

避難上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生

じない建築物の部分を定める件（H12 告示 1436 号） 

令 126条の２第１項五号（p193） 

 

 

 

 

（ⅴ）

告p415

告p421

告p416

告p422

告p426

告p422

告p423



非常用の照明装置を設けることを要しない避難階

又は避難階の直上階若しくは直下階の居室で避難

上支障がないものその他これらに類するものを定

める件（H12 告示 1411 号） 

令 126条の４第四号（p194） 

 

 

 

非常用の照明装置の構造方法を定める件（S45 告

示 1830 号） 

令 126条の５第一号ロ、ニ（p194） 

 

 

（ⅵ）

告p427

告p428

告p428
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建築基準法関係告示　関連条文順・目次

●法２条六号ロ関係  （令和２年２月27日国土交通省告示197号）
建築物の周囲において発生する通常の火災時における火熱により燃焼するおそれのない部分
を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 373

●法２条七号関係  （平成12年５月30日建設省告示1399号）
耐火構造の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥374

●法２条七号の二関係  （平成12年５月24日建設省告示1358号）
準耐火構造の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 380

●法２条八号関係  （平成12年５月24日建設省告示1359号）
防火構造の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 385

●法２条九号関係  （平成12年５月30日建設省告示1400号）
不燃材料を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 387

●法２条九号の二ロ関係  （平成12年５月24日建設省告示1360号）
防火設備の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 388

●法27条１項、令110条の２第二号関係  （平成27年２月23日国土交通省告示255号）
建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件 ‥‥ 393

●法61条関係  （令和元年６月21日国土交通省告示194号）
防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥ 405

●令１条五号関係  （平成12年５月30日建設省告示1401号）
準不燃材料を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥411

●令１条六号関係  （平成12年５月30日建設省告示1402号）
難燃材料を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥412

●令16条１項、３項一号、二号関係  （平成28年１月21日国土交通省告示240号）
定期報告を要しない通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない建築物
等を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥412

●令92条の２、94条、96条関係  （平成12年12月26日建設省告示2466号）
高力ボルトの基準張力、引張接合部の引張りの許容応力度及び材料強度の基準強度を定める件
 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥414

●令111条１項関係  （令和２年３月６日国土交通省告示249号）
主要構造部を耐火構造等とすることを要しない避難上支障がない居室の基準を定める件 ‥‥‥415

●令112条２項関係  （令和元年６月21日国土交通省告示195号）
１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥416

●令112条18項ただし書関係  （令和２年３月６日国土交通省告示250号）
警報設備を設けることその他これに準ずる措置の基準を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 421

●令113条１項二号、三号関係  （令和元年６月21日国土交通省告示197号）
防火壁及び防火床の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 422
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●令123条３項二号関係  （平成28年４月22日国土交通省告示696号）
特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 423

●令126条の２第１項五号関係  （平成12年５月31日建設省告示1436号）
排煙設備の設置を要しない火災が発生した場合に避難上支障のある高さまで煙又はガスの降
下が生じない建築物の部分を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 426

●令126条の４第四号関係  （平成12年５月31日建設省告示1411号）
非常用の照明装置を設けることを要しない避難階又は避難階の直上階若しくは直下階の居室
で避難上支障がないものその他これらに類するものを定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 427

●令126条の５第一号ロ、ニ関係  （昭和45年12月28日建設省告示1830号）
非常用の照明装置の構造方法を定める件 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥ 428

建築基準法関係告示　公布日順・目次

昭和45年12月28日建設省告示1830号 ‥‥‥‥‥ 428
平成12年５月24日建設省告示1358号 ‥‥‥‥‥ 380
平成12年５月24日建設省告示1359号 ‥‥‥‥‥ 385
平成12年５月24日建設省告示1360号 ‥‥‥‥‥ 388
平成12年５月30日建設省告示1399号 ‥‥‥‥‥ 374
平成12年５月30日建設省告示1400号 ‥‥‥‥‥ 387
平成12年５月30日建設省告示1401号 ‥‥‥‥‥ 411
平成12年５月30日建設省告示1402号 ‥‥‥‥‥ 412
平成12年５月31日建設省告示1411号 ‥‥‥‥‥ 427
平成12年５月31日建設省告示1436号 ‥‥‥‥‥ 426
平成12年12月26日建設省告示2466号 ‥‥‥‥‥ 414
平成27年２月23日国土交通省告示255号 ‥‥‥‥ 393
平成28年１月21日国土交通省告示240号 ‥‥‥‥ 412
平成28年４月22日国土交通省告示696号 ‥‥‥‥ 423
令和元年６月21日国土交通省告示194号 ‥‥‥‥ 405
令和元年６月21日国土交通省告示195号 ‥‥‥‥ 416
令和元年６月21日国土交通省告示197号 ‥‥‥‥ 422
令和２年２月27日国土交通省告示197号 ‥‥‥‥ 373
令和２年３月６日国土交通省告示249号 ‥‥‥‥‥ 415
令和２年３月６日国土交通省告示250号 ‥‥‥‥‥ 421
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建築物の周囲において発生する通常の火災時における火熱により燃焼するおそれのない部分を定める件

［法２条六号ロ関係］
建築物の周囲において発生する通常の火災時における火熱により燃焼す
るおそれのない部分を定める件

令和２年２月 27 日国土交通省告示 197 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第六号ロの規定に基づき、建築物の周囲において発生する通常の火災時
における火熱により燃焼するおそれのない部分を次のように定める。

建築基準法（以下「法」という。）第２条第六号ロに規定する建築物の周囲において発生する通常の火災時
における火熱により燃焼するおそれのない部分は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に
定める建築物の部分以外の部分とする。

一　隣地境界線等（法第２条第六号に規定する隣地境界線等をいう。以下同じ。）が同一敷地内の２以上の
建築物（延べ面積の合計が 500㎡以内の建築物は、１の建築物とみなす。）相互の外壁間の中心線であっ
て、かつ、当該隣地境界線等に面する他の建築物（以下単に「他の建築物」という。）が主要構造部が
建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 107 条各号、同令第 107 条の２各号、同令第 108 条の３第１項
第一号イ及びロ若しくは同令第 109 条の３第一号若しくは第二号に掲げる基準に適合する建築物又は
同令第 136 条の２第一号ロ若しくは第二号ロに掲げる基準に適合する建築物である場合　　次のいず
れにも該当する建築物の部分
イ　隣地境界線等から、建築物の階の区分ごとに次の式によって計算した隣地境界線等からの距離以下の

距離にある当該建築物の部分
d＝max｛D，A（1－0.000068θ2）｝
この式において、d、D、A 及びθは、それぞれ次の数値を表すものとする。
ｄ　隣地境界線等からの距離（単位　ｍ）
Ｄ　次の表の左欄に掲げる建築物の階の区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる数値（単位　ｍ）

１階 2.5

２階以上 4

Ａ　次の表の左欄に掲げる建築物の階の区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる数値（単位　ｍ）
１階 3

２階以上 5

θ　 建築物の外壁面（隣地境界線等に面するものに限る。）と当該隣地境界線等とのなす角度の
うち最小のもの（当該外壁面が当該隣地境界線等に平行である場合にあっては、０とする。）

（単位　度）
ロ　他の建築物の地盤面から、次の式によって計算した他の建築物の地盤面からの高さ以下にある建築物

の部分
h＝hlow＋H＋5　｛1－（S／dfloor）2｝
この式において、h、hlow、H、S 及び d  oor は、それぞれ次の数値を表すものとする。
ｈ　他の建築物の地盤面からの高さ（単位　ｍ）
hlow 他の建築物の高さ（単位　ｍ）
Ｈ　次の表の左欄に掲げる他の建築物の高さの区分に応じ、それぞれ同表右欄に掲げる数値
　　（単位　ｍ）

５m未満 5

５m以上 10



374 建築基準法関係告示［法２条七号関係］

耐火構造の構造方法を定める件

Ｓ　建築物から隣地境界線等までの距離のうち最小のもの（単位　ｍ）
d  oorイに規定する隣地境界線等からの距離のうち最大のもの（単位　ｍ）

二　前号に掲げる場合以外の場合　　隣地境界線等から、建築物の階の区分ごとに前号イに掲げる式によっ
て計算した隣地境界線等からの距離以下の距離にある建築物の部分

［法２条七号関係］
耐火構造の構造方法を定める件

平成 12 年５月 30 日建設省告示第 1399 号
最終改正：令和５年３月 20 日国土交通省告示第 207 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第七号の規定に基づき、耐火構造の構造方法を次のように定める。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第二号ロ、第三号ト及び第七号ハに定める構造方法にあっては、防
火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」という。）を、
当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することが
できる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、
プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。
一　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。以下「令」という。）第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基

準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）に適合する耐
力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次のイからチまでのいずれかに該当する構造とすることと
する。
イ　鉄筋コンクリート造（鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さが平成 13 年国土交通省告示第 1372 号
第２項の基準によるものにあっては、防火上支障のないものに限る。第５及び第６を除き、以下同じ。）、
鉄骨鉄筋コンクリート造鉄筋又は鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが平成 13 年国土交通省告
示第1372号第２項の基準によるものにあっては、防火上支障のないものに限る。第５及び第６を除き、
以下同じ。）又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが３㎝未満のものを
除く。）で厚さが 10㎝以上のもの

ロ　軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが４㎝以上の鉄網モルタルで覆ったもの（塗下地が不燃材料で
造られていないものを除く。）

ハ　軸組を鉄骨造とし、その両面を厚さが５㎝以上のコンクリートブロック、れんが又は石で覆ったもの
ニ　鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又は石造で、肉厚及び仕上材料の厚さの
合計が８㎝以上であり、かつ、鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又は石のかぶり厚さが５
㎝以上のもの

ホ　軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが 3.5㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの（塗下地
が不燃材料で造られていないものを除く。）

ヘ　木片セメント板の両面に厚さ１㎝以上モルタルを塗ったものでその厚さの合計が８㎝以上のもの
ト　軽量気泡コンクリートパネルで厚さが 7.5㎝以上のもの
チ　中空鉄筋コンクリート製パネルで中空部分にパーライト又は気泡コンクリートを充填したもので、厚
さが 12㎝以上であり、かつ、肉厚が５㎝以上のもの

二　令第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が 1.5 時
間加えられた場合のものに限る。）に適合する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次のイ又
はロのいずれかに該当する構造とすることとする。



374 建築基準法関係告示［法２条七号関係］

耐火構造の構造方法を定める件

Ｓ　建築物から隣地境界線等までの距離のうち最小のもの（単位　ｍ）
d  oorイに規定する隣地境界線等からの距離のうち最大のもの（単位　ｍ）

二　前号に掲げる場合以外の場合　　隣地境界線等から、建築物の階の区分ごとに前号イに掲げる式によっ
て計算した隣地境界線等からの距離以下の距離にある建築物の部分

［法２条七号関係］
耐火構造の構造方法を定める件

平成 12 年５月 30 日建設省告示第 1399 号
最終改正：令和５年３月 20 日国土交通省告示第 207 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第七号の規定に基づき、耐火構造の構造方法を次のように定める。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第二号ロ、第三号ト及び第七号ハに定める構造方法にあっては、防
火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」という。）を、
当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することが
できる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、
プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。

一　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。以下「令」という。）第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基
準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）に適合する耐
力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次のイからチまでのいずれかに該当する構造とすることと
する。

イ　鉄筋コンクリート造（鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さが平成 13 年国土交通省告示第 1372 号
第２項の基準によるものにあっては、防火上支障のないものに限る。第５及び第６を除き、以下同じ。）、
鉄骨鉄筋コンクリート造鉄筋又は鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが平成 13 年国土交通省告
示第1372号第２項の基準によるものにあっては、防火上支障のないものに限る。第５及び第６を除き、
以下同じ。）又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが３㎝未満のものを
除く。）で厚さが 10㎝以上のもの

ロ　軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが４㎝以上の鉄網モルタルで覆ったもの（塗下地が不燃材料で
造られていないものを除く。）

ハ　軸組を鉄骨造とし、その両面を厚さが５㎝以上のコンクリートブロック、れんが又は石で覆ったもの
ニ　鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又は石造で、肉厚及び仕上材料の厚さの
合計が８㎝以上であり、かつ、鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又は石のかぶり厚さが５
㎝以上のもの

ホ　軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが 3.5㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの（塗下地
が不燃材料で造られていないものを除く。）

ヘ　木片セメント板の両面に厚さ１㎝以上モルタルを塗ったものでその厚さの合計が８㎝以上のもの
ト　軽量気泡コンクリートパネルで厚さが 7.5㎝以上のもの
チ　中空鉄筋コンクリート製パネルで中空部分にパーライト又は気泡コンクリートを充填したもので、厚
さが 12㎝以上であり、かつ、肉厚が５㎝以上のもの

二　令第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が 1.5 時
間加えられた場合のものに限る。）に適合する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次のイ又
はロのいずれかに該当する構造とすることとする。

374 建築基準法関係告示［法２条七号関係］

耐火構造の構造方法を定める件

Ｓ　建築物から隣地境界線等までの距離のうち最小のもの（単位　ｍ）
d  oorイに規定する隣地境界線等からの距離のうち最大のもの（単位　ｍ）

二　前号に掲げる場合以外の場合　　隣地境界線等から、建築物の階の区分ごとに前号イに掲げる式によっ
て計算した隣地境界線等からの距離以下の距離にある建築物の部分

［法２条七号関係］
耐火構造の構造方法を定める件

平成 12 年５月 30 日建設省告示第 1399 号
最終改正：令和５年３月 20 日国土交通省告示第 207 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第七号の規定に基づき、耐火構造の構造方法を次のように定める。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第二号ロ、第三号ト及び第七号ハに定める構造方法にあっては、防
火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」という。）を、
当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することが
できる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、
プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。

一　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。以下「令」という。）第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基
準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）に適合する耐
力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次のイからチまでのいずれかに該当する構造とすることと
する。

イ　鉄筋コンクリート造（鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さが平成 13 年国土交通省告示第 1372 号
第２項の基準によるものにあっては、防火上支障のないものに限る。第５及び第６を除き、以下同じ。）、
鉄骨鉄筋コンクリート造鉄筋又は鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが平成 13 年国土交通省告
示第1372号第２項の基準によるものにあっては、防火上支障のないものに限る。第５及び第６を除き、
以下同じ。）又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリートのかぶり厚さが３㎝未満のものを
除く。）で厚さが 10㎝以上のもの

ロ　軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが４㎝以上の鉄網モルタルで覆ったもの（塗下地が不燃材料で
造られていないものを除く。）

ハ　軸組を鉄骨造とし、その両面を厚さが５㎝以上のコンクリートブロック、れんが又は石で覆ったもの
ニ　鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又は石造で、肉厚及び仕上材料の厚さの
合計が８㎝以上であり、かつ、鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又は石のかぶり厚さが５
㎝以上のもの

ホ　軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが 3.5㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの（塗下地
が不燃材料で造られていないものを除く。）

ヘ　木片セメント板の両面に厚さ１㎝以上モルタルを塗ったものでその厚さの合計が８㎝以上のもの
ト　軽量気泡コンクリートパネルで厚さが 7.5㎝以上のもの
チ　中空鉄筋コンクリート製パネルで中空部分にパーライト又は気泡コンクリートを充填したもので、厚
さが 12㎝以上であり、かつ、肉厚が５㎝以上のもの

二　令第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が 1.5 時
間加えられた場合のものに限る。）に適合する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次のイ又
はロのいずれかに該当する構造とすることとする。

375建築基準法関係告示［法２条七号関係］
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耐火構造の構造方法を定める件

イ　前号に定める構造
ロ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その両面に、防火被覆（強化せっこうボード（ボード用
原紙を除いた部分のせっこうの含有率を 95％以上、ガラス繊維の含有率を 0.4％以上とし、かつ、ひ
る石の含有率を 2.5％以上としたものに限る。以下同じ。）を３枚以上張ったもので、その厚さの合計
が 63㎜以上のものに限る。）が設けられたもの

三　令第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が１時間
加えられた場合のものに限る。）に適合する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次のイから
トまでのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造で厚さが７㎝以上のもの
ハ　軸組を鉄骨造とし、その両面を塗厚さが３㎝以上の鉄網モルタルで覆ったもの（塗下地が不燃材料で
造られていないものを除く。）

ニ　軸組を鉄骨造とし、その両面を厚さが４㎝以上のコンクリートブロック、れんが又は石で覆ったもの
ホ　鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又は石造で、肉厚が５㎝以上であり、か
つ、鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又は石のかぶり厚さが４㎝以上のもの

ヘ　コンクリートブロック造、無筋コンクリート造、れんが造又は石造で肉厚及び仕上材料の厚さの合計
が７㎝以上のもの

ト　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次の⑴から⑶までのいずれかに該当
する防火被覆が設けられたもの
⑴　強化せっこうボードを２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 42㎜以上のもの
⑵　強化せっこうボードを２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 36㎜以上のものの上に厚さが８
㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を張ったもの

⑶　厚さが 15㎜以上の強化せっこうボードの上に厚さが 50㎜以上の軽量気泡コンクリートパネルを
張ったもの

四　令第 107 条第二号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、前号
に定める構造とすることとする。

五　令第 107 条に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が２時間加えられた場合の
ものに限る。）に適合する耐力壁である外壁の構造方法にあっては、第一号に定める構造とすることと
する。

六　令第 107 条に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が 1.5 時間加えられた場合
のものに限る。）に適合する耐力壁である外壁の構造方法にあっては、第二号又は前号に定める構造と
することとする。

七　令第 107 条に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が１時間加えられた場合の
ものに限る。）に適合する耐力壁である外壁の構造方法にあっては、次のイからハまでのいずれかに該
当する構造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　第三号イからホまでのいずれかに該当する構造
ハ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その両側にそれぞれ第三号ト⑴から⑶までのいずれかに
該当する防火被覆（屋外側の防火被覆が⑴又は⑵に該当するものにあっては、当該防火被覆の上に金
属板、軽量気泡コンクリートパネル若しくは窯業系サイディングを張った場合又はモルタル若しくは
しっくいを塗った場合に限る。）が設けられたもの

八　令第 107 条第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれのある
部分の構造方法にあっては、次のイ又はロのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　気泡コンクリート又は繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）の両面に厚さが３㎜以上
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の繊維強化セメント板（スレート波板及びスレートボードに限る。）又は厚さが６㎜以上の繊維強化
セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を張ったもので、その厚さの合計が 3.5㎝以上のもの

九　令第 107 条第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれのある
部分以外の部分の構造方法にあっては、前号に定める構造とすることとする。

第２　柱の構造方法は、次に定めるもの（第二号ハ、第三号ロ並びに第四号ニ及びヘに定める構造方法にあっ
ては、防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部へ
の炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり
厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。
一　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が３時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、小径を 40㎝以上とし、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造と
することとする。
イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが６㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが８㎝（軽量骨材を用いたものについては７㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが９㎝（軽
量骨材を用いたものについては８㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが９㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

二　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイからハまでのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　小径を 25㎝以上とし、かつ、次の⑴から⑶までのいずれかに該当する構造とすること。
⑴　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリー
トのかぶり厚さが５㎝未満のものを除く。）

⑵　鉄骨を塗厚さが６㎝（軽量骨材を用いたものについては５㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが７㎝（軽
量骨材を用いたものについては６㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが７㎝以上のれんが若
しくは石で覆ったもの

⑶　鉄骨を塗厚さが４㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
ハ　鉄骨（断面積（㎟で表した面積とする。以下同じ。）を加熱周長（㎜で表した長さとする。以下同じ。）
で除した数値が 6.7 以上のＨ形鋼並びに鋼材の厚さが９㎜以上の角形鋼管及び円形鋼管に限る。）に
次の⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられたもの
⑴　厚さが 50㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.35 以上のものに限る。）
に限る。）

⑵　厚さが 55㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.15 以上のものに限る。）
に限る。）

三　令第107条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が1.5時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイ又はロのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　木材又は鉄材に防火被覆（強化せっこうボードを３枚以上張ったもので、その厚さの合計が 63㎜以
上のものに限る。）が設けられたもの

四　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が１時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイからヘまでのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造
ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝（軽量骨材を用いたものについては３㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが５㎝（軽
量骨材を用いたものについては４㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが５㎝以上のれんが若し
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の繊維強化セメント板（スレート波板及びスレートボードに限る。）又は厚さが６㎜以上の繊維強化
セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を張ったもので、その厚さの合計が 3.5㎝以上のもの

九　令第 107 条第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれのある
部分以外の部分の構造方法にあっては、前号に定める構造とすることとする。

第２　柱の構造方法は、次に定めるもの（第二号ハ、第三号ロ並びに第四号ニ及びヘに定める構造方法にあっ
ては、防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部へ
の炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり
厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。

一　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が３時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、小径を 40㎝以上とし、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造と
することとする。

イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが６㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが８㎝（軽量骨材を用いたものについては７㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが９㎝（軽
量骨材を用いたものについては８㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが９㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

二　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイからハまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　小径を 25㎝以上とし、かつ、次の⑴から⑶までのいずれかに該当する構造とすること。
⑴　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリー
トのかぶり厚さが５㎝未満のものを除く。）

⑵　鉄骨を塗厚さが６㎝（軽量骨材を用いたものについては５㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが７㎝（軽
量骨材を用いたものについては６㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが７㎝以上のれんが若
しくは石で覆ったもの

⑶　鉄骨を塗厚さが４㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
ハ　鉄骨（断面積（㎟で表した面積とする。以下同じ。）を加熱周長（㎜で表した長さとする。以下同じ。）
で除した数値が 6.7 以上のＨ形鋼並びに鋼材の厚さが９㎜以上の角形鋼管及び円形鋼管に限る。）に
次の⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられたもの

⑴　厚さが 50㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.35 以上のものに限る。）
に限る。）

⑵　厚さが 55㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.15 以上のものに限る。）
に限る。）

三　令第107条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が1.5時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイ又はロのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　木材又は鉄材に防火被覆（強化せっこうボードを３枚以上張ったもので、その厚さの合計が 63㎜以
上のものに限る。）が設けられたもの

四　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が１時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイからヘまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造
ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝（軽量骨材を用いたものについては３㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが５㎝（軽
量骨材を用いたものについては４㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが５㎝以上のれんが若し
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の繊維強化セメント板（スレート波板及びスレートボードに限る。）又は厚さが６㎜以上の繊維強化
セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を張ったもので、その厚さの合計が 3.5㎝以上のもの

九　令第 107 条第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれのある
部分以外の部分の構造方法にあっては、前号に定める構造とすることとする。

第２　柱の構造方法は、次に定めるもの（第二号ハ、第三号ロ並びに第四号ニ及びヘに定める構造方法にあっ
ては、防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部へ
の炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり
厚さ又は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。

一　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が３時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、小径を 40㎝以上とし、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造と
することとする。

イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが６㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが８㎝（軽量骨材を用いたものについては７㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが９㎝（軽
量骨材を用いたものについては８㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが９㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

二　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイからハまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　小径を 25㎝以上とし、かつ、次の⑴から⑶までのいずれかに該当する構造とすること。
⑴　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリー
トのかぶり厚さが５㎝未満のものを除く。）

⑵　鉄骨を塗厚さが６㎝（軽量骨材を用いたものについては５㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが７㎝（軽
量骨材を用いたものについては６㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが７㎝以上のれんが若
しくは石で覆ったもの

⑶　鉄骨を塗厚さが４㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
ハ　鉄骨（断面積（㎟で表した面積とする。以下同じ。）を加熱周長（㎜で表した長さとする。以下同じ。）
で除した数値が 6.7 以上のＨ形鋼並びに鋼材の厚さが９㎜以上の角形鋼管及び円形鋼管に限る。）に
次の⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられたもの

⑴　厚さが 50㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.35 以上のものに限る。）
に限る。）

⑵　厚さが 55㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.15 以上のものに限る。）
に限る。）

三　令第107条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が1.5時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイ又はロのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　木材又は鉄材に防火被覆（強化せっこうボードを３枚以上張ったもので、その厚さの合計が 63㎜以
上のものに限る。）が設けられたもの

四　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が１時間加えられた場合のものに限る。）
に適合する柱の構造方法は、次のイからヘまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造
ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝（軽量骨材を用いたものについては３㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが５㎝（軽
量骨材を用いたものについては４㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが５㎝以上のれんが若し
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くは石で覆ったもの
ニ　鉄骨（断面積を加熱周長で除した数値が 6.7 以上のＨ形鋼並びに鋼材の厚さが９㎜以上の角形鋼管及
び円形鋼管に限る。）に次の⑴から⑷までのいずれかに該当する防火被覆が設けられたもの
⑴　吹付け厚さが 35㎜以上の吹付けロックウール（かさ比重が 0.3 以上のものに限る。）
⑵　厚さが 20㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.35 以上のものに限る。）
に限る。）

⑶　厚さが 27㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.15 以上のものに限る。）
に限る。）

⑷　厚さが 35㎜以上の軽量気泡コンクリートパネル
ホ　鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又は石造で鉄材に対するコンクリートブ
ロック、れんが又は石のかぶり厚さが５㎝以上のもの

ヘ　木材又は鉄材に防火被覆（強化せっこうボードを２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 46㎜以
上のものに限る。）が設けられたもの

第３　床の構造方法は、次に定めるもの（第二号ロ及び第三号ホに定める構造方法にあっては、防火被覆の取
合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に
防止することができる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり厚さ又は厚さは、そ
れぞれモルタル、プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。
一　令第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が２時間
加えられた場合のものに限る。）に適合する床の構造方法は、次のイからハまでのいずれかに該当する
構造とすることとする。
イ　鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で厚さが 10㎝以上のもの
ロ　鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又は石造で、肉厚及び仕上材料の厚さの
合計が８㎝以上であり、かつ、鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又は石のかぶり厚さが５
㎝以上のもの

ハ　鉄材の両面を塗厚さが５㎝以上の鉄網モルタル又はコンクリートで覆ったもの（塗下地が不燃材料で
造られていないものを除く。）

二　令第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が 1.5 時
間加えられた場合のものに限る。）に適合する床の構造方法は、次のイ又はロのいずれかに該当する構
造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　根太及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その表側の部分及びその裏側の部分又は直下の天井に防
火被覆（強化せっこうボードを３枚以上張ったもので、その厚さの合計が 63㎜以上のものに限る。）
が設けられたもの

三　令第 107 条第一号及び第二号に掲げる技術的基準（第一号にあっては、通常の火災による火熱が１時間
加えられた場合のものに限る。）に適合する床の構造方法は、次のイからホまでのいずれかに該当する
構造とすることとする。
イ　鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で厚さが７㎝以上のもの
ロ　鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又は石造で、肉厚が５㎝以上であり、か
つ、鉄材に対するコンクリートブロック、れんが又は石のかぶり厚さが４㎝以上のもの

ハ　鉄材の両面を塗厚さが４㎝以上の鉄網モルタル又はコンクリートで覆ったもの（塗下地が不燃材料で
造られていないものを除く。）

ニ　厚さが 100㎜以上の軽量気泡コンクリートパネル
ホ　根太及び下地を木材又は鉄材で造り、その表側の部分に防火被覆（強化せっこうボードを２枚以上張っ
たもので、その厚さの合計が 42㎜以上のものに限る。）が設けられ、かつ、その裏側の部分又は直下
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の天井に防火被覆（強化せっこうボードを２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 46㎜以上のも
のに限る。）が設けられたもの

第４　はりの構造方法は、次に定めるもの（第二号ニ、第三号ロ及び第四号ニに定める構造方法にあっては、
防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の
侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり厚さ又
は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。
一　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が３時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからハまでのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが６㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが８㎝（軽量骨材を用いたものについては７㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが９㎝（軽
量骨材を用いたものについては８㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが９㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ハ　鉄骨を塗厚さが５㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
二　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからニまでのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが５㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが６㎝（軽量骨材を用いたものについては５㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが７㎝（軽
量骨材を用いたものについては６㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが７㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
ニ　鉄骨（断面積を加熱周長で除した数値が、上フランジが床スラブに密着した構造で三面から加熱され
るものにあっては 6.1 以上、その他のものにあっては 6.7 以上のＨ形鋼に限る。）に次の⑴又は⑵に該
当する防火被覆が設けられたもの
⑴　厚さが 45㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.35 以上のものに限る。）
に限る。）

⑵　厚さが 47㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.15 以上のものに限る。）
に限る。）

三　令第107条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が1.5時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイ又はロのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　木材又は鉄材に防火被覆（強化せっこうボードを３枚以上張ったもので、その厚さの合計が 63㎜以
上のものに限る。）が設けられたもの

四　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が１時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからヘまでのいずれかに該当する構造とすることとする。
イ　前号に定める構造
ロ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造
ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝（軽量骨材を用いたものについては３㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが５㎝（軽
量骨材を用いたものについては４㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが５㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ニ　鉄骨（断面積を加熱周長で除した数値が、上フランジが床スラブに密着した構造で三面から加熱され
るものにあっては 6.1 以上、その他のものにあっては 6.7 以上のＨ形鋼に限る。）に次の⑴又は⑵に該
当する防火被覆が設けられたもの
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の天井に防火被覆（強化せっこうボードを２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 46㎜以上のも
のに限る。）が設けられたもの

第４　はりの構造方法は、次に定めるもの（第二号ニ、第三号ロ及び第四号ニに定める構造方法にあっては、
防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の
侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり厚さ又
は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。

一　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が３時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからハまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが６㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが８㎝（軽量骨材を用いたものについては７㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが９㎝（軽
量骨材を用いたものについては８㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが９㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ハ　鉄骨を塗厚さが５㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
二　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからニまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが５㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが６㎝（軽量骨材を用いたものについては５㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが７㎝（軽
量骨材を用いたものについては６㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが７㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
ニ　鉄骨（断面積を加熱周長で除した数値が、上フランジが床スラブに密着した構造で三面から加熱され
るものにあっては 6.1 以上、その他のものにあっては 6.7 以上のＨ形鋼に限る。）に次の⑴又は⑵に該
当する防火被覆が設けられたもの

⑴　厚さが 45㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.35 以上のものに限る。）
に限る。）

⑵　厚さが 47㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.15 以上のものに限る。）
に限る。）

三　令第107条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が1.5時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイ又はロのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　木材又は鉄材に防火被覆（強化せっこうボードを３枚以上張ったもので、その厚さの合計が 63㎜以
上のものに限る。）が設けられたもの

四　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が１時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからヘまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造
ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝（軽量骨材を用いたものについては３㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが５㎝（軽
量骨材を用いたものについては４㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが５㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ニ　鉄骨（断面積を加熱周長で除した数値が、上フランジが床スラブに密着した構造で三面から加熱され
るものにあっては 6.1 以上、その他のものにあっては 6.7 以上のＨ形鋼に限る。）に次の⑴又は⑵に該
当する防火被覆が設けられたもの
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の天井に防火被覆（強化せっこうボードを２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 46㎜以上のも
のに限る。）が設けられたもの

第４　はりの構造方法は、次に定めるもの（第二号ニ、第三号ロ及び第四号ニに定める構造方法にあっては、
防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の
侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。この場合において、かぶり厚さ又
は厚さは、それぞれモルタル、プラスターその他これらに類する仕上材料の厚さを含むものとする。

一　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が３時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからハまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが６㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが８㎝（軽量骨材を用いたものについては７㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが９㎝（軽
量骨材を用いたものについては８㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが９㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ハ　鉄骨を塗厚さが５㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
二　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が２時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからニまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造（鉄骨に対するコンクリート
のかぶり厚さが５㎝未満のものを除く。）

ロ　鉄骨を塗厚さが６㎝（軽量骨材を用いたものについては５㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが７㎝（軽
量骨材を用いたものについては６㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが７㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝以上の鉄網パーライトモルタルで覆ったもの
ニ　鉄骨（断面積を加熱周長で除した数値が、上フランジが床スラブに密着した構造で三面から加熱され
るものにあっては 6.1 以上、その他のものにあっては 6.7 以上のＨ形鋼に限る。）に次の⑴又は⑵に該
当する防火被覆が設けられたもの

⑴　厚さが 45㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.35 以上のものに限る。）
に限る。）

⑵　厚さが 47㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.15 以上のものに限る。）
に限る。）

三　令第107条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が1.5時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイ又はロのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　木材又は鉄材に防火被覆（強化せっこうボードを３枚以上張ったもので、その厚さの合計が 63㎜以
上のものに限る。）が設けられたもの

四　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準（通常の火災による火熱が１時間加えられた場合のものに限る。）
に適合するはりの構造方法は、次のイからヘまでのいずれかに該当する構造とすることとする。

イ　前号に定める構造
ロ　鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリート造又は鉄骨コンクリート造
ハ　鉄骨を塗厚さが４㎝（軽量骨材を用いたものについては３㎝）以上の鉄網モルタル、厚さが５㎝（軽
量骨材を用いたものについては４㎝）以上のコンクリートブロック又は厚さが５㎝以上のれんが若し
くは石で覆ったもの

ニ　鉄骨（断面積を加熱周長で除した数値が、上フランジが床スラブに密着した構造で三面から加熱され
るものにあっては 6.1 以上、その他のものにあっては 6.7 以上のＨ形鋼に限る。）に次の⑴又は⑵に該
当する防火被覆が設けられたもの
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⑴　第２第四号ニ⑴又は⑵に該当するもの
⑵　厚さが 25㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.15 以上のものに限る。）
に限る。）

ホ　第２第四号ヘに定める構造
ヘ　床面からはりの下端までの高さが４ｍ以上の鉄骨造の小屋組で、その直下に天井がないもの又は直下
に不燃材料又は準不燃材料で作られた天井があるもの

第５　令第 107 条第一号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する屋根の構造方法は、次の各号のいずれかに
該当する構造（第二号及び第七号に定める構造方法にあっては、防火被覆の取合い等の部分を、当該取合
い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造
とするものに限る。）とすることとする。
一　鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
二　たるきを断面の幅及び高さが、それぞれ、50㎜以上及び 100㎜以上の鉄骨（断面積を加熱周長で除した
数値が2.3以上のＨ形鋼及び溝形鋼並びに鋼材の厚さが2.3㎜以上のリップ溝形鋼及び角形鋼管に限る。）
で造り、これに次の⑴又は⑵のいずれかに該当する防火被覆を設け、かつ、野地板に厚さが 25㎜以上
の硬質木毛セメント板又は厚さが 18㎜以上の硬質木片セメント板を使用し、厚さが 0.35㎜以上の鉄板
又は鋼板でふいたもの
⑴　吹付け厚さが 25㎜以上の吹付けロックウール（かさ比重が 0.28 以上のものに限る。）
⑵　厚さが 25㎜以上の繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板（かさ比重が 0.35 以上のものに限る。）
に限る。）

三　鉄材によって補強されたコンクリートブロック造、れんが造又は石造
四　鉄網コンクリート若しくは鉄網モルタルでふいたもの又は鉄網コンクリート、鉄網モルタル、鉄材で補
強されたガラスブロック若しくは網入ガラスで造られたもの

五　鉄筋コンクリート製パネルで厚さ４㎝以上のもの
六　軽量気泡コンクリートパネル
七　下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その屋内側の部分又は直下の天井に防火被覆（強化せっこうボード
を２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 27㎜以上のものに限る。）が設けられたもの

第６　令第 107 条第一号に掲げる技術的基準に適合する階段の構造方法は、次の各号のいずれかに該当する構
造（第五号に定める構造方法にあっては、防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当
て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）
とすることとする。
一　鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造
二　無筋コンクリート造、れんが造、石造又はコンクリートブロック造
三　鉄材によって補強されたれんが造、石造又はコンクリートブロック造
四　鉄造
五　けた及び下地を木材で造り、かつ、その表側の部分及び裏側の部分に防火被覆（強化せっこうボードを
２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 27㎜以上のものに限る。）が設けられたもの
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［法２条七号の二関係］
準耐火構造の構造方法を定める件

平成 12 年５月 24 日建設省告示 1358 号
最終改正：令和３年６月７日国土交通省告示第 514 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第七号の二の規定に基づき、準耐火構造の構造方法を次のように定める。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第一号ハ、第三号ハ及びニ並びに第五号ニ及びホに定める構造方法
にあっては、防火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」
という。）を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防
止することができる構造とするものに限る。）とする。
一　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 107 条の２第一号及び第二号に掲げる技術的基準に適合す
る耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次に定めるものとする。
イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　建築基準法（以下「法」という。）第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法
第 27 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　次の⑴から⑷までのいずれかに該当するもの
⑴　間柱及び下地を木材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅴまでのいずれかに該当する防
火被覆が設けられたものとすること。
ⅰ　令和元年国土交通省告示第 195 号（以下「１時間準耐火構造告示」という。）第１第一号ハ⑴、
⑶又は⑺のいずれかに該当するもの

ⅱ　厚さが 15㎜以上のせっこうボード（強化せっこうボードを含む。以下同じ。）
ⅲ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上のせっこうボード又は難燃合板を張っ
たもの

ⅳ　厚さが９㎜以上のせっこうボード又は難燃合板の上に厚さが 12㎜以上のせっこうボードを張っ
たもの

ⅴ　厚さが７㎜以上のせっこうラスボードの上に厚さ８㎜以上せっこうプラスターを塗ったもの
⑵　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰ又はⅱに該当する防火被覆
が設けられた構造（間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。
ⅰ　１時間準耐火構造告示第１第一号ハ⑴又は⑶に該当するもの
ⅱ　⑴ⅱからⅴまでのいずれかに該当するもの
⑶　間柱及び下地を不燃材料で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅲまでのいずれかに該当す
る防火被覆が設けられた構造とすること。
ⅰ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網モルタル
ⅱ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 10㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅲ　木毛セメント板の上にモルタル又はしっくいを塗り、その上に金属板を張ったもの
⑷　間柱若しくは下地を不燃材料以外の材料で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅷまでのい
ずれかに該当する防火被覆が設けられた構造とすること。
ⅰ　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル又は木ずりしっくい
ⅱ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 15㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅲ　モルタルの上にタイルを張ったものでその厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅳ　セメント板又は瓦の上にモルタルを塗ったものでその厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅴ　土蔵造
ⅵ　土塗真壁造で裏返塗りをしたもの
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［法２条七号の二関係］
準耐火構造の構造方法を定める件

平成 12 年５月 24 日建設省告示 1358 号
最終改正：令和３年６月７日国土交通省告示第 514 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第七号の二の規定に基づき、準耐火構造の構造方法を次のように定める。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第一号ハ、第三号ハ及びニ並びに第五号ニ及びホに定める構造方法
にあっては、防火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」
という。）を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防
止することができる構造とするものに限る。）とする。

一　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 107 条の２第一号及び第二号に掲げる技術的基準に適合す
る耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次に定めるものとする。

イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　建築基準法（以下「法」という。）第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法
第 27 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　次の⑴から⑷までのいずれかに該当するもの
⑴　間柱及び下地を木材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅴまでのいずれかに該当する防
火被覆が設けられたものとすること。

ⅰ　令和元年国土交通省告示第 195 号（以下「１時間準耐火構造告示」という。）第１第一号ハ⑴、
⑶又は⑺のいずれかに該当するもの

ⅱ　厚さが 15㎜以上のせっこうボード（強化せっこうボードを含む。以下同じ。）
ⅲ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上のせっこうボード又は難燃合板を張っ
たもの

ⅳ　厚さが９㎜以上のせっこうボード又は難燃合板の上に厚さが 12㎜以上のせっこうボードを張っ
たもの

ⅴ　厚さが７㎜以上のせっこうラスボードの上に厚さ８㎜以上せっこうプラスターを塗ったもの
⑵　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰ又はⅱに該当する防火被覆
が設けられた構造（間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ⅰ　１時間準耐火構造告示第１第一号ハ⑴又は⑶に該当するもの
ⅱ　⑴ⅱからⅴまでのいずれかに該当するもの

⑶　間柱及び下地を不燃材料で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅲまでのいずれかに該当す
る防火被覆が設けられた構造とすること。

ⅰ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網モルタル
ⅱ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 10㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅲ　木毛セメント板の上にモルタル又はしっくいを塗り、その上に金属板を張ったもの

⑷　間柱若しくは下地を不燃材料以外の材料で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅷまでのい
ずれかに該当する防火被覆が設けられた構造とすること。

ⅰ　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル又は木ずりしっくい
ⅱ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 15㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅲ　モルタルの上にタイルを張ったものでその厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅳ　セメント板又は瓦の上にモルタルを塗ったものでその厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅴ　土蔵造
ⅵ　土塗真壁造で裏返塗りをしたもの
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［法２条七号の二関係］
準耐火構造の構造方法を定める件

平成 12 年５月 24 日建設省告示 1358 号
最終改正：令和３年６月７日国土交通省告示第 514 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第七号の二の規定に基づき、準耐火構造の構造方法を次のように定める。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第一号ハ、第三号ハ及びニ並びに第五号ニ及びホに定める構造方法
にあっては、防火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」
という。）を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防
止することができる構造とするものに限る。）とする。

一　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 107 条の２第一号及び第二号に掲げる技術的基準に適合す
る耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次に定めるものとする。

イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　建築基準法（以下「法」という。）第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法
第 27 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　次の⑴から⑷までのいずれかに該当するもの
⑴　間柱及び下地を木材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅴまでのいずれかに該当する防
火被覆が設けられたものとすること。

ⅰ　令和元年国土交通省告示第 195 号（以下「１時間準耐火構造告示」という。）第１第一号ハ⑴、
⑶又は⑺のいずれかに該当するもの

ⅱ　厚さが 15㎜以上のせっこうボード（強化せっこうボードを含む。以下同じ。）
ⅲ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上のせっこうボード又は難燃合板を張っ
たもの

ⅳ　厚さが９㎜以上のせっこうボード又は難燃合板の上に厚さが 12㎜以上のせっこうボードを張っ
たもの

ⅴ　厚さが７㎜以上のせっこうラスボードの上に厚さ８㎜以上せっこうプラスターを塗ったもの
⑵　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰ又はⅱに該当する防火被覆
が設けられた構造（間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ⅰ　１時間準耐火構造告示第１第一号ハ⑴又は⑶に該当するもの
ⅱ　⑴ⅱからⅴまでのいずれかに該当するもの

⑶　間柱及び下地を不燃材料で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅲまでのいずれかに該当す
る防火被覆が設けられた構造とすること。

ⅰ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網モルタル
ⅱ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 10㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅲ　木毛セメント板の上にモルタル又はしっくいを塗り、その上に金属板を張ったもの

⑷　間柱若しくは下地を不燃材料以外の材料で造り、かつ、その両側にそれぞれ次のⅰからⅷまでのい
ずれかに該当する防火被覆が設けられた構造とすること。

ⅰ　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル又は木ずりしっくい
ⅱ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 15㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅲ　モルタルの上にタイルを張ったものでその厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅳ　セメント板又は瓦の上にモルタルを塗ったものでその厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅴ　土蔵造
ⅵ　土塗真壁造で裏返塗りをしたもの
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ⅶ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に亜鉛鉄板を張ったもの
ⅷ　厚さが 25㎜以上のロックウール保温板の上に亜鉛鉄板を張ったもの

ニ　１時間準耐火構造告示第１第一号ホに定める構造とすること。この場合において、同号ホ⑴ⅰ⑴中「4.5
㎝」とあるのは「3.5㎝」と、同号ホ⑴ⅰ⑵中「６㎝」とあるのは「4.5㎝」と読み替えるものとする。
第三号ホにおいて同じ。

二　令第 107 条の２第二号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、
次に定めるものとする。
イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　前号ハに定める構造とすること。
ニ　１時間準耐火構造告示第１第二号ニに定める構造とすること。この場合において、同号ニ⑴ⅰ中「4.5
㎝」とあるのは「3.5㎝」と、「7.5㎝」とあるのは「6.5㎝」と、同号ニ⑴ⅱ中「６㎝」とあるのは「4.5
㎝」と、「９㎝」とあるのは「7.5㎝」と読み替えるものとする。第四号ニ及び第五号ヘにおいて同じ。

三　令第 107 条の２に掲げる技術的基準に適合する耐力壁である外壁の構造方法にあっては、次に定めるも
のとする。
イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　間柱及び下地を木材で造り、かつ、次に掲げる基準のいずれかに適合する構造とすること。
⑴　屋外側の部分に次のⅰからⅵまでのいずれかに該当する防火被覆が設けられ、かつ、屋内側の部分
に第一号ハ⑴ⅰからⅴまでのいずれかに該当する防火被覆が設けられていること。
ⅰ　１時間準耐火構造告示第１第三号ハ⑴から⑹までのいずれかに該当するもの
ⅱ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に金属板を張ったもの
ⅲ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 15㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅳ　モルタルの上にタイルを張ったものでその厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅴ　セメント板又は瓦の上にモルタルを塗ったものでその厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅵ　厚さが 25㎜以上のロックウール保温板の上に金属板を張ったもの
⑵　屋外側の部分に次のⅰに該当する防火被覆が設けられ、かつ、屋内側の部分に次のⅱに該当する防
火被覆が設けられていること。
ⅰ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網軽量モルタル（モルタル部分に含まれる有機物の量が当該部分の重量
の８％以下のものに限る。）

ⅱ　厚さが 50㎜以上のロックウール（かさ比重が 0.024 以上のものに限る。以下同じ。）又はグラス
ウール（かさ比重が 0.01 以上のものに限る。）を充填した上に、せっこうボードを２枚以上張っ
たものでその厚さの合計が 24㎜以上のもの又は厚さが 21㎜以上の強化せっこうボード（ボード
用原紙を除いた部分のせっこうの含有率を95％以上、ガラス繊維の含有率を0.4％以上とし、かつ、
ひる石の含有率を 2.5％以上としたものに限る。）を張ったもの

ニ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、その屋外側の部分に次の⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けら
れ、かつ、その屋内側の部分に第一号ハ⑵ⅰ又はⅱに該当する防火被覆が設けられた構造（間柱及び
下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。
⑴　１時間準耐火構造告示第１第三号ハ⑴から⑶までのいずれかに該当するもの
⑵　ハ⑴ⅱからⅵまでのいずれかに該当するもの
ホ　１時間準耐火構造告示第１第一号ホに定める構造とすること。
四　令第 107 条の２第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれの
ある部分の構造方法にあっては、次に定めるものとする。
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イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　１時間準耐火構造告示第１第二号ニに定める構造とすること。
五　令第 107 条の２第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれの
ある部分以外の部分の構造方法にあっては、次に定めるものとする。
イ　耐火構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　第三号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　間柱及び下地を木材で造り、その屋外側の部分に第三号ハ⑴ⅰからⅵまでのいずれかに該当する防火
被覆が設けられ、かつ、その屋内側の部分に次の⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられた構造とす
ること。
⑴　厚さが８㎜以上のスラグせっこう系セメント板
⑵　厚さが 12㎜以上のせっこうボード
ホ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、その屋外側の部分に第三号ニ⑴又は⑵に該当する防火被覆が設
けられ、かつ、その屋内側の部分にニ⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられた構造（間柱及び下地
を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ヘ　１時間準耐火構造告示第１第二号ニに定める構造とすること。

第２　令第 107 条の２第一号に掲げる技術的基準に適合する柱の構造方法は、次に定めるものとする。
一　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
二　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定を
受けた主要構造部の構造とすること。

三　第１第一号ハ⑴ⅱからⅴまでのいずれかに該当する防火被覆を設けるか、又は次に掲げる基準に適合す
る構造とすること。
イ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ロ　当該柱を接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常の火
災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。この場合において、
同告示第一号イ中「2.5㎝」とあるのは「3.5㎝」と、同号ロ中「３㎝」とあるのは「4.5㎝」と読み替
えるものとする。第４第三号ロにおいて同じ。

ハ　当該柱を有する建築物全体が、昭和 62 年建設省告示第 1902 号に定める基準に従った構造計算によっ
て通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。この場合にお
いて、同告示第二号イ中「2.5㎝」とあるのは「3.5㎝」と、同号ロ中「３㎝」とあるのは「4.5㎝」と
読み替えるものとする。第４第三号ハにおいて同じ。

ニ　防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられている等当該建築物の
内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第３　令第 107 条の２第一号及び第二号に掲げる技術的基準に適合する床の構造方法は、次に定めるもの（第
三号に定める構造方法にあっては、防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を
設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。
一　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
二　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定を
受けた主要構造部の構造とすること。
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イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　１時間準耐火構造告示第１第二号ニに定める構造とすること。

五　令第 107 条の２第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれの
ある部分以外の部分の構造方法にあっては、次に定めるものとする。

イ　耐火構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　第三号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　間柱及び下地を木材で造り、その屋外側の部分に第三号ハ⑴ⅰからⅵまでのいずれかに該当する防火
被覆が設けられ、かつ、その屋内側の部分に次の⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられた構造とす
ること。

⑴　厚さが８㎜以上のスラグせっこう系セメント板
⑵　厚さが 12㎜以上のせっこうボード

ホ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、その屋外側の部分に第三号ニ⑴又は⑵に該当する防火被覆が設
けられ、かつ、その屋内側の部分にニ⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられた構造（間柱及び下地
を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ヘ　１時間準耐火構造告示第１第二号ニに定める構造とすること。

第２　令第 107 条の２第一号に掲げる技術的基準に適合する柱の構造方法は、次に定めるものとする。
一　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
二　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定を
受けた主要構造部の構造とすること。

三　第１第一号ハ⑴ⅱからⅴまでのいずれかに該当する防火被覆を設けるか、又は次に掲げる基準に適合す
る構造とすること。

イ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ロ　当該柱を接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常の火
災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。この場合において、
同告示第一号イ中「2.5㎝」とあるのは「3.5㎝」と、同号ロ中「３㎝」とあるのは「4.5㎝」と読み替
えるものとする。第４第三号ロにおいて同じ。

ハ　当該柱を有する建築物全体が、昭和 62 年建設省告示第 1902 号に定める基準に従った構造計算によっ
て通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。この場合にお
いて、同告示第二号イ中「2.5㎝」とあるのは「3.5㎝」と、同号ロ中「３㎝」とあるのは「4.5㎝」と
読み替えるものとする。第４第三号ハにおいて同じ。

ニ　防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられている等当該建築物の
内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第３　令第 107 条の２第一号及び第二号に掲げる技術的基準に適合する床の構造方法は、次に定めるもの（第
三号に定める構造方法にあっては、防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を
設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。

一　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
二　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定を
受けた主要構造部の構造とすること。
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イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　１時間準耐火構造告示第１第二号ニに定める構造とすること。

五　令第 107 条の２第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれの
ある部分以外の部分の構造方法にあっては、次に定めるものとする。

イ　耐火構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　第三号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　間柱及び下地を木材で造り、その屋外側の部分に第三号ハ⑴ⅰからⅵまでのいずれかに該当する防火
被覆が設けられ、かつ、その屋内側の部分に次の⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられた構造とす
ること。

⑴　厚さが８㎜以上のスラグせっこう系セメント板
⑵　厚さが 12㎜以上のせっこうボード

ホ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、その屋外側の部分に第三号ニ⑴又は⑵に該当する防火被覆が設
けられ、かつ、その屋内側の部分にニ⑴又は⑵に該当する防火被覆が設けられた構造（間柱及び下地
を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ヘ　１時間準耐火構造告示第１第二号ニに定める構造とすること。

第２　令第 107 条の２第一号に掲げる技術的基準に適合する柱の構造方法は、次に定めるものとする。
一　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
二　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定を
受けた主要構造部の構造とすること。

三　第１第一号ハ⑴ⅱからⅴまでのいずれかに該当する防火被覆を設けるか、又は次に掲げる基準に適合す
る構造とすること。

イ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ロ　当該柱を接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常の火
災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。この場合において、
同告示第一号イ中「2.5㎝」とあるのは「3.5㎝」と、同号ロ中「３㎝」とあるのは「4.5㎝」と読み替
えるものとする。第４第三号ロにおいて同じ。

ハ　当該柱を有する建築物全体が、昭和 62 年建設省告示第 1902 号に定める基準に従った構造計算によっ
て通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。この場合にお
いて、同告示第二号イ中「2.5㎝」とあるのは「3.5㎝」と、同号ロ中「３㎝」とあるのは「4.5㎝」と
読み替えるものとする。第４第三号ハにおいて同じ。

ニ　防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられている等当該建築物の
内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第３　令第 107 条の２第一号及び第二号に掲げる技術的基準に適合する床の構造方法は、次に定めるもの（第
三号に定める構造方法にあっては、防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を
設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。

一　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
二　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定を
受けた主要構造部の構造とすること。
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三　根太及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　表側の部分に次の⑴から⑷までのいずれかに該当する防火被覆が設けられていること。
⑴　厚さが 12㎜以上の構造用合板、構造用パネル、パーティクルボード、デッキプレートその他これ
らに類するもの（以下この号において「合板等」という。）の上に厚さが９㎜以上のせっこうボー
ド若しくは軽量気泡コンクリートパネル又は厚さが８㎜以上の硬質木片セメント板を張ったもの

⑵　厚さが 12㎜以上の合板等の上に厚さ９㎜以上モルタル、コンクリート（軽量コンクリート及びシ
ンダーコンクリートを含む。以下同じ。）又はせっこうを塗ったもの

⑶　厚さが 30㎜以上の木材
⑷　畳（ポリスチレンフォームの畳床を用いたものを除く。）
ロ　裏側の部分又は直下の天井に次の⑴から⑶までのいずれかに該当する防火被覆が設けられているこ
と。
⑴　１時間準耐火構造告示第３第三号ロ⑴、⑵又は⑷のいずれかに該当するもの
⑵　厚さが 15㎜以上の強化せっこうボード
⑶　厚さが 12㎜以上の強化せっこうボード（その裏側に厚さが 50㎜以上のロックウール又はグラスウー
ル（かさ比重が 0.024 以上のものに限る。以下同じ。）を設けたものに限る。）

四　１時間準耐火構造告示第３第四号に定める構造とすること。この場合において、同号イ⑴ⅰ中「4.5㎝」
とあるのは「3.5㎝」と、同号イ⑴ⅱ中「６㎝」とあるのは「4.5㎝」と読み替えるものとする。

第４　令第 107 条の２第一号に掲げる技術的基準に適合するはりの構造方法は、次に定めるものとする。
一　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
二　第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定を受
けた主要構造部の構造とすること。

三　第３第三号ロ⑵又は⑶に該当する防火被覆を設けるか、又は次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ロ　当該はりを接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常の
火災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。

ハ　当該はりを有する建築物全体が、昭和62年建設省告示第1902号に定める基準に従った構造計算によっ
て、通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

ニ　防火被覆の取合い等の部分が、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられている等当該建築物の
内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第５　屋根の構造方法は、次に定めるもの（第一号ハからホまで及び第二号ハに定める構造方法にあっては、
防火被覆の取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の
侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。
一　令第 107 条の２第一号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する屋根（軒裏を除く。）の構造方法にあっ
ては、次に定めるものとする。
イ　耐火構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　次に定める構造とすること。
⑴　不燃材料で造るか、又はふいたもの
⑵　屋内側の部分又は直下の天井に次のⅰからⅶまでのいずれかに該当する防火被覆が設けられたもの
ⅰ　厚さが 12㎜以上の強化せっこうボード
ⅱ　厚さが９㎜以上のせっこうボードを２枚以上張ったもの
ⅲ　厚さが 12㎜以上のせっこうボード（その裏側に厚さが 50㎜以上のロックウール又はグラスウー
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ルを設けたものに限る。）
ⅳ　厚さが 12㎜以上の硬質木片セメント板
ⅴ　第１第三号ハ⑴ⅱからⅵまでのいずれかに該当するもの
ⅵ　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル
ⅶ　繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を２枚以上張ったもので、その厚さの合計

が 16㎜以上のもの
ニ　 野地板に構造用合板、構造用パネル、パーティクルボード、硬質木片セメント板その他これらに類す

るもので厚さが９㎜以上のものを使用し、かつ、その屋内側の部分又は直下の天井にハ⑵ⅰに該当す
る防火被覆が設けられた構造とすること。

ホ　屋内側の部分又は直下の天井に次の⑴から⑶までのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造と
すること。
⑴　第３第三号ロ⑵又は⑶に該当するもの
⑵　せっこうボードを２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 21㎜以上のもの
⑶　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上のロックウール吸音板を張ったもの
ヘ　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板（それぞれ集成材の日本農林規格（平成19年農林水産省告

示第1152号）第２条、単板積層材の日本農林規格（平成20年農林水産省告示第701号）第１部箇条３又は直交集成板
の日本農林規格（平成25年農林水産省告示第3079号）箇条３に規定する使用環境Ａ又はＢの表示をしてあるもの
に限る。以下同じ。）を使用し、かつ、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　当該屋根の接合部の構造方法が、次に定める基準に従って、通常の火災時の加熱に対して耐力の低

下を有効に防止することができる構造であること。
ⅰ　接合部のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を除

く。）から内側に、次の㈠又は㈡に掲げる場合に応じて、それぞれ当該㈠又は㈡に掲げる値の部
分が除かれたときの残りの部分が、当該接合部の存在応力を伝えることができる構造であること。
㈠　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板に使用する接着剤（㈡において単に「接着剤」
という。）として、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂又はレゾルシノール・フェノール樹
脂を使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使用する場合にあっては、ラミナの厚さが
12㎜以上の場合に限る。）　　2.5㎝

㈡　接着剤として、㈠に掲げるもの以外のものを使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使
用する場合にあっては、ラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限る。）　　３㎝

ⅱ　接合部にボルト、ドリフトピン、釘、木ねじその他これらに類するものを用いる場合においては、
これらが木材その他の材料で防火上有効に被覆されていること。

ⅲ　接合部に鋼材の添え板その他これに類するものを用いる場合においては、これらが埋め込まれ、
又は挟み込まれていること。ただし、木材その他の材料で防火上有効に被覆されている場合にお
いては、この限りでない。

⑵　当該屋根を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易
に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。
ⅰ　主要構造部である屋根のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆

された部分を除く。）から内側に、⑴ⅰ㈠又は㈡に掲げる場合に応じて、それぞれ当該㈠又は㈡
に掲げる値の部分が除かれたときの残りの断面（ⅱにおいて「残存断面」という。）について、
令第 82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計により、長期応力度を計算する
こと。

ⅱ　ⅰによって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期の
許容応力度を超えないことを確かめること。

⑶　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられている等当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。
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ルを設けたものに限る。）
ⅳ　厚さが 12㎜以上の硬質木片セメント板
ⅴ　第１第三号ハ⑴ⅱからⅵまでのいずれかに該当するもの
ⅵ　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル
ⅶ　繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を２枚以上張ったもので、その厚さの合計

が 16㎜以上のもの
ニ　 野地板に構造用合板、構造用パネル、パーティクルボード、硬質木片セメント板その他これらに類す

るもので厚さが９㎜以上のものを使用し、かつ、その屋内側の部分又は直下の天井にハ⑵ⅰに該当す
る防火被覆が設けられた構造とすること。

ホ　屋内側の部分又は直下の天井に次の⑴から⑶までのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造と
すること。

⑴　第３第三号ロ⑵又は⑶に該当するもの
⑵　せっこうボードを２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 21㎜以上のもの
⑶　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上のロックウール吸音板を張ったもの

ヘ　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板（それぞれ集成材の日本農林規格（平成19年農林水産省告

示第1152号）第２条、単板積層材の日本農林規格（平成20年農林水産省告示第701号）第１部箇条３又は直交集成板
の日本農林規格（平成25年農林水産省告示第3079号）箇条３に規定する使用環境Ａ又はＢの表示をしてあるもの
に限る。以下同じ。）を使用し、かつ、次に掲げる基準に適合する構造とすること。

⑴　当該屋根の接合部の構造方法が、次に定める基準に従って、通常の火災時の加熱に対して耐力の低
下を有効に防止することができる構造であること。

ⅰ　接合部のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を除
く。）から内側に、次の㈠又は㈡に掲げる場合に応じて、それぞれ当該㈠又は㈡に掲げる値の部
分が除かれたときの残りの部分が、当該接合部の存在応力を伝えることができる構造であること。

㈠　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板に使用する接着剤（㈡において単に「接着剤」
という。）として、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂又はレゾルシノール・フェノール樹
脂を使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使用する場合にあっては、ラミナの厚さが
12㎜以上の場合に限る。）　　2.5㎝

㈡　接着剤として、㈠に掲げるもの以外のものを使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使
用する場合にあっては、ラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限る。）　　３㎝

ⅱ　接合部にボルト、ドリフトピン、釘、木ねじその他これらに類するものを用いる場合においては、
これらが木材その他の材料で防火上有効に被覆されていること。

ⅲ　接合部に鋼材の添え板その他これに類するものを用いる場合においては、これらが埋め込まれ、
又は挟み込まれていること。ただし、木材その他の材料で防火上有効に被覆されている場合にお
いては、この限りでない。

⑵　当該屋根を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易
に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

ⅰ　主要構造部である屋根のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆
された部分を除く。）から内側に、⑴ⅰ㈠又は㈡に掲げる場合に応じて、それぞれ当該㈠又は㈡
に掲げる値の部分が除かれたときの残りの断面（ⅱにおいて「残存断面」という。）について、
令第 82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計により、長期応力度を計算する
こと。

ⅱ　ⅰによって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期の
許容応力度を超えないことを確かめること。

⑶　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられている等当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。
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㈠　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板に使用する接着剤（㈡において単に「接着剤」
という。）として、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂又はレゾルシノール・フェノール樹
脂を使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使用する場合にあっては、ラミナの厚さが
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用する場合にあっては、ラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限る。）　　３㎝

ⅱ　接合部にボルト、ドリフトピン、釘、木ねじその他これらに類するものを用いる場合においては、
これらが木材その他の材料で防火上有効に被覆されていること。

ⅲ　接合部に鋼材の添え板その他これに類するものを用いる場合においては、これらが埋め込まれ、
又は挟み込まれていること。ただし、木材その他の材料で防火上有効に被覆されている場合にお
いては、この限りでない。

⑵　当該屋根を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易
に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

ⅰ　主要構造部である屋根のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆
された部分を除く。）から内側に、⑴ⅰ㈠又は㈡に掲げる場合に応じて、それぞれ当該㈠又は㈡
に掲げる値の部分が除かれたときの残りの断面（ⅱにおいて「残存断面」という。）について、
令第 82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計により、長期応力度を計算する
こと。

ⅱ　ⅰによって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期の
許容応力度を超えないことを確かめること。

⑶　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられている等当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。
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防火構造の構造方法を定める件

二　令第 107 条の２第二号及び第三号に掲げる技術的基準に適合する軒裏（外壁によって小屋裏又は天井裏
と防火上有効に遮られているものを除く。）の構造方法にあっては、次に定めるものとする。
イ　１時間準耐火基準に適合する構造とすること。
ロ　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定
を受けた主要構造部の構造とすること。

ハ　前号ハ⑵ⅳ又はⅴに該当する防火被覆が設けられた構造とすること。
ニ　野地板（厚さが 30㎜以上のものに限る。）及びたるきを木材で造り、これらと外壁（軒桁を含む。）
とのすき間に厚さが 45㎜以上の木材の面戸板を設け、かつ、たるきと軒桁との取合い等の部分を、
当該取合い等の部分にたるき欠きを設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することが
できる構造とすること。

第６　令第 107 条の２第一号に掲げる技術的基準に適合する階段の構造方法は、次に定めるものとする。
一　耐火構造とすること。
二　法第 21 条第１項の規定による認定を受けた主要構造部の構造又は法第 27 条第１項の規定による認定を
受けた主要構造部の構造とすること。

三　段板及び段板を支えるけたが木材で造られたもので、当該木材の厚さが６㎝以上のもの又は次のイ若し
くはロのいずれかに該当する構造とすること。
イ　当該木材の厚さが 3.5㎝以上のもので、段板の裏面に第５第一号ハ⑵ⅰからⅴまでのいずれかに該当
する防火被覆が施され、かつ、けたの外側の部分に第１第五号ニ⑴又は⑵（屋外側にあっては、第１
第三号ハ⑴ⅱからⅵまでのいずれか）に該当する防火被覆が設けられたもの

ロ　段板の裏面に第３第三号ロ⑴から⑶までのいずれかに該当する防火被覆が設けられ、かつ、けたの外
側の部分に第１第一号ハ⑴ⅱからⅴまでのいずれか（屋外側にあっては、第１第三号ハ⑴ⅱからⅵま
でのいずれか）に該当する防火被覆が設けられたもの

［法２条八号関係］
防火構造の構造方法を定める件

平成 12 年５月 24 日建設省告示 1359 号
最終改正：令和３年６月７日国土交通省告示第 513 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第八号の規定に基づき、防火構造の構造方法を次のように定める。

第１　外壁の構造方法は、次に定めるものとする。
一　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。以下「令」という。）第 108 条に掲げる技術的基準に適合する耐力

壁である外壁の構造方法にあっては、次のいずれかに該当するもの（ハに定める構造方法にあっては、
屋内側の防火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下この号において「取合
い等の部分」という。）を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の内部への炎の
侵入を有効に防止することができる構造とし、かつ、屋外側の防火被覆の取合い等の部分の裏面に厚さ
が 12㎜以上の合板、構造用パネル、パーティクルボード、硬質木片セメント板その他これらに類する
ものを設け、又は当該取合い等の部分を相じゃくりとするものに限り、ホ⑶ⅰハ及びⅱホに掲げる構造
方法を組み合わせた場合にあっては、土塗壁と間柱及び桁との取合いの部分を、当該取合いの部分にち
りじゃくりを設ける等当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに
限る。）とする。
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イ　準耐火構造（耐力壁である外壁に係るものに限る。）とすること。
ロ　間柱及び下地を木材で造り、かつ、次に掲げる基準のいずれかに適合する構造（イに掲げる構造を除
く。）とすること。
⑴　屋内側の部分に次のⅰに該当する防火被覆が設けられ、かつ、屋外側の部分に次のⅱに該当する防
火被覆が設けられていること。
ⅰ　厚さが 50㎜以上のグラスウール（かさ比重が 0.01 以上のものに限る。⑵ⅰにおいて同じ。）又は
ロックウール（かさ比重が 0.024 以上のものに限る。）を充填した上に厚さが 12㎜以上のせっこ
うボード（強化せっこうボードを含む。以下同じ。）を張ったもの

ⅱ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網軽量モルタル（モルタル部分に含まれる有機物の量が当該部分の重量
の８％以下のものに限る。）

⑵　屋内側の部分に次のⅰに該当する防火被覆が設けられ、かつ、屋外側の部分に次のⅱに該当する防
火被覆が設けられていること。
ⅰ　厚さが 50㎜以上のグラスウール又は厚さが 55㎜以上のロックウール（かさ比重が 0.03 以上のも

のに限る。）を充填した上に厚さが９㎜以上のせっこうボードを張ったもの
ⅱ　厚さが 15㎜以上の窯業系サイディング（中空部を有する場合にあっては、厚さが 18㎜以上で、
かつ、中空部を除く厚さが７㎜以上のものに限る。）を張ったもの

ハ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、ロ⑵に掲げる基準に適合する構造（イに掲げる構造並び
に間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ニ　間柱及び下地を不燃材料で造り、かつ、次に定める防火被覆が設けられた構造（イに掲げる構造を除
く。）とすること。
⑴　屋内側にあっては、次のいずれかに該当するもの
ⅰ　平成 12 年建設省告示第 1358 号第１第一号ハ⑴ⅲからⅴまで又は⑵ⅰのいずれかに該当するもの
ⅱ　厚さが 9.5㎜以上のせっこうボードを張ったもの
ⅲ　厚さが 75㎜以上のグラスウール又はロックウールを充填した上に厚さが４㎜以上の合板、構造
用パネル、パーティクルボード又は木材を張ったもの

⑵　屋外側にあっては、次のいずれかに該当するもの
ⅰ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第三号ハ⑴又は⑵に該当するもの
ⅱ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網モルタル
ⅲ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 10㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅳ　木毛セメント板の上にモルタル又はしっくいを塗り、その上に金属板を張ったもの
ⅴ　モルタルの上にタイルを張ったもので、その厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅵ　セメント板又は瓦の上にモルタルを塗ったもので、その厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅶ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に金属板を張ったもの
ⅷ　厚さが 25㎜以上のロックウール保温板の上に金属板を張ったもの

ホ　間柱又は下地を不燃材料以外の材料で造り、かつ、次のいずれかに該当する構造（イに掲げる構造を
除く。）とすること。
⑴　土蔵造
⑵　土塗真壁造で、塗厚さが 40㎜以上のもの（裏返塗りをしないものにあっては、間柱の屋外側の部
分と土壁とのちりが 15㎜以下であるもの又は間柱の屋外側の部分に厚さが 15㎜以上の木材を張っ
たものに限る。）

⑶　次に定める防火被覆が設けられた構造とすること。ただし、真壁造とする場合の柱及びはりの部分
については、この限りではない。
ⅰ　屋内側にあっては、次のいずれかに該当するもの
イ　平成 12 年建設省告示第 1358 号第１第一号ハ⑴ⅰ又はⅲからⅴまでのいずれかに該当するもの
ロ　ニ⑴ⅱ又はⅲに該当するもの



386 建築基準法関係告示［法２条八号関係］

防火構造の構造方法を定める件

イ　準耐火構造（耐力壁である外壁に係るものに限る。）とすること。
ロ　間柱及び下地を木材で造り、かつ、次に掲げる基準のいずれかに適合する構造（イに掲げる構造を除
く。）とすること。

⑴　屋内側の部分に次のⅰに該当する防火被覆が設けられ、かつ、屋外側の部分に次のⅱに該当する防
火被覆が設けられていること。

ⅰ　厚さが 50㎜以上のグラスウール（かさ比重が 0.01 以上のものに限る。⑵ⅰにおいて同じ。）又は
ロックウール（かさ比重が 0.024 以上のものに限る。）を充填した上に厚さが 12㎜以上のせっこ
うボード（強化せっこうボードを含む。以下同じ。）を張ったもの

ⅱ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網軽量モルタル（モルタル部分に含まれる有機物の量が当該部分の重量
の８％以下のものに限る。）

⑵　屋内側の部分に次のⅰに該当する防火被覆が設けられ、かつ、屋外側の部分に次のⅱに該当する防
火被覆が設けられていること。

ⅰ　厚さが 50㎜以上のグラスウール又は厚さが 55㎜以上のロックウール（かさ比重が 0.03 以上のも
のに限る。）を充填した上に厚さが９㎜以上のせっこうボードを張ったもの

ⅱ　厚さが 15㎜以上の窯業系サイディング（中空部を有する場合にあっては、厚さが 18㎜以上で、
かつ、中空部を除く厚さが７㎜以上のものに限る。）を張ったもの

ハ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、ロ⑵に掲げる基準に適合する構造（イに掲げる構造並び
に間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ニ　間柱及び下地を不燃材料で造り、かつ、次に定める防火被覆が設けられた構造（イに掲げる構造を除
く。）とすること。

⑴　屋内側にあっては、次のいずれかに該当するもの
ⅰ　平成 12 年建設省告示第 1358 号第１第一号ハ⑴ⅲからⅴまで又は⑵ⅰのいずれかに該当するもの
ⅱ　厚さが 9.5㎜以上のせっこうボードを張ったもの
ⅲ　厚さが 75㎜以上のグラスウール又はロックウールを充填した上に厚さが４㎜以上の合板、構造
用パネル、パーティクルボード又は木材を張ったもの

⑵　屋外側にあっては、次のいずれかに該当するもの
ⅰ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第三号ハ⑴又は⑵に該当するもの
ⅱ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網モルタル
ⅲ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 10㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅳ　木毛セメント板の上にモルタル又はしっくいを塗り、その上に金属板を張ったもの
ⅴ　モルタルの上にタイルを張ったもので、その厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅵ　セメント板又は瓦の上にモルタルを塗ったもので、その厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅶ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に金属板を張ったもの
ⅷ　厚さが 25㎜以上のロックウール保温板の上に金属板を張ったもの

ホ　間柱又は下地を不燃材料以外の材料で造り、かつ、次のいずれかに該当する構造（イに掲げる構造を
除く。）とすること。

⑴　土蔵造
⑵　土塗真壁造で、塗厚さが 40㎜以上のもの（裏返塗りをしないものにあっては、間柱の屋外側の部
分と土壁とのちりが 15㎜以下であるもの又は間柱の屋外側の部分に厚さが 15㎜以上の木材を張っ
たものに限る。）

⑶　次に定める防火被覆が設けられた構造とすること。ただし、真壁造とする場合の柱及びはりの部分
については、この限りではない。

ⅰ　屋内側にあっては、次のいずれかに該当するもの
イ　平成 12 年建設省告示第 1358 号第１第一号ハ⑴ⅰ又はⅲからⅴまでのいずれかに該当するもの
ロ　ニ⑴ⅱ又はⅲに該当するもの
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防火構造の構造方法を定める件

イ　準耐火構造（耐力壁である外壁に係るものに限る。）とすること。
ロ　間柱及び下地を木材で造り、かつ、次に掲げる基準のいずれかに適合する構造（イに掲げる構造を除
く。）とすること。

⑴　屋内側の部分に次のⅰに該当する防火被覆が設けられ、かつ、屋外側の部分に次のⅱに該当する防
火被覆が設けられていること。

ⅰ　厚さが 50㎜以上のグラスウール（かさ比重が 0.01 以上のものに限る。⑵ⅰにおいて同じ。）又は
ロックウール（かさ比重が 0.024 以上のものに限る。）を充填した上に厚さが 12㎜以上のせっこ
うボード（強化せっこうボードを含む。以下同じ。）を張ったもの

ⅱ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網軽量モルタル（モルタル部分に含まれる有機物の量が当該部分の重量
の８％以下のものに限る。）

⑵　屋内側の部分に次のⅰに該当する防火被覆が設けられ、かつ、屋外側の部分に次のⅱに該当する防
火被覆が設けられていること。

ⅰ　厚さが 50㎜以上のグラスウール又は厚さが 55㎜以上のロックウール（かさ比重が 0.03 以上のも
のに限る。）を充填した上に厚さが９㎜以上のせっこうボードを張ったもの

ⅱ　厚さが 15㎜以上の窯業系サイディング（中空部を有する場合にあっては、厚さが 18㎜以上で、
かつ、中空部を除く厚さが７㎜以上のものに限る。）を張ったもの

ハ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、ロ⑵に掲げる基準に適合する構造（イに掲げる構造並び
に間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ニ　間柱及び下地を不燃材料で造り、かつ、次に定める防火被覆が設けられた構造（イに掲げる構造を除
く。）とすること。

⑴　屋内側にあっては、次のいずれかに該当するもの
ⅰ　平成 12 年建設省告示第 1358 号第１第一号ハ⑴ⅲからⅴまで又は⑵ⅰのいずれかに該当するもの
ⅱ　厚さが 9.5㎜以上のせっこうボードを張ったもの
ⅲ　厚さが 75㎜以上のグラスウール又はロックウールを充填した上に厚さが４㎜以上の合板、構造
用パネル、パーティクルボード又は木材を張ったもの

⑵　屋外側にあっては、次のいずれかに該当するもの
ⅰ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第三号ハ⑴又は⑵に該当するもの
ⅱ　塗厚さが 15㎜以上の鉄網モルタル
ⅲ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 10㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ⅳ　木毛セメント板の上にモルタル又はしっくいを塗り、その上に金属板を張ったもの
ⅴ　モルタルの上にタイルを張ったもので、その厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅵ　セメント板又は瓦の上にモルタルを塗ったもので、その厚さの合計が 25㎜以上のもの
ⅶ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に金属板を張ったもの
ⅷ　厚さが 25㎜以上のロックウール保温板の上に金属板を張ったもの

ホ　間柱又は下地を不燃材料以外の材料で造り、かつ、次のいずれかに該当する構造（イに掲げる構造を
除く。）とすること。

⑴　土蔵造
⑵　土塗真壁造で、塗厚さが 40㎜以上のもの（裏返塗りをしないものにあっては、間柱の屋外側の部
分と土壁とのちりが 15㎜以下であるもの又は間柱の屋外側の部分に厚さが 15㎜以上の木材を張っ
たものに限る。）

⑶　次に定める防火被覆が設けられた構造とすること。ただし、真壁造とする場合の柱及びはりの部分
については、この限りではない。

ⅰ　屋内側にあっては、次のいずれかに該当するもの
イ　平成 12 年建設省告示第 1358 号第１第一号ハ⑴ⅰ又はⅲからⅴまでのいずれかに該当するもの
ロ　ニ⑴ⅱ又はⅲに該当するもの
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不燃材料を定める件

ハ　土塗壁で塗厚さが 30㎜以上のもの
ⅱ　屋外側にあっては、次のいずれかに該当するもの
イ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第三号ハ⑴又は⑷から⑹までのいずれかに該当するもの
ロ　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル又は木ずりしっくい
ハ　木毛セメント板又はせっこうボードの上に厚さ 15㎜以上モルタル又はしっくいを塗ったもの
ニ　土塗壁で塗厚さが 20㎜以上のもの（下見板を張ったものを含む。）
ホ　厚さが 12㎜以上の下見板（屋内側がⅰハに該当する場合に限る。）
ヘ　厚さが 12㎜以上の硬質木片セメント板を張ったもの
ト　ロ⑵ⅱ又はニ⑵ⅴからⅷまでのいずれかに該当するもの

二　令第 108 条第二号に掲げる技術的基準に適合する非耐力壁の外壁の構造方法にあっては、次のいずれか
に該当するものとする。
イ　準耐火構造とすること。
ロ　前号ロからホまでのいずれかに該当する構造（イに掲げる構造を除く。）とすること。

第２　令第 108 条第二号に掲げる技術的基準に適合する軒裏（外壁によって小屋裏又は天井裏と防火上有効に
遮られているものを除く。）の構造方法にあっては、次の各号のいずれかに該当するものとする。
一　準耐火構造とすること。
二　土蔵造（前号に掲げる構造を除く。）
三　第１第一号ニ⑵ⅴからⅷまで又はホ⑶ⅱロからニまでのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造
（前２号に掲げる構造を除く。）とすること。

［法２条九号関係］
不燃材料を定める件

平成 12 年５月 30 日建設省告示 1400 号
最終改正：令和４年５月 31 日国土交通省告示第 599 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第九号の規定に基づき、不燃材料を次のように定める。

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 108 条の２各号（建築物の外部の仕上げに用いるものにあっては、同
条第一号及び第二号）に掲げる要件を満たしている建築材料は、次に定めるものとする。
一　コンクリート
二　れんが
三　瓦
四　陶磁器質タイル
五　繊維強化セメント板
六　厚さが３㎜以上のガラス繊維混入セメント板
七　厚さが５㎜以上の繊維混入ケイ酸カルシウム板
八　鉄鋼
九　アルミニウム
十　金属板
一
十　ガラス
二
十　モルタル
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防火設備の構造方法を定める件

三
十　しっくい
四
十　厚さが 10㎜以上の壁土
五
十　石
六
十　厚さが 12㎜以上のせっこうボード（ボード用原紙の厚さが 0.6㎜以下のものに限る。）
七
十　ロックウール
八
十　グラスウール板

［法２条九号の二ロ関係］
防火設備の構造方法を定める件

平成 12 年５月 24 日建設省告示 1360 号
最終改正：令和５年３月 24 日国土交通省告示第 225 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第九号の二ロの規定に基づき、防火設備の構造方法を次のように定める。

第１　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 109 条の２に定める技術的基準に適合する防火設備の構造方法
は、次に定めるものとすることとする。
一　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第４項に規定する 30 分間防火設備
二　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 20 分間加熱面以外の面に火炎を出さないもの
として、建築基準法第 61 条の規定による国土交通大臣の認定を受けたもの

三　鉄材又は鋼材で造られたもので、鉄板又は鋼板の厚さが 0.8㎜以上のもの（網入りガラス（網入りガラ
スを用いた複層ガラスを含む。第六号において同じ。）を用いたものを含む。）

四　鉄骨コンクリート又は鉄筋コンクリートで造られたもの
五　土蔵造のもの
六　枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造としたもの
イ　網入りガラスを用いたもの
ロ　次に掲げる基準に適合するもの
⑴　はめごろし戸であること。
⑵　次のいずれかに該当するガラスが用いられたものであること。
ⅰ　耐熱強化ガラス（厚さが 6.5㎜以上であり、かつ、エッジ強度が 250 メガパスカル以上であるも
のに限る。以下同じ。）

ⅱ　耐熱結晶化ガラス（主たる構成物質が二酸化けい素、酸化アルミニウム及び酸化リチウムである
ガラスをいい、厚さが５㎜以上であり、かつ、線膨張係数が摂氏 30 度から摂氏 750 度までの範
囲において、１度につき０± 0.0000005 であるものに限る。以下同じ。）

ⅲ　複層ガラス（耐熱強化ガラス、耐熱結晶化ガラス又は積層ガラス（厚さが 6.6㎜以上であり、かつ、
フロート板ガラス（厚さが 2.6㎜以上であるものに限る。）及び中間層（主たる構成物質が二酸化
けい素、酸化ナトリウム及び水であり、かつ、厚さが 1.4㎜以上であるものに限る。）により構成
されるものに限る。以下同じ。）及び低放射ガラス（厚さが５㎜以上であり、かつ、垂直放射率が0.03
以上 0.07 以下であるものに限る。以下同じ。）により構成されるものに限る。以下この号におい
て同じ。）

⑶　次に掲げるガラスの種類（複層ガラスにあっては、これを構成するガラスのうち１の種類）に応じ
てそれぞれ次に定める開口部に取り付けられたものであること。
ⅰ　耐熱強化ガラス　　幅が 700㎜以上 1,200㎜以下で高さが 850㎜以上 2,400㎜以下であるもの
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三
十　しっくい
四
十　厚さが 10㎜以上の壁土
五
十　石
六
十　厚さが 12㎜以上のせっこうボード（ボード用原紙の厚さが 0.6㎜以下のものに限る。）
七
十　ロックウール
八
十　グラスウール板

［法２条九号の二ロ関係］
防火設備の構造方法を定める件

平成 12 年５月 24 日建設省告示 1360 号
最終改正：令和５年３月 24 日国土交通省告示第 225 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第九号の二ロの規定に基づき、防火設備の構造方法を次のように定める。

第１　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 109 条の２に定める技術的基準に適合する防火設備の構造方法
は、次に定めるものとすることとする。

一　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第４項に規定する 30 分間防火設備
二　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 20 分間加熱面以外の面に火炎を出さないもの
として、建築基準法第 61 条の規定による国土交通大臣の認定を受けたもの

三　鉄材又は鋼材で造られたもので、鉄板又は鋼板の厚さが 0.8㎜以上のもの（網入りガラス（網入りガラ
スを用いた複層ガラスを含む。第六号において同じ。）を用いたものを含む。）

四　鉄骨コンクリート又は鉄筋コンクリートで造られたもの
五　土蔵造のもの
六　枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造としたもの
イ　網入りガラスを用いたもの
ロ　次に掲げる基準に適合するもの
⑴　はめごろし戸であること。
⑵　次のいずれかに該当するガラスが用いられたものであること。
ⅰ　耐熱強化ガラス（厚さが 6.5㎜以上であり、かつ、エッジ強度が 250 メガパスカル以上であるも
のに限る。以下同じ。）

ⅱ　耐熱結晶化ガラス（主たる構成物質が二酸化けい素、酸化アルミニウム及び酸化リチウムである
ガラスをいい、厚さが５㎜以上であり、かつ、線膨張係数が摂氏 30 度から摂氏 750 度までの範
囲において、１度につき０± 0.0000005 であるものに限る。以下同じ。）

ⅲ　複層ガラス（耐熱強化ガラス、耐熱結晶化ガラス又は積層ガラス（厚さが 6.6㎜以上であり、かつ、
フロート板ガラス（厚さが 2.6㎜以上であるものに限る。）及び中間層（主たる構成物質が二酸化
けい素、酸化ナトリウム及び水であり、かつ、厚さが 1.4㎜以上であるものに限る。）により構成
されるものに限る。以下同じ。）及び低放射ガラス（厚さが５㎜以上であり、かつ、垂直放射率が0.03
以上 0.07 以下であるものに限る。以下同じ。）により構成されるものに限る。以下この号におい
て同じ。）

⑶　次に掲げるガラスの種類（複層ガラスにあっては、これを構成するガラスのうち１の種類）に応じ
てそれぞれ次に定める開口部に取り付けられたものであること。

ⅰ　耐熱強化ガラス　　幅が 700㎜以上 1,200㎜以下で高さが 850㎜以上 2,400㎜以下であるもの
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三
十　しっくい
四
十　厚さが 10㎜以上の壁土
五
十　石
六
十　厚さが 12㎜以上のせっこうボード（ボード用原紙の厚さが 0.6㎜以下のものに限る。）
七
十　ロックウール
八
十　グラスウール板

［法２条九号の二ロ関係］
防火設備の構造方法を定める件

平成 12 年５月 24 日建設省告示 1360 号
最終改正：令和５年３月 24 日国土交通省告示第 225 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第九号の二ロの規定に基づき、防火設備の構造方法を次のように定める。

第１　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 109 条の２に定める技術的基準に適合する防火設備の構造方法
は、次に定めるものとすることとする。

一　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第４項に規定する 30 分間防火設備
二　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 20 分間加熱面以外の面に火炎を出さないもの
として、建築基準法第 61 条の規定による国土交通大臣の認定を受けたもの

三　鉄材又は鋼材で造られたもので、鉄板又は鋼板の厚さが 0.8㎜以上のもの（網入りガラス（網入りガラ
スを用いた複層ガラスを含む。第六号において同じ。）を用いたものを含む。）

四　鉄骨コンクリート又は鉄筋コンクリートで造られたもの
五　土蔵造のもの
六　枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイ又はロのいずれかに該当する構造としたもの
イ　網入りガラスを用いたもの
ロ　次に掲げる基準に適合するもの
⑴　はめごろし戸であること。
⑵　次のいずれかに該当するガラスが用いられたものであること。
ⅰ　耐熱強化ガラス（厚さが 6.5㎜以上であり、かつ、エッジ強度が 250 メガパスカル以上であるも
のに限る。以下同じ。）

ⅱ　耐熱結晶化ガラス（主たる構成物質が二酸化けい素、酸化アルミニウム及び酸化リチウムである
ガラスをいい、厚さが５㎜以上であり、かつ、線膨張係数が摂氏 30 度から摂氏 750 度までの範
囲において、１度につき０± 0.0000005 であるものに限る。以下同じ。）

ⅲ　複層ガラス（耐熱強化ガラス、耐熱結晶化ガラス又は積層ガラス（厚さが 6.6㎜以上であり、かつ、
フロート板ガラス（厚さが 2.6㎜以上であるものに限る。）及び中間層（主たる構成物質が二酸化
けい素、酸化ナトリウム及び水であり、かつ、厚さが 1.4㎜以上であるものに限る。）により構成
されるものに限る。以下同じ。）及び低放射ガラス（厚さが５㎜以上であり、かつ、垂直放射率が0.03
以上 0.07 以下であるものに限る。以下同じ。）により構成されるものに限る。以下この号におい
て同じ。）

⑶　次に掲げるガラスの種類（複層ガラスにあっては、これを構成するガラスのうち１の種類）に応じ
てそれぞれ次に定める開口部に取り付けられたものであること。

ⅰ　耐熱強化ガラス　　幅が 700㎜以上 1,200㎜以下で高さが 850㎜以上 2,400㎜以下であるもの
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ⅱ　耐熱結晶化ガラス　　幅が 1,000㎜以上 1,200㎜以下で高さが 1,600㎜以上 2,400㎜以下であるもの
ⅲ　積層ガラス　　幅が 200㎜以上 700㎜以下で高さが 200㎜以上 700㎜以下であるもの
⑷　火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられたもの

であること。
ⅰ　ガラスを鉄材又は鋼材で造られた厚さが３㎜以上の取付部材（ガラスを枠に取り付けるために設

置される部材をいう。以下この号において同じ。）により枠に堅固に取り付けること。
ⅱ　取付部材を鋼材で造られたねじ、ボルト、リベットその他これらに類するものにより枠に 250㎜

以下の間隔で固定すること。
ⅲ　ガラスの下にセッティングブロック（鋼材又はけい酸カルシウム板で造られたものに限る。以下

同じ。）を設置すること。
ⅳ　ガラスの取付部分に含まれる部分の長さ（以下「かかり代長さ」という。）を次に掲げるガラス

の種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。
㈠　耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス　　７㎜
㈡　複層ガラス　　13㎜

⑸　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラスの全
周にわたって設置すること。
ⅰ　シーリング材又はグレイジングガスケットで、難燃性を有するもの（シリコーン製であるものに

限る。）
ⅱ　加熱により膨張する部材（黒鉛を含有するエポキシ樹脂で造られたものに限る。以下「加熱膨張

材」という。）
七　枠及び框の屋外側の部分をアルミニウム合金材で、屋内側の部分をアルミニウム合金材又は樹脂（無可

塑ポリ塩化ビニルに限る。以下この号及び次号において同じ。）で造り、かつ、次に掲げる基準に適合
するもの
イ　次のいずれかに該当する戸であること。
⑴　はめごろし戸
⑵　縦すべり出し戸（枠及び框の屋外側の部分を厚さ 0.8㎜以上のアルミニウム合金材（JIS Ｈ 4100 に

適合するものに限る。⑶において同じ。）で、これらの屋内側の部分を樹脂で造るものに限る。以
下この号において同じ。）

⑶　横すべり出し戸（枠及び框の屋外側の部分を厚さ 0.8㎜以上のアルミニウム合金材で、これらの屋
内側の部分を樹脂で造るものに限る。以下この号において同じ。）

ロ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定めるガラスが用いられたものであること。
⑴　はめごろし戸　　網入りガラス、耐熱結晶化ガラス又は複層ガラス（網入りガラス又は耐熱結晶化

ガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑵　縦すべり出し戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑶　横すべり出し戸　　複層ガラス（耐熱結晶化ガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限

る。）
ハ　次に掲げる戸及びガラスの種類（複層ガラス（ロ⑴から⑶までに規定するものをいう。以下この号に

おいて同じ。）にあっては、これを構成するガラスのうち１の種類）に応じてそれぞれ次に定める開
口部に取り付けられたものであること。
⑴　はめごろし戸
ⅰ　網入りガラス　　幅が 800㎜以下で高さが 2,250㎜以下であるもの
ⅱ　耐熱結晶化ガラス　　幅が 780㎜以上 920㎜以下で高さが 1,100㎜以上 1,890㎜以下であるもの
⑵　縦すべり出し戸　　幅が 640㎜以下で高さが 1,370㎜以下であるもの
⑶　横すべり出し戸　　幅が 640㎜以上 780㎜以下で高さが 370㎜以上 970㎜以下であるもの
ニ　火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠及び框に取り付けられた
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ものであること。
⑴　ガラスをアルミニウム合金材又は鋼材で造られた厚さが１㎜以上の取付部材（ガラスを枠及び框に
取り付けるために設置される部材をいう。以下同じ。）により枠及び框に堅固に取り付けること。

⑵　取付部材が鋼材で造られたものである場合にあっては、取付部材を鋼材で造られたねじ、ボルト、
リベットその他これらに類するものによりアルミニウム合金材で造られた縦枠（縦すべり出し戸又
は横すべり出し戸にあっては、縦框）に 350㎜以下の間隔で 1,100㎜につき３箇所以上固定すること。

⑶　ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。
⑷　かかり代長さを、取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合にあっては次に掲げる
ガラスの種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上、鋼材で造られたものである場合にあっては２
㎜以上とすること。
ⅰ　網入りガラス又は耐熱結晶化ガラス　　７㎜
ⅱ　複層ガラス　　12㎜

ホ　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周
にわたって設置すること。
⑴　シーリング材（取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合に限る。）又はグレイジ
ングガスケットで、難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製（横すべり出し戸にあっ
ては、シリコーン製）であるものに限る。）

⑵　加熱膨張材
ヘ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、
次に掲げる基準に適合すること。
⑴　加熱膨張材を枠と框の全周にわたって設置すること。
⑵　拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。

八　枠及び框を樹脂で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの
イ　次のいずれかに該当する戸であること。
⑴　はめごろし戸
⑵　縦すべり出し戸
⑶　横すべり出し戸
ロ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定めるガラスが用いられたものであること。
⑴　はめごろし戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑵　縦すべり出し戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑶　横すべり出し戸　　複層ガラス（網入りガラス、耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス及び低放射
ガラスにより構成されるものに限る。）

ハ　次に掲げる戸及びガラスの種類（複層ガラス（ロ⑴から⑶までに規定されるものをいう。以下この号
において同じ。）にあっては、これを構成するガラスのうち１の種類）に応じてそれぞれ次に定める
開口部に取り付けられたものであること。
⑴　はめごろし戸　　幅が 800㎜以下で高さが 1,400㎜以下であるもの
⑵　縦すべり出し戸　　幅が 780㎜以下で高さが 1,370㎜以下であるもの
⑶　横すべり出し戸
ⅰ　網入りガラス　　幅が 780㎜以下で高さが 900㎜以下であるもの
ⅱ　耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス　　幅が 400㎜以上 780㎜以下で高さが 544㎜以上 900㎜以
下であるもの

ニ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める基準に従い、枠及び框の内部に補強材（鉄材又は鋼
材で造られたものに限る。以下この号において同じ。）を設置すること。
⑴　はめごろし戸
ⅰ　補強材の厚さを 1.6㎜以上とすること。
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ものであること。
⑴　ガラスをアルミニウム合金材又は鋼材で造られた厚さが１㎜以上の取付部材（ガラスを枠及び框に
取り付けるために設置される部材をいう。以下同じ。）により枠及び框に堅固に取り付けること。

⑵　取付部材が鋼材で造られたものである場合にあっては、取付部材を鋼材で造られたねじ、ボルト、
リベットその他これらに類するものによりアルミニウム合金材で造られた縦枠（縦すべり出し戸又
は横すべり出し戸にあっては、縦框）に 350㎜以下の間隔で 1,100㎜につき３箇所以上固定すること。

⑶　ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。
⑷　かかり代長さを、取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合にあっては次に掲げる
ガラスの種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上、鋼材で造られたものである場合にあっては２
㎜以上とすること。

ⅰ　網入りガラス又は耐熱結晶化ガラス　　７㎜
ⅱ　複層ガラス　　12㎜

ホ　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周
にわたって設置すること。

⑴　シーリング材（取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合に限る。）又はグレイジ
ングガスケットで、難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製（横すべり出し戸にあっ
ては、シリコーン製）であるものに限る。）

⑵　加熱膨張材
ヘ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、
次に掲げる基準に適合すること。

⑴　加熱膨張材を枠と框の全周にわたって設置すること。
⑵　拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。

八　枠及び框を樹脂で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの
イ　次のいずれかに該当する戸であること。
⑴　はめごろし戸
⑵　縦すべり出し戸
⑶　横すべり出し戸

ロ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定めるガラスが用いられたものであること。
⑴　はめごろし戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑵　縦すべり出し戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑶　横すべり出し戸　　複層ガラス（網入りガラス、耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス及び低放射
ガラスにより構成されるものに限る。）

ハ　次に掲げる戸及びガラスの種類（複層ガラス（ロ⑴から⑶までに規定されるものをいう。以下この号
において同じ。）にあっては、これを構成するガラスのうち１の種類）に応じてそれぞれ次に定める
開口部に取り付けられたものであること。

⑴　はめごろし戸　　幅が 800㎜以下で高さが 1,400㎜以下であるもの
⑵　縦すべり出し戸　　幅が 780㎜以下で高さが 1,370㎜以下であるもの
⑶　横すべり出し戸
ⅰ　網入りガラス　　幅が 780㎜以下で高さが 900㎜以下であるもの
ⅱ　耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス　　幅が 400㎜以上 780㎜以下で高さが 544㎜以上 900㎜以
下であるもの

ニ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める基準に従い、枠及び框の内部に補強材（鉄材又は鋼
材で造られたものに限る。以下この号において同じ。）を設置すること。

⑴　はめごろし戸
ⅰ　補強材の厚さを 1.6㎜以上とすること。
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ものであること。
⑴　ガラスをアルミニウム合金材又は鋼材で造られた厚さが１㎜以上の取付部材（ガラスを枠及び框に
取り付けるために設置される部材をいう。以下同じ。）により枠及び框に堅固に取り付けること。

⑵　取付部材が鋼材で造られたものである場合にあっては、取付部材を鋼材で造られたねじ、ボルト、
リベットその他これらに類するものによりアルミニウム合金材で造られた縦枠（縦すべり出し戸又
は横すべり出し戸にあっては、縦框）に 350㎜以下の間隔で 1,100㎜につき３箇所以上固定すること。

⑶　ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。
⑷　かかり代長さを、取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合にあっては次に掲げる
ガラスの種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上、鋼材で造られたものである場合にあっては２
㎜以上とすること。

ⅰ　網入りガラス又は耐熱結晶化ガラス　　７㎜
ⅱ　複層ガラス　　12㎜

ホ　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周
にわたって設置すること。

⑴　シーリング材（取付部材がアルミニウム合金材で造られたものである場合に限る。）又はグレイジ
ングガスケットで、難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製（横すべり出し戸にあっ
ては、シリコーン製）であるものに限る。）

⑵　加熱膨張材
ヘ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、
次に掲げる基準に適合すること。

⑴　加熱膨張材を枠と框の全周にわたって設置すること。
⑵　拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。

八　枠及び框を樹脂で造り、かつ、次に掲げる基準に適合するもの
イ　次のいずれかに該当する戸であること。
⑴　はめごろし戸
⑵　縦すべり出し戸
⑶　横すべり出し戸

ロ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定めるガラスが用いられたものであること。
⑴　はめごろし戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑵　縦すべり出し戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑶　横すべり出し戸　　複層ガラス（網入りガラス、耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス及び低放射
ガラスにより構成されるものに限る。）

ハ　次に掲げる戸及びガラスの種類（複層ガラス（ロ⑴から⑶までに規定されるものをいう。以下この号
において同じ。）にあっては、これを構成するガラスのうち１の種類）に応じてそれぞれ次に定める
開口部に取り付けられたものであること。

⑴　はめごろし戸　　幅が 800㎜以下で高さが 1,400㎜以下であるもの
⑵　縦すべり出し戸　　幅が 780㎜以下で高さが 1,370㎜以下であるもの
⑶　横すべり出し戸
ⅰ　網入りガラス　　幅が 780㎜以下で高さが 900㎜以下であるもの
ⅱ　耐熱強化ガラス又は耐熱結晶化ガラス　　幅が 400㎜以上 780㎜以下で高さが 544㎜以上 900㎜以
下であるもの

ニ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める基準に従い、枠及び框の内部に補強材（鉄材又は鋼
材で造られたものに限る。以下この号において同じ。）を設置すること。

⑴　はめごろし戸
ⅰ　補強材の厚さを 1.6㎜以上とすること。
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防火設備の構造方法を定める件

ⅱ　枠及び補強材を開口部に固定すること。
⑵　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸
ⅰ　補強材の厚さを 2.3㎜以上とすること。
ⅱ　枠及び補強材（枠に設置するものに限る。）を開口部に固定すること。
ⅲ　框の各辺に補強材を設置し、かつ、当該補強材を相互に連結するよう、框の隅角部に補強材を設
置すること。

ホ　火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠及び框に取り付けられた
ものであること。
⑴　ガラスを鋼材で造られた厚さが１㎜以上の取付部材により枠及び框の内部の補強材に堅固に取り付
けること。

⑵　取付部材を樹脂で造られた通し材で覆うこと。
⑶　取付部材を鋼材で造られたねじ、ボルト、リベットその他これらに類するものにより枠及び框の内
部の補強材に 200㎜以下の間隔で固定すること。

⑷　ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。
⑸　かかり代長さを次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。
ⅰ　はめごろし戸　　11㎜
ⅱ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸　　７㎜

ヘ　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、次に掲げる基準に適合すること。
⑴　取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周にわたって設置すること。
ⅰ　グレイジングガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製であるものに限
る。）

ⅱ　加熱膨張材
⑵　樹脂で造られた部分の火災による溶融により貫通のおそれがある部分には、鋼材を設置すること。
ト　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、
次に掲げる基準に適合すること。
⑴　加熱膨張材を枠及び框の全周にわたって設置すること。
⑵　拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。

九　枠及び框を木材（気乾比重が 0.45 以上であるものに限る。以下この号において同じ。）で造り、かつ、
次に掲げる基準に適合するもの
イ　次のいずれかに該当する戸であること。
⑴　はめごろし戸（枠の見付寸法が 40㎜以上であって、見込寸法が 70㎜以上であるものに限る。以下
この号において同じ。）

⑵　縦すべり出し戸（枠の見付寸法が 40㎜以上であって、見込寸法が 101㎜以上であり、かつ、框の見
付寸法が 40㎜以上であって、見込寸法が 70㎜以上であるものに限る。以下この号において同じ。）

⑶　横すべり出し戸（枠の見付寸法が 40㎜以上であって、見込寸法が 101㎜以上であり、かつ、框の見
付寸法が 40㎜以上であって、見込寸法が 70㎜以上であるものに限る。以下この号において同じ。）

ロ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定めるガラスが用いられたものであること。
⑴　はめごろし戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成されるものに限る。）
⑵　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸　　複層ガラス（網入りガラス及び低放射ガラスにより構成さ
れるものに限る。）

ハ　次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める開口部に取り付けられたものであること。
⑴　はめごろし戸　　幅が 1,050㎜以下で高さが 1,550㎜以下であるもの
⑵　縦すべり出し戸　　幅が 800㎜以下で高さが 1,350㎜以下であるもの
⑶　横すべり出し戸　　幅が 800㎜以下で高さが 1,200㎜以下であるもの
ニ　火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠及び框に取り付けられた
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ものであること。
⑴　ガラスを鋼材で造られた厚さが１㎜以上の取付部材により枠及び框に堅固に取り付けること。
⑵　取付部材を木材で造られた通し材で覆うこと。
⑶　取付部材を鋼材で造られた埋込長さが 32㎜以上のねじにより枠及び框に 150㎜以下の間隔で固定す
ること。

⑷　ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。
⑸　かかり代長さを次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。
ⅰ　はめごろし戸　　13㎜
ⅱ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸　　９㎜

ホ　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、次に掲げる基準に適合すること。
⑴　取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周にわたって設置すること。
ⅰ　グレイジングガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製であるものに限
る。）

ⅱ　加熱膨張材
⑵　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、ガラスの框に含まれる部分の長さを 13㎜以上と
すること。

ヘ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、
次に掲げる基準に適合すること。
⑴　加熱膨張材を枠及び框の全周にわたって設置すること。
⑵　拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。

十　骨組を防火塗料を塗布した木材で造り、かつ、屋内面に厚さが 1.2㎝以上の木毛セメント板又は厚さが 0.9
㎝以上のせっこうボードを張り、屋外面に亜鉛鉄板を張ったもの

一
十　開口面積が 0.5㎡以内の開口部に設ける戸で、防火塗料を塗布した木材及び網入りガラスで造られたも
の

第２　第１第三号、第六号又は第七号（枠及び框の屋内側の部分をアルミニウム合金材で造ったものに限る。）
のいずれかに該当する防火設備は、周囲の部分（当該防火設備から屋内側に 15㎝以内の間に設けられた
建具がある場合には、当該建具を含む。）が不燃材料で造られた開口部に取り付けなければならない。

第３　防火戸、縦すべり出し戸及び横すべり出し戸が枠又は他の防火設備と接する部分は、相じゃくりとし、
又は定規縁若しくは戸当りを設ける等閉鎖した際に隙間が生じない構造とし、かつ、防火設備の取付金物
は、当該防火設備が閉鎖した際に露出しないように取り付けなければならない。
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防火設備の構造方法を定める件

ものであること。
⑴　ガラスを鋼材で造られた厚さが１㎜以上の取付部材により枠及び框に堅固に取り付けること。
⑵　取付部材を木材で造られた通し材で覆うこと。
⑶　取付部材を鋼材で造られた埋込長さが 32㎜以上のねじにより枠及び框に 150㎜以下の間隔で固定す
ること。

⑷　ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。
⑸　かかり代長さを次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。
ⅰ　はめごろし戸　　13㎜
ⅱ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸　　９㎜

ホ　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、次に掲げる基準に適合すること。
⑴　取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周にわたって設置すること。
ⅰ　グレイジングガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製であるものに限
る。）

ⅱ　加熱膨張材
⑵　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、ガラスの框に含まれる部分の長さを 13㎜以上と
すること。

ヘ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、
次に掲げる基準に適合すること。

⑴　加熱膨張材を枠及び框の全周にわたって設置すること。
⑵　拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。

十　骨組を防火塗料を塗布した木材で造り、かつ、屋内面に厚さが 1.2㎝以上の木毛セメント板又は厚さが 0.9
㎝以上のせっこうボードを張り、屋外面に亜鉛鉄板を張ったもの

一
十　開口面積が 0.5㎡以内の開口部に設ける戸で、防火塗料を塗布した木材及び網入りガラスで造られたも
の

第２　第１第三号、第六号又は第七号（枠及び框の屋内側の部分をアルミニウム合金材で造ったものに限る。）
のいずれかに該当する防火設備は、周囲の部分（当該防火設備から屋内側に 15㎝以内の間に設けられた
建具がある場合には、当該建具を含む。）が不燃材料で造られた開口部に取り付けなければならない。

第３　防火戸、縦すべり出し戸及び横すべり出し戸が枠又は他の防火設備と接する部分は、相じゃくりとし、
又は定規縁若しくは戸当りを設ける等閉鎖した際に隙間が生じない構造とし、かつ、防火設備の取付金物
は、当該防火設備が閉鎖した際に露出しないように取り付けなければならない。
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ものであること。
⑴　ガラスを鋼材で造られた厚さが１㎜以上の取付部材により枠及び框に堅固に取り付けること。
⑵　取付部材を木材で造られた通し材で覆うこと。
⑶　取付部材を鋼材で造られた埋込長さが 32㎜以上のねじにより枠及び框に 150㎜以下の間隔で固定す
ること。

⑷　ガラスの下にセッティングブロックを設置すること。
⑸　かかり代長さを次に掲げる戸の種類に応じてそれぞれ次に定める数値以上とすること。
ⅰ　はめごろし戸　　13㎜
ⅱ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸　　９㎜

ホ　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、次に掲げる基準に適合すること。
⑴　取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周にわたって設置すること。
ⅰ　グレイジングガスケットで難燃性を有するもの（塩化ビニル製又はシリコーン製であるものに限
る。）

ⅱ　加熱膨張材
⑵　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、ガラスの框に含まれる部分の長さを 13㎜以上と
すること。

ヘ　縦すべり出し戸又は横すべり出し戸にあっては、火災時において枠と框との間に隙間が生じないよう、
次に掲げる基準に適合すること。

⑴　加熱膨張材を枠及び框の全周にわたって設置すること。
⑵　拘束金具及び支持金具を鋼材で造り、枠及び框に堅固に取り付けること。

十　骨組を防火塗料を塗布した木材で造り、かつ、屋内面に厚さが 1.2㎝以上の木毛セメント板又は厚さが 0.9
㎝以上のせっこうボードを張り、屋外面に亜鉛鉄板を張ったもの

一
十　開口面積が 0.5㎡以内の開口部に設ける戸で、防火塗料を塗布した木材及び網入りガラスで造られたも
の

第２　第１第三号、第六号又は第七号（枠及び框の屋内側の部分をアルミニウム合金材で造ったものに限る。）
のいずれかに該当する防火設備は、周囲の部分（当該防火設備から屋内側に 15㎝以内の間に設けられた
建具がある場合には、当該建具を含む。）が不燃材料で造られた開口部に取り付けなければならない。

第３　防火戸、縦すべり出し戸及び横すべり出し戸が枠又は他の防火設備と接する部分は、相じゃくりとし、
又は定規縁若しくは戸当りを設ける等閉鎖した際に隙間が生じない構造とし、かつ、防火設備の取付金物
は、当該防火設備が閉鎖した際に露出しないように取り付けなければならない。
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

［法27条１項、令110条の２第二号関係］
建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方
法等を定める件

平成 27 年２月 23 日国土交通省告示 255 号
最終改正：令和３年５月 28 日国土交通省告示第 476 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第 27 条第１項の規定に基づき、同項に規定する特殊建築物の主要構造部の構
造方法を第１に、同項に規定する特殊建築物の延焼するおそれがある外壁の開口部に設ける防火設備の構造方
法を第２に定め、及び建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 110 条の２第二号の規定に基づき、他の外壁の開
口部から通常の火災時における火炎が到達するおそれがあるものを第３に定める。

第１　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 110 条第一号に掲げる基準に適合する建築基準法（以下「法」
という。）第 27 条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法は、次の各号に掲げる建築物の区
分に応じ、それぞれ当該各号に定めるもの（次の各号のうち２以上の号に掲げる建築物に該当するときは、
当該２以上の号に定める構造方法のうちいずれかの構造方法）とする。
一　次に掲げる基準に適合する建築物　　準耐火構造（主要構造部である壁、柱、床、はり及び屋根の軒裏
にあっては、避難時倒壊防止構造）とすること。
イ　２階以上の階に居室を有するものにあっては、次に掲げる基準に適合する直通階段（傾斜路を含む。）
が設けられていること。
⑴　令第 123 条第３項各号（同項第三号、第四号、第十号及び第十二号を除く。）に掲げる基準に適合
していること。

⑵　階段室、バルコニー及び付室は、令第 123 条第３項第六号の開口部、同項第八号の窓又は⑷の出入
口の部分（令第 129 条の 13 の３第３項に規定する非常用エレベーターの乗降ロビーの用に供する
バルコニー又は付室にあっては、当該エレベーターの昇降路の出入口の部分を含む。）を除き、次
のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる壁（防火被覆が設けられていないものを除く。）で囲むこと。
ⅰ　次の㈠から㈢までに掲げる固有特定避難時間に 1.6 を乗じた時間の区分に応じ、それぞれ当該㈠
から㈢までに定める構造の壁（その全部又は一部に木材を用いた壁に限る。）
㈠　90 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間に 1.6 を乗じた時間以上である
建築物の壁（非耐力壁である外壁にあっては、延焼のおそれのある部分に限る。以下この㈠及
びⅱ㈠において同じ。）（法第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定に
よる認定を受けたものに限る。）又は特定避難時間が固有特定避難時間に 1.6 を乗じた時間以
上である建築物の壁（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定によ
る認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

㈡　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈠に定める構造
ロ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第一号イ又はロのいずれかに該当する構造
㈢　75 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈡に定める構造
ロ　75 分間準耐火構造（令和元年国土交通省告示第 193 号第１第８項に規定する 75 分間準耐火
構造をいう。以下同じ。）

ⅱ　次の㈠から㈣までに掲げる固有特定避難時間に 1.2 を乗じた時間の区分に応じ、それぞれ当該㈠
から㈣までに定める構造の壁（その全部又は一部に木材を用いた壁以外の壁に限る。）
㈠　90 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間に 1.2 を乗じた時間以上である
建築物の壁（法第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を
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受けたものに限る。）又は特定避難時間が固有特定避難時間に 1.2 を乗じた時間以上である建
築物の壁（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受
けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

㈡　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈠に定める構造
ロ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第一号イ又はロのいずれかに該当する構造
㈢　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈡に定める構造
ロ　75 分間準耐火構造
㈣　60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈢に定める構造
ロ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第一号イ若しくはニ又は第三号イ若しくはニのいずれ

かに定める構造方法を用いる構造
⑶　階段室及び付室の壁及び天井（天井がない場合にあっては、屋根。以下同じ。）の室内に面する部

分の仕上げを不燃材料でしたものであること。
⑷　屋内からバルコニー又は付室に通ずる出入口には特定避難時間防火設備で令第 112 条第 19 項第二

号に規定する構造であるものを、バルコニー又は付室から階段室に通ずる出入口には法第２条第九
号の二ロに規定する防火設備で令第 112 条第 19 項第二号に規定する構造であるものを設けている
こと。

⑸　バルコニー又は付室の床面積（バルコニーで床面積がないものにあっては、床部分の面積。以下こ
の⑸において同じ。）は 10㎡以上とし、各階におけるバルコニー又は付室の床面積の合計は、当該
階に設ける各居室の床面積に、　 を乗じたものの合計以上とすること。

ロ　外壁の開口部（次の⑴から⑷までのいずれにも該当しないものに限る。以下この項及び第７項におい
て「他の外壁の開口部」という。）の下端の中心点を水平方向に、それぞれ表１に掲げる式によって
計算した水平移動距離又は最大水平移動距離のいずれか短い距離だけ移動したときにできる軌跡上の
各点を、垂直上方に表２に掲げる式によって計算した垂直移動距離又は最大垂直移動距離のいずれか
短い距離だけ移動した時にできる軌跡の範囲内の部分（当該建築物が令第 112 条第１項、第４項又は
第５項の規定により区画された建築物である場合にあっては、当該規定により区画された各部分のう
ち他の外壁の開口部が設けられた部分を除く。）である外壁に設けられた開口部に上階延焼抑制防火
設備が設けられていること。
⑴　昇降機その他の建築設備の機械室、不燃性の物品を保管する室、便所その他これらに類する室で、

壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしたものに設けられたもの
⑵　⑴に規定する室のみに隣接する通路その他防火上支障のない通路に設けられたもの
⑶　開口部の高さが 0.3 ｍ以下のもの
⑷　開口面積が 0.2㎡以内のもの
表１
水平移動距離（単位　ｍ） 　 Y（1－0.5L）＋　 B

最大水平移動距離（単位　ｍ） 3＋　 B

一　この表において、Y、L 及び B は、それぞれ次の数値を表すものとする。
　　Y　表２に掲げる式により計算した垂直移動距離又は最大垂直移動距離のいずれか短い距離（単位　ｍ）
　　L　 他の外壁の開口部の側部に袖壁等が防火上有効に設けられている場合における当該袖壁等が外壁面から突出して

いる距離（単位　ｍ）
　　B　他の外壁の開口部の幅（単位　ｍ）
二　 他の外壁の開口部の周囲の外壁面の仕上げを木材その他の可燃材料による仕上げとした場合においては、当該外壁面

の部分の幅を当該開口部の幅に含めるものとする。
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受けたものに限る。）又は特定避難時間が固有特定避難時間に 1.2 を乗じた時間以上である建
築物の壁（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受
けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

㈡　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈠に定める構造
ロ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第一号イ又はロのいずれかに該当する構造

㈢　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈡に定める構造
ロ　75 分間準耐火構造

㈣　60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈢に定める構造
ロ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第一号イ若しくはニ又は第三号イ若しくはニのいずれ

かに定める構造方法を用いる構造
⑶　階段室及び付室の壁及び天井（天井がない場合にあっては、屋根。以下同じ。）の室内に面する部

分の仕上げを不燃材料でしたものであること。
⑷　屋内からバルコニー又は付室に通ずる出入口には特定避難時間防火設備で令第 112 条第 19 項第二

号に規定する構造であるものを、バルコニー又は付室から階段室に通ずる出入口には法第２条第九
号の二ロに規定する防火設備で令第 112 条第 19 項第二号に規定する構造であるものを設けている
こと。

⑸　バルコニー又は付室の床面積（バルコニーで床面積がないものにあっては、床部分の面積。以下こ
の⑸において同じ。）は 10㎡以上とし、各階におけるバルコニー又は付室の床面積の合計は、当該
階に設ける各居室の床面積に、　 を乗じたものの合計以上とすること。

ロ　外壁の開口部（次の⑴から⑷までのいずれにも該当しないものに限る。以下この項及び第７項におい
て「他の外壁の開口部」という。）の下端の中心点を水平方向に、それぞれ表１に掲げる式によって
計算した水平移動距離又は最大水平移動距離のいずれか短い距離だけ移動したときにできる軌跡上の
各点を、垂直上方に表２に掲げる式によって計算した垂直移動距離又は最大垂直移動距離のいずれか
短い距離だけ移動した時にできる軌跡の範囲内の部分（当該建築物が令第 112 条第１項、第４項又は
第５項の規定により区画された建築物である場合にあっては、当該規定により区画された各部分のう
ち他の外壁の開口部が設けられた部分を除く。）である外壁に設けられた開口部に上階延焼抑制防火
設備が設けられていること。

⑴　昇降機その他の建築設備の機械室、不燃性の物品を保管する室、便所その他これらに類する室で、
壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしたものに設けられたもの

⑵　⑴に規定する室のみに隣接する通路その他防火上支障のない通路に設けられたもの
⑶　開口部の高さが 0.3 ｍ以下のもの
⑷　開口面積が 0.2㎡以内のもの
表１
水平移動距離（単位　ｍ） 　 Y（1－0.5L）＋　 B

最大水平移動距離（単位　ｍ） 3＋　 B

一　この表において、Y、L 及び B は、それぞれ次の数値を表すものとする。
　　Y　表２に掲げる式により計算した垂直移動距離又は最大垂直移動距離のいずれか短い距離（単位　ｍ）
　　L　 他の外壁の開口部の側部に袖壁等が防火上有効に設けられている場合における当該袖壁等が外壁面から突出して

いる距離（単位　ｍ）
　　B　他の外壁の開口部の幅（単位　ｍ）
二　 他の外壁の開口部の周囲の外壁面の仕上げを木材その他の可燃材料による仕上げとした場合においては、当該外壁面

の部分の幅を当該開口部の幅に含めるものとする。
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受けたものに限る。）又は特定避難時間が固有特定避難時間に 1.2 を乗じた時間以上である建
築物の壁（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受
けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

㈡　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈠に定める構造
ロ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第一号イ又はロのいずれかに該当する構造

㈢　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈡に定める構造
ロ　75 分間準耐火構造

㈣　60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げるもの
イ　㈢に定める構造
ロ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第一号イ若しくはニ又は第三号イ若しくはニのいずれ

かに定める構造方法を用いる構造
⑶　階段室及び付室の壁及び天井（天井がない場合にあっては、屋根。以下同じ。）の室内に面する部

分の仕上げを不燃材料でしたものであること。
⑷　屋内からバルコニー又は付室に通ずる出入口には特定避難時間防火設備で令第 112 条第 19 項第二

号に規定する構造であるものを、バルコニー又は付室から階段室に通ずる出入口には法第２条第九
号の二ロに規定する防火設備で令第 112 条第 19 項第二号に規定する構造であるものを設けている
こと。

⑸　バルコニー又は付室の床面積（バルコニーで床面積がないものにあっては、床部分の面積。以下こ
の⑸において同じ。）は 10㎡以上とし、各階におけるバルコニー又は付室の床面積の合計は、当該
階に設ける各居室の床面積に、　 を乗じたものの合計以上とすること。

ロ　外壁の開口部（次の⑴から⑷までのいずれにも該当しないものに限る。以下この項及び第７項におい
て「他の外壁の開口部」という。）の下端の中心点を水平方向に、それぞれ表１に掲げる式によって
計算した水平移動距離又は最大水平移動距離のいずれか短い距離だけ移動したときにできる軌跡上の
各点を、垂直上方に表２に掲げる式によって計算した垂直移動距離又は最大垂直移動距離のいずれか
短い距離だけ移動した時にできる軌跡の範囲内の部分（当該建築物が令第 112 条第１項、第４項又は
第５項の規定により区画された建築物である場合にあっては、当該規定により区画された各部分のう
ち他の外壁の開口部が設けられた部分を除く。）である外壁に設けられた開口部に上階延焼抑制防火
設備が設けられていること。

⑴　昇降機その他の建築設備の機械室、不燃性の物品を保管する室、便所その他これらに類する室で、
壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしたものに設けられたもの

⑵　⑴に規定する室のみに隣接する通路その他防火上支障のない通路に設けられたもの
⑶　開口部の高さが 0.3 ｍ以下のもの
⑷　開口面積が 0.2㎡以内のもの
表１
水平移動距離（単位　ｍ） 　 Y（1－0.5L）＋　 B

最大水平移動距離（単位　ｍ） 3＋　 B

一　この表において、Y、L 及び B は、それぞれ次の数値を表すものとする。
　　Y　表２に掲げる式により計算した垂直移動距離又は最大垂直移動距離のいずれか短い距離（単位　ｍ）
　　L　 他の外壁の開口部の側部に袖壁等が防火上有効に設けられている場合における当該袖壁等が外壁面から突出して

いる距離（単位　ｍ）
　　B　他の外壁の開口部の幅（単位　ｍ）
二　 他の外壁の開口部の周囲の外壁面の仕上げを木材その他の可燃材料による仕上げとした場合においては、当該外壁面

の部分の幅を当該開口部の幅に含めるものとする。
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表２
垂直移動距離（単位　ｍ）  ＜2 （H＋1.1B）（1－0.5L）＋H

 ≧2 3.2H（1－0.5L）＋H

最大垂直移動距離（単位　ｍ） 6.2＋H

一　この表において、B、H 及び L は、それぞれ次の数値を表すものとする。
　　B 他の外壁の開口部の幅（単位　ｍ）
　　H 他の外壁の開口部の高さ（単位　ｍ）
　　L  他の外壁の開口部の上部にひさし等（ひさし、袖壁その他これらに類するもので、次のイからニまでのいずれか

に掲げる構造方法を用いるものをいう。以下同じ。）が防火上有効に設けられている場合における当該ひさし等
が外壁面から突出している距離（単位　ｍ）

　　　イ　準耐火構造の床又は壁に用いる構造とすること。
　　　ロ　防火構造の外壁に用いる構造とすること。
　　　ハ　 令第 109 条の３第二号ハに規定する３階以上の階における床に用いる構造又は令第 115 条の２第１項第四号に

規定する１階の床（直下に地階がある場合に限る。）及び２階の床（通路等の床を除く。）に用いる構造とする
こと。

　　　ニ　不燃材料で造ること。
二　 他の外壁の開口部の周囲の外壁面の仕上げを木材その他の可燃材料による仕上げとした場合においては、当該外壁面

の部分の幅及び高さを当該開口部の幅及び高さに含めるものとする。

ハ　居室に避難上支障がないよう自動火災報知設備が設けられていること。
ニ　周囲（開口部（居室に設けられたものに限る。）がある外壁に面する部分に限り、道に接する部分を除く。

第三号ロにおいて同じ。）に幅員が３ｍ以上の通路（敷地の接する道まで達するものに限る。第三号
ロにおいて同じ。）が設けられていること。

ホ　用途地域が定められていない土地の区域内にある建築物にあっては、当該建築物の各部分（昇降機そ
の他の建築設備の機械室その他これに類する室及び便所その他これに類する室を除く。）にスプリン
クラー設備（水源として、水道の用に供する水管を当該スプリンクラー設備に連結したものを除く。）、
水噴霧消火設備、泡消火設備その他これらに類するもので自動式のもの（以下「スプリンクラー設備
等」という。）が設けられていること。

二　法第 27 条第１項第二号に該当する建築物（同項各号（同項第二号にあっては、法別表第１⑴項に係る
部分に限る。）に該当するものを除く。）　　準耐火構造又は令第 109 条の３各号に掲げる基準に適合す
る構造とすること。

三　地階を除く階数が３で、３階を下宿、共同住宅又は寄宿舎の用途に供するもの（３階の一部を法別表第
１い欄に掲げる用途（下宿、共同住宅及び寄宿舎を除く。）に供するもの及び法第 27条第１項第二号（同
表⑵項から⑷項までに係る部分を除く。）から第四号までに該当するものを除く。）のうち防火地域以外
の区域内にあるものであって、次のイからハまでに掲げる基準（防火地域及び準防火地域以外の区域内
にあるものにあっては、イ及びロに掲げる基準）に適合するもの　　１時間準耐火基準に適合する準耐
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

ハ　３階の各宿泊室等（各宿泊室等の階数が２以上であるものにあっては２階以下の階の部分を含む。）
の外壁の開口部及び当該各宿泊室等以外の部分に面する開口部（外壁の開口部又は直接外気に開放さ
れた廊下、階段その他の通路に面する開口部にあっては、当該開口部から 90㎝未満の部分に当該各
宿泊室等以外の部分の開口部がないもの又は当該各宿泊室等以外の部分の開口部と 50㎝以上突出し
たひさし等で防火上有効に遮られているものを除く。）に法第２条第九号の二ロに規定する防火設備
が設けられていること。

四　地階を除く階数が３で、３階を法別表第１い欄⑶項に掲げる用途に供するもの（３階の一部を法別表第
１い欄に掲げる用途（同欄⑶項に掲げるものを除く。）に供するもの及び法第 27 条第１項第二号（同
表⑵項から⑷項までに係る部分を除く。）から第四号までに該当するものを除く。）であって、前号ロ（た
だし書を除く。）に掲げる基準に適合するもの　　１時間準耐火基準に適合する準耐火構造とすること。

２　前項及び第７項の「避難時倒壊防止構造」は、次の各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ、それぞれ当
該各号に定める基準に適合する構造をいう。
一　耐力壁　　次に掲げる基準
イ　自重又は積載荷重（令第 86 条第２項ただし書の規定によって特定行政庁が指定する多雪区域におけ

る建築物にあっては、自重、積載荷重又は積雪荷重）を支える部分の全部又は一部に木材を用いた建
築物（以下この項において「木造建築物」という。）の耐力壁（その全部又は一部に木材を用いたも
のでその全部又は一部に防火被覆を設けていないものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれ
かに掲げる基準に適合していること。
⑴　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板（それぞれ集成材の日本農林規格（平成19年農林水産

省告示第1152号）第２条、単板積層材の日本農林規格（平成20年農林水産省告示第701号）第１部箇条３又は直交
集成板の日本農林規格（平成25年農林水産省告示第3079号）箇条３に規定する使用環境Ａ又はＢの表示をして
あるものに限る。以下この項において同じ。）を使用するものであり、かつ、次に掲げる基準に適
合する構造であるほか、取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下この項におい
て「取合い等の部分」という。）が、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設ける等当該建築物の
内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造（以下この項において「炎侵入防止構造」と
いう。）であること。
ⅰ　当該耐力壁の接合部の構造方法が、次に定める基準に従って、通常の火災時の加熱に対して耐力

の低下を有効に防止することができる構造であること。
㈠　接合部のうち木材で造られた部分の片側（当該耐力壁が面する室内において発生する火災によ

る火熱が当該耐力壁の両側に同時に加えられるおそれがある場合にあっては、両側。）の表面
（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を除く。）から内側に、次のイ又はロに掲げ
る場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める値の部分が除かれたときの残りの部分が、
当該接合部の存在応力を伝えることができる構造であること。
イ　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板に使用する接着剤（以下単に「接着剤」と
いう。）として、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂又はレゾルシノール・フェノール樹脂（以
下「フェノール樹脂等」という。）を使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使用す
る場合にあっては、ラミナの厚さが 12㎜以上である場合に限る。）　　次に掲げる式によっ
て計算した値

D1 ＝ 8.25 × 10－2tr,eq(nc)

この式において、D1 及び tr,eq(nc) は、それぞれ次の数値を表すものとする。
D1　燃えしろ深さ （単位　cm）
tr,eq(nc)　補正固有特定避難時間 （単位　分）

ロ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材又は直交集成板
を使用する場合にあっては、ラミナの厚さが 21㎜以上である場合に限る。）　　次に掲げる
式によって計算した値
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D2＝7.5×10－2kctr,eq(nc)

この式において、D2、kc及びtr,eq(nc)は、それぞれ次の数値を表すものとする。
D2　　燃えしろ深さ（単位　㎝）
kc  次の表の左欄に掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ同表の右欄

に定める炭化速度係数
75分以下である場合 1.45

75分を超え、90分以下である場合 1.6

90分を超え、120分以下である場合 1.8

120分を超え、180分以下である場合 2.0

tr,eq(nc) 補正固有特定避難時間（単位　分）

㈡　接合部にボルト、ドリフトピン、釘、木ねじその他これらに類するものを用いる場合において
は、これらが木材その他の材料で防火上有効に被覆されていること。

㈢　接合部に鉄材又は鋼材の添え板その他これに類するものを用いる場合においては、これらが埋
め込まれ、又は挟み込まれていること。ただし、木材その他の材料で防火上有効に被覆されて
いる場合においては、この限りでない。

ⅱ　当該耐力壁を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により
容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。
㈠　主要構造部である耐力壁のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に

被覆された部分を除く。）から内側に、ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当
該イ又はロに定める値の部分が除かれたときの残りの断面（㈡及びⅲにおいて「残存断面」と
いう。）について、令第 82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計により、長
期応力度を計算すること。

㈡　㈠によって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期
の許容応力度を超えないことを確かめること。

ⅲ　残存断面の厚さが 20㎝以上であること。
⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め

る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の耐力壁（法

第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限
る。）又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の耐力壁（法第 27 条第１項に
規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を
用いる構造

ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造
ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第一号ホに定める構造方法を用いる構造

ロ　木造建築物の耐力壁（イに規定するものを除く。）又は組積造、鉄骨造、鉄筋コンクリート造若しく
は鉄骨鉄筋コンクリート造の建築物（以下「組積造の建築物等」という。）の耐力壁にあっては、次
の⑴から⑷までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑷までに定める構造と
するほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
⑴　90 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物の耐力壁（法第 21

条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は
特定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物の耐力壁（法第 27 条第１項に規定する構造方
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法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造
⑵　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第一号イ又はロのいずれかに該当する構造
⑶　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造
⑷　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第一号イ、ハ若しくはニ又は第三号イ、ハ若しくはニのい

ずれかに定める構造方法を用いる構造
二　非耐力壁　　次に掲げる基準
イ　木造建築物の非耐力壁（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設け

ていないものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。
⑴　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用するものであり、かつ、当該非耐力壁の厚

さが次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値以上であるほか、
取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあってはラミ
ナの厚さが 12㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚さが 12㎜
以上で、かつ、加熱面の表面から前号イ⑴ⅰ㈠イに定める値の部分が除かれたときに、互いに接
着された平行層と直交層が存在する場合に限る。）　　次に掲げる式によって計算した値

Dt1＝8.25×10－2tr,eq(nc)＋3
この式において、Dt1及びtr,eq(nc)は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Dt1 厚さ（単位　㎝）
tr,eq(nc)　補正固有特定避難時間（単位　分）

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあっ
てはラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚
さが 21㎜以上で、かつ、加熱面の表面から前号イ⑴ⅰ㈠ロに定める値の部分が除かれたときに、
互いに接着された平行層と直交層が存在する場合に限る。）　　次に掲げる式によって計算した値

Dt2＝7.5×10－2kctr,eq(nc)＋3
この式において、Dt2、kc及びtr,eq(nc)は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Dt2 厚さ（単位　㎝）
kc 前号イ⑴ⅰ㈠ロに規定する炭化速度係数
tr,eq(nc)　補正固有特定避難時間（単位　分）

⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め
る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の非耐力壁

（外壁にあっては、延焼のおそれのある部分に限る。以下このⅰ及びロ⑴において同じ。）（法第
21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）
又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の非耐力壁（法第 27 条第１項に規
定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用
いる構造

ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造
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法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造
⑵　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第一号イ又はロのいずれかに該当する構造

⑶　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造

⑷　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第一号イ、ハ若しくはニ又は第三号イ、ハ若しくはニのい

ずれかに定める構造方法を用いる構造
二　非耐力壁　　次に掲げる基準
イ　木造建築物の非耐力壁（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設け

ていないものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。
⑴　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用するものであり、かつ、当該非耐力壁の厚

さが次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値以上であるほか、
取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあってはラミ
ナの厚さが 12㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚さが 12㎜
以上で、かつ、加熱面の表面から前号イ⑴ⅰ㈠イに定める値の部分が除かれたときに、互いに接
着された平行層と直交層が存在する場合に限る。）　　次に掲げる式によって計算した値

Dt1＝8.25×10－2tr,eq(nc)＋3
この式において、Dt1及びtr,eq(nc)は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Dt1 厚さ（単位　㎝）
tr,eq(nc)　補正固有特定避難時間（単位　分）

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあっ
てはラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚
さが 21㎜以上で、かつ、加熱面の表面から前号イ⑴ⅰ㈠ロに定める値の部分が除かれたときに、
互いに接着された平行層と直交層が存在する場合に限る。）　　次に掲げる式によって計算した値

Dt2＝7.5×10－2kctr,eq(nc)＋3
この式において、Dt2、kc及びtr,eq(nc)は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Dt2 厚さ（単位　㎝）
kc 前号イ⑴ⅰ㈠ロに規定する炭化速度係数
tr,eq(nc)　補正固有特定避難時間（単位　分）

⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め
る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の非耐力壁
（外壁にあっては、延焼のおそれのある部分に限る。以下このⅰ及びロ⑴において同じ。）（法第
21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）
又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の非耐力壁（法第 27 条第１項に規
定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用
いる構造

ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造
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法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造
⑵　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第一号イ又はロのいずれかに該当する構造

⑶　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造

⑷　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第一号イ、ハ若しくはニ又は第三号イ、ハ若しくはニのい

ずれかに定める構造方法を用いる構造
二　非耐力壁　　次に掲げる基準
イ　木造建築物の非耐力壁（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設け

ていないものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。
⑴　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用するものであり、かつ、当該非耐力壁の厚

さが次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値以上であるほか、
取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあってはラミ
ナの厚さが 12㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚さが 12㎜
以上で、かつ、加熱面の表面から前号イ⑴ⅰ㈠イに定める値の部分が除かれたときに、互いに接
着された平行層と直交層が存在する場合に限る。）　　次に掲げる式によって計算した値

Dt1＝8.25×10－2tr,eq(nc)＋3
この式において、Dt1及びtr,eq(nc)は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Dt1 厚さ（単位　㎝）
tr,eq(nc)　補正固有特定避難時間（単位　分）

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあっ
てはラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚
さが 21㎜以上で、かつ、加熱面の表面から前号イ⑴ⅰ㈠ロに定める値の部分が除かれたときに、
互いに接着された平行層と直交層が存在する場合に限る。）　　次に掲げる式によって計算した値

Dt2＝7.5×10－2kctr,eq(nc)＋3
この式において、Dt2、kc及びtr,eq(nc)は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Dt2 厚さ（単位　㎝）
kc 前号イ⑴ⅰ㈠ロに規定する炭化速度係数
tr,eq(nc)　補正固有特定避難時間（単位　分）

⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め
る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の非耐力壁
（外壁にあっては、延焼のおそれのある部分に限る。以下このⅰ及びロ⑴において同じ。）（法第
21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）
又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の非耐力壁（法第 27 条第１項に規
定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用
いる構造

ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造
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ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第二号ニに定める構造方法を用いる構造

ロ　木造建築物の非耐力壁（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等の非耐力壁にあっては、
次の⑴から⑷までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑷までに定める構造
とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
⑴　90 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物の非耐力壁（法第
21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又
は特定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物の非耐力壁（法第 27 条第１項に規定する構
造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第一号イ又はロのいずれかに該当する構造
⑶　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造
⑷　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第１第二号イ若しくはハ又は第四号イ若しくはハのいずれかに
定める構造方法を用いる構造

三　柱　　次に掲げる基準
イ　木造建築物の柱（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設けていな
いものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。
⑴　構造用集成材又は構造用単板積層材を使用するものであり、かつ、次に掲げる基準に適合する構造
であるほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ⅱ　当該柱を接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常
の火災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。この場合に
おいて、同告示第一号イ中「2.5㎝」とあるのは「平成 27 年国土交通省告示第 255 号第１第２項
第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める値」と読み
替えるものとする。

ⅲ　当該柱を有する建築物全体が、昭和 62 年建設省告示第 1902 号に定める基準に従った構造計算に
よって通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。この
場合において、同告示第二号イ中「2.5㎝」とあるのは「平成 27 年国土交通省告示第 255 号第１
第２項第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める値」
と読み替えるものとする。

ⅳ　主要構造部である柱のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆さ
れた部分を除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ
当該イ又はロに定める値の部分が除かれたときの残りの断面の小径が、20㎝以上であること。

⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め
る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の柱（法第
21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）
又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の柱（法第 27 条第１項に規定する
構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

造
ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造
ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第２第三号イからニまでに掲げる基準に適合する構造

ロ　木造建築物の柱（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等の柱にあっては、次の⑴から⑸
までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑸までに定める構造とするほか、
取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
⑴　180 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物の柱（法第 21 条
第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は特
定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物の柱（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用
いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　120 分を超え、180 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　耐火構造（３時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑶　75 分を超え、120 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　耐火構造（２時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑷　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造
⑸　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑷ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第２第一号又は第三号のいずれかに定める構造方法（第三号イ
からニまでに掲げる基準に適合する構造とすることを除く。）を用いる構造

四　床　　次に掲げる基準
イ　木造建築物の床（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設けていな
いものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。
⑴　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用するものであり、かつ、次に掲げる基準に
適合する構造であるほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　当該床の接合部の構造方法が、次に定める基準に従って、通常の火災時の加熱に対して耐力の低
下を有効に防止することができる構造であること。
㈠　接合部のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を
除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又
はロに定める値の部分が除かれたときの残りの部分が、当該接合部の存在応力を伝えることが
できる構造であること。

㈡　第一号イ⑴ⅰ㈡及び㈢に定める基準に適合していること。
ⅱ　当該床を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易
に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。
㈠　主要構造部である床のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆
された部分を除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それ
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

造
ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造

ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第２第三号イからニまでに掲げる基準に適合する構造

ロ　木造建築物の柱（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等の柱にあっては、次の⑴から⑸
までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑸までに定める構造とするほか、
取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

⑴　180 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物の柱（法第 21 条
第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は特
定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物の柱（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用
いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　120 分を超え、180 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　耐火構造（３時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑶　75 分を超え、120 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　耐火構造（２時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑷　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造

⑸　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑷ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第２第一号又は第三号のいずれかに定める構造方法（第三号イ
からニまでに掲げる基準に適合する構造とすることを除く。）を用いる構造

四　床　　次に掲げる基準
イ　木造建築物の床（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設けていな
いものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。

⑴　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用するものであり、かつ、次に掲げる基準に
適合する構造であるほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

ⅰ　当該床の接合部の構造方法が、次に定める基準に従って、通常の火災時の加熱に対して耐力の低
下を有効に防止することができる構造であること。

㈠　接合部のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を
除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又
はロに定める値の部分が除かれたときの残りの部分が、当該接合部の存在応力を伝えることが
できる構造であること。

㈡　第一号イ⑴ⅰ㈡及び㈢に定める基準に適合していること。
ⅱ　当該床を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易
に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

㈠　主要構造部である床のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆
された部分を除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それ
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

造
ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造

ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第２第三号イからニまでに掲げる基準に適合する構造

ロ　木造建築物の柱（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等の柱にあっては、次の⑴から⑸
までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑸までに定める構造とするほか、
取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

⑴　180 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物の柱（法第 21 条
第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は特
定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物の柱（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用
いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　120 分を超え、180 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　耐火構造（３時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑶　75 分を超え、120 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　耐火構造（２時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑷　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造

⑸　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑷ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第２第一号又は第三号のいずれかに定める構造方法（第三号イ
からニまでに掲げる基準に適合する構造とすることを除く。）を用いる構造

四　床　　次に掲げる基準
イ　木造建築物の床（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設けていな
いものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。

⑴　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用するものであり、かつ、次に掲げる基準に
適合する構造であるほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

ⅰ　当該床の接合部の構造方法が、次に定める基準に従って、通常の火災時の加熱に対して耐力の低
下を有効に防止することができる構造であること。

㈠　接合部のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を
除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又
はロに定める値の部分が除かれたときの残りの部分が、当該接合部の存在応力を伝えることが
できる構造であること。

㈡　第一号イ⑴ⅰ㈡及び㈢に定める基準に適合していること。
ⅱ　当該床を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易
に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

㈠　主要構造部である床のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆
された部分を除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それ
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ぞれ当該イ又はロに定める値の部分が除かれたときの残りの断面（㈡及びⅲにおいて「残存断
面」という。）について、令第 82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計によ
り、長期応力度を計算すること。

㈡　㈠によって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期
の許容応力度を超えないことを確かめること。

ⅲ　残存断面の厚さが 20㎝以上であること。
⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め
る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の床（法第
21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）
又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の床（法第 27 条第１項に規定する
構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構
造

ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造
ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第３第四号に定める構造方法を用いる構造

ロ　木造建築物の床（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等の床にあっては、次の⑴から⑷
までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑷までに定める構造とするほか、
取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
⑴　90 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物の床（法第 21 条第
１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は特定
避難時間が固有特定避難時間以上である建築物の床（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用い
るもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　平成 27 年国土交通省告示第 250 号第２第一号イ⑴から⑸までのいずれかに該当する構造
⑶　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造
⑷　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第３第一号又は第三号のいずれかに定める構造方法を用いる構
造

五　はり　　次に掲げる基準
イ　木造建築物のはり（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設けてい
ないものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。
⑴　構造用集成材又は構造用単板積層材を使用するものであり、かつ、次に掲げる基準に適合する構造
であるほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ⅱ　当該はりを接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通
常の火災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。この場合
において、同告示第一号イ中「2.5㎝」とあるのは「平成 27 年国土交通省告示第 255 号第１第２
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

項第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める値」と読
み替えるものとする。

ⅲ　当該はりを有する建築物全体が、昭和 62 年建設省告示第 1902 号に定める基準に従った構造計算
によって、通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。
この場合において、同告示第二号イ中「2.5㎝」とあるのは「平成 27 年国土交通省告示第 255 号
第１第２項第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める
値」と読み替えるものとする。

ⅳ　主要構造部であるはりのうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆
された部分を除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞ
れ当該イ又はロに定める値の部分が除かれたときの残りの断面の小径が、20㎝以上であること。

⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め
る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物のはり（法
第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限
る。）又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 27 条第１項に規
定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用
いる構造

ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造
ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第４第三号イからニまでに掲げる基準に適合する構造

ロ　木造建築物のはり（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等のはりにあっては、次の⑴か
ら⑸までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑸までに定める構造とするほ
か、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
⑴　180 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 21
条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は
特定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 27 条第１項に規定する構造方法
を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　120 分を超え、180 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　耐火構造（３時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑶　75 分を超え、120 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　耐火構造（２時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑷　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造
⑸　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑷ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第４第一号又は第三号のいずれかに定める構造方法（第三号イ
からニまでに掲げる基準に適合する構造とすることを除く。）を用いる構造
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

項第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める値」と読
み替えるものとする。

ⅲ　当該はりを有する建築物全体が、昭和 62 年建設省告示第 1902 号に定める基準に従った構造計算
によって、通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。
この場合において、同告示第二号イ中「2.5㎝」とあるのは「平成 27 年国土交通省告示第 255 号
第１第２項第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める
値」と読み替えるものとする。

ⅳ　主要構造部であるはりのうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆
された部分を除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞ
れ当該イ又はロに定める値の部分が除かれたときの残りの断面の小径が、20㎝以上であること。

⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め
る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物のはり（法
第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限
る。）又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 27 条第１項に規
定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用
いる構造

ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造

ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第４第三号イからニまでに掲げる基準に適合する構造

ロ　木造建築物のはり（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等のはりにあっては、次の⑴か
ら⑸までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑸までに定める構造とするほ
か、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

⑴　180 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 21
条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は
特定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 27 条第１項に規定する構造方法
を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　120 分を超え、180 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　耐火構造（３時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑶　75 分を超え、120 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　耐火構造（２時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑷　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造

⑸　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑷ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第４第一号又は第三号のいずれかに定める構造方法（第三号イ
からニまでに掲げる基準に適合する構造とすることを除く。）を用いる構造
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

項第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める値」と読
み替えるものとする。

ⅲ　当該はりを有する建築物全体が、昭和 62 年建設省告示第 1902 号に定める基準に従った構造計算
によって、通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。
この場合において、同告示第二号イ中「2.5㎝」とあるのは「平成 27 年国土交通省告示第 255 号
第１第２項第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該イ又はロに定める
値」と読み替えるものとする。

ⅳ　主要構造部であるはりのうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆
された部分を除く。）から内側に、第一号イ⑴ⅰ㈠イ又はロに掲げる場合の区分に応じ、それぞ
れ当該イ又はロに定める値の部分が除かれたときの残りの断面の小径が、20㎝以上であること。

⑵　次のⅰからⅲまでに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰからⅲまでに定め
る構造とするほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物のはり（法
第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限
る。）又は特定避難時間が補正固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 27 条第１項に規
定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用
いる構造

ⅱ　60 分を超え、75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造

ⅲ　60 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅱ㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈡　令和元年国土交通省告示第 195 号第４第三号イからニまでに掲げる基準に適合する構造

ロ　木造建築物のはり（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等のはりにあっては、次の⑴か
ら⑸までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑸までに定める構造とするほ
か、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

⑴　180 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 21
条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は
特定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物のはり（法第 27 条第１項に規定する構造方法
を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　120 分を超え、180 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　耐火構造（３時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑶　75 分を超え、120 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　耐火構造（２時間通常の火災による火熱が加えられた場合に、構造耐力上支障のある変形、溶融、
破壊その他の損傷を生じないものに限る。）

⑷　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造

⑸　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑷ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第４第一号又は第三号のいずれかに定める構造方法（第三号イ
からニまでに掲げる基準に適合する構造とすることを除く。）を用いる構造
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

六　軒裏　　次に掲げる基準
イ　木造建築物の軒裏（その全部又は一部に木材を用いたものでその全部又は一部に防火被覆を設けてい
ないものに限る。）にあっては、次の⑴又は⑵のいずれかに掲げる基準に適合していること。
⑴　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用するものであり、かつ、当該軒裏の厚さが
第二号イ⑴ⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値以上であるほか、
取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。

⑵　次のⅰ又はⅱに掲げる補正固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める構造と
するほか、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
ⅰ　75 分を超える場合　　通常火災終了時間が補正固有特定避難時間以上である建築物の軒裏（延
焼のおそれがある部分に限る。以下このⅰ及びロ⑴において同じ。）（法第 21 条第１項に規定す
る構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は特定避難時間が
補正固有特定避難時間以上である建築物の軒裏（法第 27 条第１項に規定する構造方法を用いる
もの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

ⅱ　75 分以下である場合　　次の㈠又は㈡のいずれかに掲げる構造
㈠　ⅰに定める構造
㈡　75 分間準耐火構造

ロ　木造建築物の軒裏（イに規定するものを除く。）又は組積造の建築物等の軒裏にあっては、次の⑴か
ら⑷までに掲げる固有特定避難時間の区分に応じ、それぞれ当該⑴から⑷までに定める構造とするほ
か、取合い等の部分が炎侵入防止構造であること。
⑴　90 分を超える場合　　通常火災終了時間が固有特定避難時間以上である建築物の軒裏（法第 21 条
第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）又は特
定避難時間が固有特定避難時間以上である建築物の軒裏（法第 27 条第１項に規定する構造方法を
用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法を用いる構造

⑵　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑴に定める構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第３項第二号イ又はロのいずれかに該当する構造
⑶　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑵ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　75 分間準耐火構造
⑷　60 分以下である場合　　次のⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅰ　⑶ⅰ又はⅱのいずれかに掲げる構造
ⅱ　令和元年国土交通省告示第 195 号第５第二号又は第三号のいずれかに定める構造方法を用いる構
造

３　第１項の「特定避難時間防火設備」は、次の各号に掲げる当該建築物の固有特定避難時間の区分に応じ、
それぞれ当該各号に定める防火設備（周囲の部分（防火設備から内側に 15㎝以内の間に設けられた建具
がある場合においては、その建具を含む。）が不燃材料で造られた開口部に取り付けられたものであって、
枠若しくは他の防火設備と接する部分を相じゃくりとし、又は定規縁若しくは戸当たりを設ける等閉鎖し
た際に隙間が生じない構造とし、かつ、取付金物が当該防火設備が閉鎖した際に露出しないように取り付
けられたものに限る。）をいう。
一　90 分を超える場合　　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後固有特定避難時間当該
加熱面以外の面に火炎を出さないものとして、法第 61 条の規定による国土交通大臣の認定を受けた防
火設備

二　75 分を超え、90 分以下である場合　　次のイからホまでのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　平成 27 年国土交通省告示第 250 号第２第一号ロに適合する構造方法を用いる防火設備
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

ハ　骨組を鉄材又は鋼材とし、両面にそれぞれ厚さが１㎜以上の鉄板又は鋼板を張った防火設備
ニ　鉄材又は鋼材で造られたもので鉄板又は鋼板の厚さが 1.8㎜以上の防火設備
ホ　厚さ 30㎜以上の繊維強化セメント板で造られた防火設備
三　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　75 分間防火設備（令和元年国土交通省告示第 193 号第１第９項に規定する 75 分間防火設備をいう。）
四　45 分を超え、60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　特定防火設備
五　45 分である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令第 114 条第５項において読み替えて準用する令第 112 条第 21 項に規定する構造方法を用いる防火

設備又は同項の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
４　前各項の「固有特定避難時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tr,eq(c) =（α）460
3
2 tr

（略）
５　第２項の「補正固有特定避難時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tr,eq(nc) =
CR1

0.75  tr

（略）
６　第１項の「上階延焼抑制防火設備」は、次の各号に掲げる当該外壁の開口部の必要遮炎時間の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める防火設備をいう。
一　60 分を超える場合　　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後必要遮炎時間加熱面以

外の面に火炎を出さないものとして、法第 61 条の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
二　45 分を超え、60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　特定防火設備
三　30 分を超え、45 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令第 114 条第５項において読み替えて準用する令第 112 条第 21 項に規定する構造方法を用いる防火

設備又は同項の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
四　20 分を超え、30 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第４項に規定する 30 分間防火設備
五　20 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　法第２条第九号の二ロに規定する防火設備

７　前項の「必要遮炎時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tintg =（α）460
3
2  

tspread - tceiling

（1＋μ）

（略）
８　令第 110 条第二号に掲げる基準に適合する法第 27 条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方

法は、耐火構造又は令第 108 条の３第１項第一号若しくは第二号に該当する構造とすることとする。
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建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

ハ　骨組を鉄材又は鋼材とし、両面にそれぞれ厚さが１㎜以上の鉄板又は鋼板を張った防火設備
ニ　鉄材又は鋼材で造られたもので鉄板又は鋼板の厚さが 1.8㎜以上の防火設備
ホ　厚さ 30㎜以上の繊維強化セメント板で造られた防火設備

三　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　75 分間防火設備（令和元年国土交通省告示第 193 号第１第９項に規定する 75 分間防火設備をいう。）

四　45 分を超え、60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　特定防火設備

五　45 分である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令第 114 条第５項において読み替えて準用する令第 112 条第 21 項に規定する構造方法を用いる防火

設備又は同項の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
４　前各項の「固有特定避難時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tr,eq(c) =（α）460
3
2 tr

（略）
５　第２項の「補正固有特定避難時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tr,eq(nc) =
CR1

0.75  tr

（略）
６　第１項の「上階延焼抑制防火設備」は、次の各号に掲げる当該外壁の開口部の必要遮炎時間の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める防火設備をいう。
一　60 分を超える場合　　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後必要遮炎時間加熱面以

外の面に火炎を出さないものとして、法第 61 条の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
二　45 分を超え、60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　特定防火設備

三　30 分を超え、45 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令第 114 条第５項において読み替えて準用する令第 112 条第 21 項に規定する構造方法を用いる防火

設備又は同項の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
四　20 分を超え、30 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第４項に規定する 30 分間防火設備

五　20 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　法第２条第九号の二ロに規定する防火設備

７　前項の「必要遮炎時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tintg =（α）460
3
2  

tspread - tceiling

（1＋μ）

（略）
８　令第 110 条第二号に掲げる基準に適合する法第 27 条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方

法は、耐火構造又は令第 108 条の３第１項第一号若しくは第二号に該当する構造とすることとする。

404 建築基準法関係告示［法 27条１項、令 110 条の２第二号関係］

建築基準法第27条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方法等を定める件

ハ　骨組を鉄材又は鋼材とし、両面にそれぞれ厚さが１㎜以上の鉄板又は鋼板を張った防火設備
ニ　鉄材又は鋼材で造られたもので鉄板又は鋼板の厚さが 1.8㎜以上の防火設備
ホ　厚さ 30㎜以上の繊維強化セメント板で造られた防火設備

三　60 分を超え、75 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　75 分間防火設備（令和元年国土交通省告示第 193 号第１第９項に規定する 75 分間防火設備をいう。）

四　45 分を超え、60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　特定防火設備

五　45 分である場合　　次のイ又はロのいずれかに該当する防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令第 114 条第５項において読み替えて準用する令第 112 条第 21 項に規定する構造方法を用いる防火

設備又は同項の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
４　前各項の「固有特定避難時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tr,eq(c) =（α）460
3
2 tr

（略）
５　第２項の「補正固有特定避難時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tr,eq(nc) =
CR1

0.75  tr

（略）
６　第１項の「上階延焼抑制防火設備」は、次の各号に掲げる当該外壁の開口部の必要遮炎時間の区分に応じ、

それぞれ当該各号に定める防火設備をいう。
一　60 分を超える場合　　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後必要遮炎時間加熱面以

外の面に火炎を出さないものとして、法第 61 条の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
二　45 分を超え、60 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　特定防火設備

三　30 分を超え、45 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令第 114 条第５項において読み替えて準用する令第 112 条第 21 項に規定する構造方法を用いる防火

設備又は同項の規定による国土交通大臣の認定を受けた防火設備
四　20 分を超え、30 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　令和元年国土交通省告示第 194 号第２第４項に規定する 30 分間防火設備

五　20 分以下である場合　　次のイ又はロのいずれかに掲げる防火設備
イ　前号に定める防火設備
ロ　法第２条第九号の二ロに規定する防火設備

７　前項の「必要遮炎時間」は、次の式によって計算した値とする。

　　tintg =（α）460
3
2  

tspread - tceiling

（1＋μ）

（略）
８　令第 110 条第二号に掲げる基準に適合する法第 27 条第１項に規定する特殊建築物の主要構造部の構造方

法は、耐火構造又は令第 108 条の３第１項第一号若しくは第二号に該当する構造とすることとする。
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防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件

第２　令第 110 条の３に規定する技術的基準に適合する法第 27 条第１項の特殊建築物の延焼するおそれがあ
る外壁の開口部に設ける防火設備の構造方法は、令第 137 条の 10 第四号に規定する 20 分間防火設備とす
ることとする。

第３　令第 110 条の２第二号に規定する他の外壁の開口部から通常の火災時における火炎が到達するおそれが
あるものは、第１第１項第四号に掲げる建築物（１時間準耐火基準に適合する準耐火構造（耐火構造を除
く。）としたものに限る。）及び法第 27 条第１項第一号に該当する特殊建築物で令第 110 条第一号に掲げ
る基準に適合するものとして同項の規定による認定を受けたものの外壁の開口部（次の各号のいずれにも
該当しないものに限る。以下「他の外壁の開口部」という。）の下端の中心点を水平方向に、それぞれ第
１第一号ロ表１に掲げる式により計算した水平移動距離又は最大水平移動距離のいずれか短い距離だけ移
動したときにできる軌跡上の各点を、垂直上方に第１第一号ロ表２に掲げる式により計算した垂直移動距
離又は最大垂直移動距離のいずれか短い距離だけ移動したときにできる軌跡の範囲内の部分である外壁の
開口部（令第 110 条の２第一号に掲げるもの及び他の外壁の開口部が設けられた防火区画内に設けられた
ものを除く。）とする。
一　スプリンクラー設備、水噴霧消火設備、泡消火設備その他これらに類するもので自動式のものを設けた
室（通路に該当する室を除く。以下同じ。）に設けられたもの

二　天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料による仕上げとした室（床面積が 40㎡以下であるもの
を除く。）に設けられたもの

三　昇降機その他の建築設備の機械室、不燃性の物品を保管する室、便所その他これらに類する室で、壁及
び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしたものに設けられたもの

四　第一号から前号までに規定する室のみに隣接する通路その他防火上支障のない通路に設けられたもの
五　法第２条第九号の二ロに規定する防火設備を設けたもの
六　開口部の高さが 0.3 ｍ以下のもの
七　開口面積が 0.2㎡以内のもの

［法61条関係］
防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定
める件

令和元年６月 21 日国土交通省告示 194 号
最終改正：令和２年４月１日国土交通省告示第 508 号

建築基準法（昭和25年法律第201号）第 61 条の規定に基づき、防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火
設備の構造方法を定める件を次のように定める。

第１　建築基準法施行令（昭和25年政令第338号。以下「令」という。）第 136 条の２第一号イに掲げる基準に適合す
る建築物の部分及び外壁開口部設備（同号イに定める外壁開口部設備をいう。以下同じ。）の構造方法は、
次に定めるものとする。
一　主要構造部は、耐火構造又は令第 108 条の３第１項第一号若しくは第二号に該当する構造とすること。
二　外壁開口部設備は、建築基準法（以下「法」という。）第２条第九号の二ロに規定する防火設備とすること。

第２　令第 136 条の２第一号ロに掲げる基準に適合する建築物の部分及び外壁開口部設備の構造方法は、次の
各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。



（
） p244

406 建築基準法関係告示［法 61条関係］

防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件

一　次に掲げる基準に適合する建築物　　次の表２に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ同表に定める構
造方法
イ　地階を除く階数が３以下であること。
ロ　延べ面積が 3,000㎡（一戸建ての住宅にあっては、200㎡）以下であること。
ハ　各階における外壁の開口部の面積の合計の当該外壁の面積に対する割合が、次の表１に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ同表に定める数値以下であること。
１
ｓ≦１の場合 0.05

１＜ｓ≦３の場合 ｓを10で除して得た数値から0.05を減じて得た数値

３＜ｓの場合 0.25

この表において、ｓは、当該外壁の開口部から隣地境界線、当該建築物と同一敷地内の他の建築物（同一敷地内の建築物の延
べ面積の合計が500㎡以内である場合における当該他の建築物を除く。第４第一号イ⑴ⅱ㈢において同じ。）との外壁間の中
心線（第４第一号において「隣地境界線等」という。）又は道路中心線までの水平距離（単位　ｍ）を表すものとする。

ニ　次の表２の⑴から⑶までに掲げる建築物のうち延べ面積が 500㎡（同表の⑵に掲げる建築物にあって
は、100㎡）を超えるものにあっては、床面積の合計 500㎡（同表の⑵に掲げる建築物にあっては、100㎡）
以内ごとに１時間準耐火基準に適合する準耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画され、か
つ、当該区画された部分ごとにスプリンクラー設備（水源として、水道の用に供する水管を連結した
ものを除く。）、水噴霧消火設備、泡消火設備その他これらに類するもので自動式のものが設けられて
いること。

ホ　次の表２の⑷に掲げる建築物にあっては、令第 112 条第 11 項に規定する竪穴部分と当該竪穴部分以
外の部分とが準耐火構造の床若しくは壁又は令第 112 条第 12 項ただし書に規定する 10 分間防火設備
で区画されていること。
２

建築物 主要構造部（外壁、屋
根及び階段を除く。）
の構造方法

外壁及び屋根の軒裏
の構造方法

屋根（軒裏を除く。）
及び階段の構造方法

外壁開口部設備の構
造方法

⑴ 別表第１い欄⑴項、⑶項若
しくは⑷項に掲げる用途

（物品販売業を営む店舗を
除く。）又は事務所の用途に
供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

75分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条 第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

⑵ 法別表第１い欄⑵項に掲げ
る用途に供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

90分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

⑶ 物品販売業を営む店舗の用
途に供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

90分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

30分間防火設備とす
ること。

⑷ 一戸建ての住宅 準耐火構造とするこ
と。

75分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

二　卸売市場の上家、機械製作工場その他これらと同等以上に火災の発生のおそれが少ない用途に供する建
築物　　次のイ及びロに掲げる構造方法
イ　主要構造部は、不燃材料で造られたものその他これに類する構造とすること。
ロ　外壁開口部設備は、20 分間防火設備（令第 137 条の 10 第四号に規定する 20 分間防火設備をいう。

以下同じ。）とすること。
２　前項第一号の「75 分間準耐火構造」とは、令和元年国土交通省告示第 193 号第１第８項に規定する 75 分

間準耐火構造をいう。
３　第１項第一号の「90 分間準耐火構造」とは、次の各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める構造をいう。
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防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件

一　次に掲げる基準に適合する建築物　　次の表２に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ同表に定める構
造方法

イ　地階を除く階数が３以下であること。
ロ　延べ面積が 3,000㎡（一戸建ての住宅にあっては、200㎡）以下であること。
ハ　各階における外壁の開口部の面積の合計の当該外壁の面積に対する割合が、次の表１に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ同表に定める数値以下であること。
１
ｓ≦１の場合 0.05

１＜ｓ≦３の場合 ｓを10で除して得た数値から0.05を減じて得た数値

３＜ｓの場合 0.25

この表において、ｓは、当該外壁の開口部から隣地境界線、当該建築物と同一敷地内の他の建築物（同一敷地内の建築物の延
べ面積の合計が500㎡以内である場合における当該他の建築物を除く。第４第一号イ⑴ⅱ㈢において同じ。）との外壁間の中
心線（第４第一号において「隣地境界線等」という。）又は道路中心線までの水平距離（単位　ｍ）を表すものとする。

ニ　次の表２の⑴から⑶までに掲げる建築物のうち延べ面積が 500㎡（同表の⑵に掲げる建築物にあって
は、100㎡）を超えるものにあっては、床面積の合計 500㎡（同表の⑵に掲げる建築物にあっては、100㎡）
以内ごとに１時間準耐火基準に適合する準耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画され、か
つ、当該区画された部分ごとにスプリンクラー設備（水源として、水道の用に供する水管を連結した
ものを除く。）、水噴霧消火設備、泡消火設備その他これらに類するもので自動式のものが設けられて
いること。

ホ　次の表２の⑷に掲げる建築物にあっては、令第 112 条第 11 項に規定する竪穴部分と当該竪穴部分以
外の部分とが準耐火構造の床若しくは壁又は令第 112 条第 12 項ただし書に規定する 10 分間防火設備
で区画されていること。

２
建築物 主要構造部（外壁、屋

根及び階段を除く。）
の構造方法

外壁及び屋根の軒裏
の構造方法

屋根（軒裏を除く。）
及び階段の構造方法

外壁開口部設備の構
造方法

⑴ 別表第１い欄⑴項、⑶項若
しくは⑷項に掲げる用途

（物品販売業を営む店舗を
除く。）又は事務所の用途に
供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

75分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条 第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

⑵ 法別表第１い欄⑵項に掲げ
る用途に供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

90分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

⑶ 物品販売業を営む店舗の用
途に供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

90分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

30分間防火設備とす
ること。

⑷ 一戸建ての住宅 準耐火構造とするこ
と。

75分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

二　卸売市場の上家、機械製作工場その他これらと同等以上に火災の発生のおそれが少ない用途に供する建
築物　　次のイ及びロに掲げる構造方法

イ　主要構造部は、不燃材料で造られたものその他これに類する構造とすること。
ロ　外壁開口部設備は、20 分間防火設備（令第 137 条の 10 第四号に規定する 20 分間防火設備をいう。

以下同じ。）とすること。
２　前項第一号の「75 分間準耐火構造」とは、令和元年国土交通省告示第 193 号第１第８項に規定する 75 分

間準耐火構造をいう。
３　第１項第一号の「90 分間準耐火構造」とは、次の各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める構造をいう。
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一　次に掲げる基準に適合する建築物　　次の表２に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ同表に定める構
造方法

イ　地階を除く階数が３以下であること。
ロ　延べ面積が 3,000㎡（一戸建ての住宅にあっては、200㎡）以下であること。
ハ　各階における外壁の開口部の面積の合計の当該外壁の面積に対する割合が、次の表１に掲げる場合の

区分に応じ、それぞれ同表に定める数値以下であること。
１
ｓ≦１の場合 0.05

１＜ｓ≦３の場合 ｓを10で除して得た数値から0.05を減じて得た数値

３＜ｓの場合 0.25

この表において、ｓは、当該外壁の開口部から隣地境界線、当該建築物と同一敷地内の他の建築物（同一敷地内の建築物の延
べ面積の合計が500㎡以内である場合における当該他の建築物を除く。第４第一号イ⑴ⅱ㈢において同じ。）との外壁間の中
心線（第４第一号において「隣地境界線等」という。）又は道路中心線までの水平距離（単位　ｍ）を表すものとする。

ニ　次の表２の⑴から⑶までに掲げる建築物のうち延べ面積が 500㎡（同表の⑵に掲げる建築物にあって
は、100㎡）を超えるものにあっては、床面積の合計 500㎡（同表の⑵に掲げる建築物にあっては、100㎡）
以内ごとに１時間準耐火基準に適合する準耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で区画され、か
つ、当該区画された部分ごとにスプリンクラー設備（水源として、水道の用に供する水管を連結した
ものを除く。）、水噴霧消火設備、泡消火設備その他これらに類するもので自動式のものが設けられて
いること。

ホ　次の表２の⑷に掲げる建築物にあっては、令第 112 条第 11 項に規定する竪穴部分と当該竪穴部分以
外の部分とが準耐火構造の床若しくは壁又は令第 112 条第 12 項ただし書に規定する 10 分間防火設備
で区画されていること。

２
建築物 主要構造部（外壁、屋

根及び階段を除く。）
の構造方法

外壁及び屋根の軒裏
の構造方法

屋根（軒裏を除く。）
及び階段の構造方法

外壁開口部設備の構
造方法

⑴ 別表第１い欄⑴項、⑶項若
しくは⑷項に掲げる用途

（物品販売業を営む店舗を
除く。）又は事務所の用途に
供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

75分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条 第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

⑵ 法別表第１い欄⑵項に掲げ
る用途に供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

90分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

⑶ 物品販売業を営む店舗の用
途に供する建築物

１時間準耐火基準に
適合する準耐火構造
とすること。

90分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

30分間防火設備とす
ること。

⑷ 一戸建ての住宅 準耐火構造とするこ
と。

75分間準耐火構造と
すること。

準耐火構造とするこ
と。

法第２条第九号の二
ロに規定する防火設
備とすること。

二　卸売市場の上家、機械製作工場その他これらと同等以上に火災の発生のおそれが少ない用途に供する建
築物　　次のイ及びロに掲げる構造方法

イ　主要構造部は、不燃材料で造られたものその他これに類する構造とすること。
ロ　外壁開口部設備は、20 分間防火設備（令第 137 条の 10 第四号に規定する 20 分間防火設備をいう。

以下同じ。）とすること。
２　前項第一号の「75 分間準耐火構造」とは、令和元年国土交通省告示第 193 号第１第８項に規定する 75 分

間準耐火構造をいう。
３　第１項第一号の「90 分間準耐火構造」とは、次の各号に掲げる建築物の部分の区分に応じ、それぞれ当

該各号に定める構造をいう。
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防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件

一　壁　　次のイ又はロのいずれかに該当する構造
イ　平成 27 年国土交通省告示第 250 号第２第一号イ⑴から⑸までのいずれかに該当する構造
ロ　法第 21 条第１項の規定により令第 109 条の５第一号に掲げる基準に適合する建築物とした建築物（通
常火災終了時間が 90 分間以上であるものに限る。次号ロにおいて同じ。）又は法第 27 条第１項の規
定により令第 110 条第一号に掲げる基準に適合する建築物とした建築物（特定避難時間が 90 分間以
上であるものに限る。次号ロにおいて同じ。）の壁（非耐力壁である外壁にあっては、延焼のおそれ
のある部分に限る。）の構造方法を用いる構造

二　軒裏　　次のイ又はロのいずれかに該当する構造
イ　平成 27 年国土交通省告示第 250 号第２第一号イ⑴から⑶まで又は⑸のいずれかに該当する構造
ロ　法第 21 条第１項の規定により令第 109 条の５第一号に掲げる基準に適合する建築物とした建築物又
は法第 27 条第１項の規定により令第 110 条第一号に掲げる基準に適合する建築物とした建築物の軒
裏（延焼のおそれのある部分に限る。）の構造方法を用いる構造

４　第１項第一号の「30 分間防火設備」とは、次に掲げる防火設備（第二号又は第三号に掲げる防火設備にあっ
ては、周囲の部分（当該防火設備から屋内側に 15㎝以内の間に設けられた建具がある場合には、当該建
具を含む。）が不燃材料で造られた開口部に取り付けられたものであって、枠又は他の防火設備と接する
部分を相じゃくりとし、又は定規縁若しくは戸当りが設けられていることその他の閉鎖した際に隙間が生
じない構造とし、かつ、取付金物を当該防火設備が閉鎖した際に露出しないように取り付けたものに限る。）
をいう。
一　令第 114 条第５項において読み替えて準用する令第 112 条第 21 項に規定する構造方法を用いる防火設
備又は同項の規定による認定を受けた防火設備

二　鉄材又は鋼材で造られた防火設備で、鉄板又は鋼板の厚さが 1.0㎜以上のもの（耐熱結晶化ガラス（主
たる構成物質が二酸化けい素、酸化アルミニウム及び酸化リチウムであるガラスをいい、厚さが５㎜以
上であり、かつ、線膨張係数が摂氏 30 度から摂氏 750 度までの範囲において、１度につき０± 0.0000005
であるものに限る。次号イにおいて同じ。）を用いたものを含む。）

三　枠を鉄材又は鋼材で造り、かつ、次のイからホまでに掲げる基準に適合する構造とした防火設備
イ　耐熱結晶化ガラスを用いたものであること。
ロ　はめごろし戸であること。
ハ　幅が 1,000㎜以上 1,200㎜以下で高さが 1,600㎜以上 2,400㎜以下の開口部に取り付けられたものである
こと。

ニ　火災時においてガラスが脱落しないよう、次に掲げる方法によりガラスが枠に取り付けられたもので
あること。
ⅰ　ガラスを鉄材又は鋼材で造られた厚さが３㎜以上の取付部材（ガラスを枠に取り付けるために設
置される部材をいう。ⅱにおいて同じ。）により枠に堅固に取り付けること。

ⅱ　取付部材を鋼材で造られたねじにより枠に 250㎜以下の間隔で固定すること。
ⅲ　ガラスの下にセッティングブロック（鋼材又はけい酸カルシウム板で造られたものに限る。）を

設置すること。
ⅳ　ガラスの取付部分に含まれる部分の長さを７㎜以上とすること。

ホ　火災時においてガラスの取付部分に隙間が生じないよう、取付部分に次に掲げる部材をガラスの全周
にわたって設置すること。
ⅰ　シーリング材又はグレイジングガスケットで、難燃性を有するもの（シリコーン製であるものに
限る。）

ⅱ　加熱により膨張する部材（黒鉛を含有するエポキシ樹脂で造られたものに限る。）

第３　令第 136 条の２第二号イに掲げる基準に適合する建築物の部分及び外壁開口部設備の構造方法は、次に
定めるものとする。
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防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件

一　主要構造部は、準耐火構造又は令第 109 条の３第一号若しくは第二号に掲げる基準に適合する構造とす
ること。

二　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備とすること。

第４　令第 136 条の２第二号ロに掲げる基準に適合する建築物の部分及び外壁開口部設備の構造方法は、次の
各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。
一　準防火地域内にある建築物のうち地階を除く階数が３で延べ面積が 500㎡以下のもの（第三号に掲げる
建築物で同号に定める構造方法を用いるものを除く。）　　次のイ又はロのいずれかに掲げる構造方法
イ　次に掲げる構造とすること。
⑴　外壁は、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
ⅰ　準耐火構造又は次に掲げる基準に適合する構造であること。
㈠　防火構造であること。
㈡　当該外壁（天井裏（直下の天井が⑸に定める構造であるものに限る。⑶において同じ。）又は

床下にある部分を除く。）の屋内側の部分に次のイからハまでのいずれかに該当する防火被覆
を設けた構造であること。
イ　厚さが 12㎜以上のせっこうボード
ロ　厚さが 5.5㎜以上の難燃合板又は厚さが９㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上の

せっこうボードを張ったもの
ハ　厚さが７㎜以上のせっこうラスボードの上に厚さが８㎜以上のせっこうプラスターを塗った

もの
㈢　防火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下第４において「取合い

等の部分」という。）が、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられていることその他の
外壁の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造であること。

ⅱ　隣地境界線等又は道路中心線に面する外壁にあっては、その開口部（防火上有効な公園、広場、
川その他の空地又は水面、耐火構造の壁その他これらに類するものに面するものを除く。以下同
じ。）で、当該隣地境界線等又は道路中心線からの水平距離が５ｍ以下のものについて、当該開
口部の面積が、当該隣地境界線等又は道路中心 線からの水平距離に応じて次に定める基準に適合
するものであること。
㈠　張り間方向又は桁行方向と直交し、かつ、当該建築物に面する平面（以下この㈠及び㈡におい

て「基準面」という。）のそれぞれについて、各開口部の当該基準面への張り間方向又は桁行
方向の投影面積（単位　㎡）（以下この㈠において「投影面積」という。）を当該開口部に面す
る隣地境界線等又は道路中心線から当該開口部までの水平距離の区分に応じて次の表に掲げる
数値で除して得た数値を合計したものが１を超えないものであること。この場合において、法
第２条第九号の二ロに規定する防火設備で、令第 112 条第 19 項第一号イ及びニに掲げる要件
を満たすもの又ははめごろし戸であるものを設けた開口部以外の開口部の投影面積は、当該投
影面積の 1.5 倍であるものとみなす。
隣地境界線等又は道路中心線からの水平距離（単位　ｍ） 投影面積を除する数値

１以下 ９

１を超え、２以下 16

２を超え、３以下 25

３を超え、４以下 36

４を超え、５以下 49

㈡　外壁面の基準面への張り間方向又は桁行方向の投影長さが 10 ｍを超える場合においては、㈠
の数値の合計は当該基準面の長さ 10 ｍ以内ごとに区分された部分について算定する。この場
合において、㈠の表の数値に当該区分された部分の長さのｍの数値を 10 で除した数値を乗じ
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防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件

一　主要構造部は、準耐火構造又は令第 109 条の３第一号若しくは第二号に掲げる基準に適合する構造とす
ること。

二　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備とすること。

第４　令第 136 条の２第二号ロに掲げる基準に適合する建築物の部分及び外壁開口部設備の構造方法は、次の
各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。

一　準防火地域内にある建築物のうち地階を除く階数が３で延べ面積が 500㎡以下のもの（第三号に掲げる
建築物で同号に定める構造方法を用いるものを除く。）　　次のイ又はロのいずれかに掲げる構造方法

イ　次に掲げる構造とすること。
⑴　外壁は、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
ⅰ　準耐火構造又は次に掲げる基準に適合する構造であること。
㈠　防火構造であること。
㈡　当該外壁（天井裏（直下の天井が⑸に定める構造であるものに限る。⑶において同じ。）又は

床下にある部分を除く。）の屋内側の部分に次のイからハまでのいずれかに該当する防火被覆
を設けた構造であること。

イ　厚さが 12㎜以上のせっこうボード
ロ　厚さが 5.5㎜以上の難燃合板又は厚さが９㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上の

せっこうボードを張ったもの
ハ　厚さが７㎜以上のせっこうラスボードの上に厚さが８㎜以上のせっこうプラスターを塗った

もの
㈢　防火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下第４において「取合い

等の部分」という。）が、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられていることその他の
外壁の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造であること。

ⅱ　隣地境界線等又は道路中心線に面する外壁にあっては、その開口部（防火上有効な公園、広場、
川その他の空地又は水面、耐火構造の壁その他これらに類するものに面するものを除く。以下同
じ。）で、当該隣地境界線等又は道路中心線からの水平距離が５ｍ以下のものについて、当該開
口部の面積が、当該隣地境界線等又は道路中心 線からの水平距離に応じて次に定める基準に適合
するものであること。

㈠　張り間方向又は桁行方向と直交し、かつ、当該建築物に面する平面（以下この㈠及び㈡におい
て「基準面」という。）のそれぞれについて、各開口部の当該基準面への張り間方向又は桁行
方向の投影面積（単位　㎡）（以下この㈠において「投影面積」という。）を当該開口部に面す
る隣地境界線等又は道路中心線から当該開口部までの水平距離の区分に応じて次の表に掲げる
数値で除して得た数値を合計したものが１を超えないものであること。この場合において、法
第２条第九号の二ロに規定する防火設備で、令第 112 条第 19 項第一号イ及びニに掲げる要件
を満たすもの又ははめごろし戸であるものを設けた開口部以外の開口部の投影面積は、当該投
影面積の 1.5 倍であるものとみなす。
隣地境界線等又は道路中心線からの水平距離（単位　ｍ） 投影面積を除する数値

１以下 ９

１を超え、２以下 16

２を超え、３以下 25

３を超え、４以下 36

４を超え、５以下 49

㈡　外壁面の基準面への張り間方向又は桁行方向の投影長さが 10 ｍを超える場合においては、㈠
の数値の合計は当該基準面の長さ 10 ｍ以内ごとに区分された部分について算定する。この場
合において、㈠の表の数値に当該区分された部分の長さのｍの数値を 10 で除した数値を乗じ
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一　主要構造部は、準耐火構造又は令第 109 条の３第一号若しくは第二号に掲げる基準に適合する構造とす
ること。

二　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備とすること。

第４　令第 136 条の２第二号ロに掲げる基準に適合する建築物の部分及び外壁開口部設備の構造方法は、次の
各号に掲げる建築物の区分に応じ、それぞれ当該各号に定めるものとする。

一　準防火地域内にある建築物のうち地階を除く階数が３で延べ面積が 500㎡以下のもの（第三号に掲げる
建築物で同号に定める構造方法を用いるものを除く。）　　次のイ又はロのいずれかに掲げる構造方法

イ　次に掲げる構造とすること。
⑴　外壁は、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
ⅰ　準耐火構造又は次に掲げる基準に適合する構造であること。
㈠　防火構造であること。
㈡　当該外壁（天井裏（直下の天井が⑸に定める構造であるものに限る。⑶において同じ。）又は

床下にある部分を除く。）の屋内側の部分に次のイからハまでのいずれかに該当する防火被覆
を設けた構造であること。

イ　厚さが 12㎜以上のせっこうボード
ロ　厚さが 5.5㎜以上の難燃合板又は厚さが９㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上の

せっこうボードを張ったもの
ハ　厚さが７㎜以上のせっこうラスボードの上に厚さが８㎜以上のせっこうプラスターを塗った

もの
㈢　防火被覆の取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下第４において「取合い

等の部分」という。）が、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられていることその他の
外壁の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造であること。

ⅱ　隣地境界線等又は道路中心線に面する外壁にあっては、その開口部（防火上有効な公園、広場、
川その他の空地又は水面、耐火構造の壁その他これらに類するものに面するものを除く。以下同
じ。）で、当該隣地境界線等又は道路中心線からの水平距離が５ｍ以下のものについて、当該開
口部の面積が、当該隣地境界線等又は道路中心 線からの水平距離に応じて次に定める基準に適合
するものであること。

㈠　張り間方向又は桁行方向と直交し、かつ、当該建築物に面する平面（以下この㈠及び㈡におい
て「基準面」という。）のそれぞれについて、各開口部の当該基準面への張り間方向又は桁行
方向の投影面積（単位　㎡）（以下この㈠において「投影面積」という。）を当該開口部に面す
る隣地境界線等又は道路中心線から当該開口部までの水平距離の区分に応じて次の表に掲げる
数値で除して得た数値を合計したものが１を超えないものであること。この場合において、法
第２条第九号の二ロに規定する防火設備で、令第 112 条第 19 項第一号イ及びニに掲げる要件
を満たすもの又ははめごろし戸であるものを設けた開口部以外の開口部の投影面積は、当該投
影面積の 1.5 倍であるものとみなす。
隣地境界線等又は道路中心線からの水平距離（単位　ｍ） 投影面積を除する数値

１以下 ９

１を超え、２以下 16

２を超え、３以下 25

３を超え、４以下 36

４を超え、５以下 49

㈡　外壁面の基準面への張り間方向又は桁行方向の投影長さが 10 ｍを超える場合においては、㈠
の数値の合計は当該基準面の長さ 10 ｍ以内ごとに区分された部分について算定する。この場
合において、㈠の表の数値に当該区分された部分の長さのｍの数値を 10 で除した数値を乗じ
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防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件

て得た数値を同表の数値とする 。
㈢　道路の幅員又は当該建築物と同一敷地内の他の建築物の外壁との水平距離（以下この㈢におい

て「道路の幅員等」という。）が６ｍを超える場合においては、㈠の適用に当たっては、道路
中心線又は当該建築物と同一敷地内の他の建築物との外壁間の中心線（以下この㈢において「道
路中心線等」という。）からの水平距離に道路の幅員等の　 を加えたもののｍの数値から３を
減じたものを道路中心線等からの水平距離のｍの数値とみなす。

⑵　構造耐力上主要な部分に枠組壁工法を用いた建築物（平成 13 年国土交通省告示第 1540 号第１から
第 12 までに規定する技術的基準に適合する建築物をいう。⑸において同じ。）の耐力壁は、準耐火
構造又は⑶ⅱ㈠イ及びロに掲げる基準に適合する構造とすること。

⑶　主要構造部である柱及びはりは、準耐火構造又は次に掲げる基準に適合する構造とすること。
ⅰ　全部又は一部に木材を用いたものであること。
ⅱ　次の㈠から㈣までのいずれかに該当するものを除き、その小径が 12㎝以上であること。
㈠　次に掲げる基準に適合する壁の内部にあるもの
イ　壁（準耐火構造であるもの及び天井裏又は床下にある部分を除く。）の屋内側の部分に⑴ⅰ

㈡イからハまでのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造であること。
ロ　防火被覆の取合い等の部分が、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられていることそ

の他の壁の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造であること。
㈡　⑷に規定する構造の床、準耐火構造の床又は令第 109 条の３第二号ハ若しくは第 115 条の２第

１項第四号に規定する構造の床の内部にあるもの
㈢　⑹に規定する構造の屋根の内部にあるもの
㈣　天井裏にあるもの

⑷　床（最下階の床を除く。）は、次のⅰに掲げる基準に適合する構造とすること。ただし、当該床の
直下の天井を次のⅱに掲げる基準に適合する構造とする場合においては、この限りでない。
ⅰ　令第 109 条の３第二号ハに規定する構造又は次に掲げる基準に適合する構造であること。
㈠　床の裏側の部分に次のイ又はロのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造であること。
イ　厚さが 12㎜以上のせっこうボード
ロ　厚さが 5.5㎜以上の難燃合板又は厚さが９㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上の

せっこうボード又は厚さが９㎜以上のロックウール吸音板を張ったもの
㈡　防火被覆の取合い等の部分が、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられていることその

他の床の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造であること。
ⅱ　令第 109 条の３第二号ハに規定する構造又は次に掲げる基準に適合する構造であること。
㈠　ⅰ㈠イ又はロのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造であること。
㈡　防火被覆の取合い等の部分が、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられていることその

他の天井裏の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造であること。
⑸　構造耐力上主要な部分に枠組壁工法を用いた建築物のトラス（小屋組に用いる場合に限る。）の直

下の天井は、⑷ⅱに掲げる基準に適合する構造とすること。
⑹　屋根は、次のⅰに掲げる基準に適合する構造とすること。ただし、当該屋根の直下の天井を次のⅱ

に掲げる基準に適合する構造とする場合は、この限りでない。
ⅰ　令第 109 条の３第一号に規定する構造又は次に掲げる基準に適合する構造であること。
㈠　屋根の屋内側の部分に次のイ又はロのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造であるこ

と。
イ　厚さが 12㎜以上のせっこうボードの上に厚さが９㎜以上のせっこうボード又は厚さが９㎜

以上のロックウール吸音板を張ったもの
ロ　厚さが９㎜以上のせっこうボードの上に厚さが 12㎜以上のせっこうボードを張ったもの
㈡　防火被覆の取合い等の部分が、当該取合い等の部分の裏面に当て木が設けられていることその

1
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他の屋根の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造であること。
ⅱ　次に掲げる基準に適合する構造であること。
㈠　ⅰ㈠イ又はロのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造であること。
㈡　⑷ⅱ㈡に規定する構造であること。

⑺　軒裏は、防火構造とすること。
⑻　３階の室の部分は、それ以外の部分と間仕切壁又は戸（ふすま、障子その他これらに類するものを
除く。）で区画すること。

⑼　外壁開口部設備は、20 分間防火設備とすること。ただし、隣地境界線等に面する外壁の開口部で、
当該隣地境界線等からの水平距離が１ｍ以下のもの（換気孔又は居室以外の室（かまど、こんろそ
の他火を使用する設備又は器具を設けたものを除く。）に設ける換気のための窓で、開口面積が各々
0.2㎡以内のものを除く。）に設ける外壁開口部設備にあっては、法第２条第九号の二ロに規定する
防火設備で、昭和 48 年建設省告示第 2563 号第３若しくは第４に規定する構造方法を用いるもの又
ははめごろし戸であるものとすることとする。

ロ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

二　延べ面積が 50㎡以内の平家建ての附属建築物　　次のイ又はロのいずれかに掲げる構造方法
イ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　外壁及び軒裏は、防火構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、20 分間防火設備であること。
ロ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

三　卸売市場の上家、機械製作工場その他これらと同等以上に火災の発生のおそれが少ない用途に供する建
築物　　次のイ又はロに掲げる構造方法
イ　第２第１項第二号イ及びロに掲げる構造方法
ロ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

四　前三号に掲げる建築物以外の建築物　　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

第５　令第 136 条の２第三号イに掲げる基準に適合する建築物の部分及び外壁開口部設備の構造方法は、次の
各号のいずれかに定めるものとする。
一　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　外壁及び軒裏で延焼のおそれのある部分は、防火構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、20 分間防火設備であること。
二　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

第６　令第 136 条の２第四号イに掲げる基準に適合する外壁開口部設備の構造方法は、20 分間防火設備とす
ることとする。
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410 建築基準法関係告示［法 61条関係］

防火地域又は準防火地域内の建築物の部分及び防火設備の構造方法を定める件

他の屋根の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造であること。
ⅱ　次に掲げる基準に適合する構造であること。
㈠　ⅰ㈠イ又はロのいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造であること。
㈡　⑷ⅱ㈡に規定する構造であること。

⑺　軒裏は、防火構造とすること。
⑻　３階の室の部分は、それ以外の部分と間仕切壁又は戸（ふすま、障子その他これらに類するものを
除く。）で区画すること。

⑼　外壁開口部設備は、20 分間防火設備とすること。ただし、隣地境界線等に面する外壁の開口部で、
当該隣地境界線等からの水平距離が１ｍ以下のもの（換気孔又は居室以外の室（かまど、こんろそ
の他火を使用する設備又は器具を設けたものを除く。）に設ける換気のための窓で、開口面積が各々
0.2㎡以内のものを除く。）に設ける外壁開口部設備にあっては、法第２条第九号の二ロに規定する
防火設備で、昭和 48 年建設省告示第 2563 号第３若しくは第４に規定する構造方法を用いるもの又
ははめごろし戸であるものとすることとする。

ロ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

二　延べ面積が 50㎡以内の平家建ての附属建築物　　次のイ又はロのいずれかに掲げる構造方法
イ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　外壁及び軒裏は、防火構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、20 分間防火設備であること。

ロ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

三　卸売市場の上家、機械製作工場その他これらと同等以上に火災の発生のおそれが少ない用途に供する建
築物　　次のイ又はロに掲げる構造方法

イ　第２第１項第二号イ及びロに掲げる構造方法
ロ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

四　前三号に掲げる建築物以外の建築物　　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

第５　令第 136 条の２第三号イに掲げる基準に適合する建築物の部分及び外壁開口部設備の構造方法は、次の
各号のいずれかに定めるものとする。

一　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　外壁及び軒裏で延焼のおそれのある部分は、防火構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、20 分間防火設備であること。

二　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

第６　令第 136 条の２第四号イに掲げる基準に適合する外壁開口部設備の構造方法は、20 分間防火設備とす
ることとする。
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当該隣地境界線等からの水平距離が１ｍ以下のもの（換気孔又は居室以外の室（かまど、こんろそ
の他火を使用する設備又は器具を設けたものを除く。）に設ける換気のための窓で、開口面積が各々
0.2㎡以内のものを除く。）に設ける外壁開口部設備にあっては、法第２条第九号の二ロに規定する
防火設備で、昭和 48 年建設省告示第 2563 号第３若しくは第４に規定する構造方法を用いるもの又
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⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

二　延べ面積が 50㎡以内の平家建ての附属建築物　　次のイ又はロのいずれかに掲げる構造方法
イ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　外壁及び軒裏は、防火構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、20 分間防火設備であること。
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⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

三　卸売市場の上家、機械製作工場その他これらと同等以上に火災の発生のおそれが少ない用途に供する建
築物　　次のイ又はロに掲げる構造方法

イ　第２第１項第二号イ及びロに掲げる構造方法
ロ　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
⑵　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

四　前三号に掲げる建築物以外の建築物　　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

第５　令第 136 条の２第三号イに掲げる基準に適合する建築物の部分及び外壁開口部設備の構造方法は、次の
各号のいずれかに定めるものとする。

一　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　外壁及び軒裏で延焼のおそれのある部分は、防火構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、20 分間防火設備であること。

二　次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　主要構造部は、令第 108 条の３第１項第一号又は第二号に該当する構造であること。
ロ　外壁開口部設備は、法第２条第九号の二ロに規定する防火設備であること。

第６　令第 136 条の２第四号イに掲げる基準に適合する外壁開口部設備の構造方法は、20 分間防火設備とす
ることとする。

411建築基準法関係告示［令１条五号関係］
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準不燃材料を定める件

第７　令第 136 条の２第五号に掲げる基準に適合する門又は塀（準防火地域内にある木造建築物等に附属する
ものにあっては、当該門又は塀が建築物の１階であるとした場合に延焼のおそれのある部分に限る。）の
構造方法は、門にあっては第一号、塀にあっては第二号に定めるものとする。
一　次に掲げる構造方法
イ　不燃材料で造り、又は覆うこと。
ロ　道に面する部分を厚さ 24㎜以上の木材で造ること。
二　次に掲げる構造方法
イ　不燃材料で造り、又は覆うこと。
ロ　厚さ 24㎜以上の木材で造ること。
ハ　土塗真壁造で塗厚さが 30㎜以上のもの（表面に木材を張ったものを含む。）とすること。

第８　第１第二号、第３第二号及び第４第四号ロの規定は、準防火地域内にある建築物で法第 86 条の４各号
のいずれかに該当するものの外壁開口部設備には適用しない。

２　第２第１項第二号ロ、第４第一号イ (10) 及びロ⑵、第二号イ⑵及びロ⑵並びに第三号ロ⑵、第５第一号ロ
及び第二号ロ並びに第６の規定は、法第 86 条の４各号のいずれかに該当する建築物の外壁開口部設備に
は適用しない。

［令１条五号関係］
準不燃材料を定める件

平成 12 年５月 30 日建設省告示 1401 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１条第五号の規定に基づき、準不燃材料を次のように定める。

第１　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 10 分間建築基準法施行令（以下「令」という。）
第 108 条の２各号に掲げる要件を満たしている建築材料は、次に定めるものとする。
一　不燃材料のうち通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 20 分間令第 108 条の２各号に
掲げる要件を満たしているもの

二　厚さが９㎜以上のせっこうボード（ボード用原紙の厚さが 0.6㎜以下のものに限る。）
三　厚さが 15㎜以上の木毛セメント板
四　厚さが９㎜以上の硬質木片セメント板（かさ比重が 0.9 以上のものに限る。）
五　厚さが 30㎜以上の木片セメント板（かさ比重が 0.5 以上のものに限る。）
六　厚さが６㎜以上のパルプセメント板

第２　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 10 分間令第 108 条の２第一号及び第二号に掲
げる要件を満たしている建築材料は、次に定めるものとする。
一　不燃材料
二　第１第二号から第六号までに定めるもの
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412 建築基準法関係告示［令１条六号関係］

難燃材料を定める件

［令１条六号関係］
難燃材料を定める件

平成 12 年５月 30 日建設省告示 1402 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１条第六号の規定に基づき、難燃材料を次のように定める。

第１　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後５分間建築基準法施行令（以下「令」という。）
第 108 条の２各号に掲げる要件を満たしている建築材料は、次に定めるものとする。
一　準不燃材料のうち通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 10 分間令第 108 条の２各号
に掲げる要件を満たしているもの

二　難燃合板で厚さが 5.5㎜以上のもの
三　厚さが７㎜以上のせっこうボード（ボード用原紙の厚さが 0.5㎜以下のものに限る。）

第２　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後５分間令第 108 条の２第一号及び第二号に掲げ
る要件を満たしている建築材料は、次に定めるものとする。
一　準不燃材料
二　第１第二号及び第三号に定めるもの

［令16条１項、３項一号、二号関係］
定期報告を要しない通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるお
それの少ない建築物等を定める件

平成 28 年１月 21 日国土交通省告示 240 号
最終改正：令和元年６月 21 日国土交通省告示第 200 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 16 条第１項の規定に基づき、定期報告を要しない通常の火災時にお
いて避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない建築物を第１に、同条第３項第一号の規定に基づき、定期報告
を要しない人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ない昇降機を第２に、及び同項第二号の
規定に基づき、定期報告を要しない通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない防火設備
を第３に定める。

第１　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 16 条第１項に規定する通常の火災時において避難上著しい
支障が生ずるおそれの少ない建築物は、次に掲げるもの（避難階以外の階を建築基準法（昭和25年法律第201号。
以下「法」という。）別表第１い欄⑴項から⑷項までに掲げる用途に供しないものを除く。）以外のものと
する。
一　地階又は３階以上の階を法別表第１い欄⑴項に掲げる用途（屋外観覧場を除く。）に供する建築物（地
階及び３階以上の階における当該用途に供する部分の床面積の合計がそれぞれ 100㎡以下のもの（以下
「特定規模建築物」という。）を除く。）及び当該用途に供する部分（客席の部分に限る。）の床面積の合
計が 200㎡以上の建築物

二　劇場、映画館又は演芸場の用途に供する建築物で、主階が１階にないもの
三　地階又は３階以上の階を病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。第３第二号において同じ。）、
ホテル又は旅館の用途に供する建築物（特定規模建築物を除く。）及び当該用途に供する２階の部分（病
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難燃材料を定める件
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「特定規模建築物」という。）を除く。）及び当該用途に供する部分（客席の部分に限る。）の床面積の合
計が 200㎡以上の建築物

二　劇場、映画館又は演芸場の用途に供する建築物で、主階が１階にないもの
三　地階又は３階以上の階を病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。第３第二号において同じ。）、
ホテル又は旅館の用途に供する建築物（特定規模建築物を除く。）及び当該用途に供する２階の部分（病

412 建築基準法関係告示［令１条六号関係］

難燃材料を定める件

［令１条六号関係］
難燃材料を定める件

平成 12 年５月 30 日建設省告示 1402 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第１条第六号の規定に基づき、難燃材料を次のように定める。

第１　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後５分間建築基準法施行令（以下「令」という。）
第 108 条の２各号に掲げる要件を満たしている建築材料は、次に定めるものとする。

一　準不燃材料のうち通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後 10 分間令第 108 条の２各号
に掲げる要件を満たしているもの

二　難燃合板で厚さが 5.5㎜以上のもの
三　厚さが７㎜以上のせっこうボード（ボード用原紙の厚さが 0.5㎜以下のものに限る。）

第２　通常の火災による火熱が加えられた場合に、加熱開始後５分間令第 108 条の２第一号及び第二号に掲げ
る要件を満たしている建築材料は、次に定めるものとする。

一　準不燃材料
二　第１第二号及び第三号に定めるもの

［令16条１項、３項一号、二号関係］
定期報告を要しない通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるお
それの少ない建築物等を定める件

平成 28 年１月 21 日国土交通省告示 240 号
最終改正：令和元年６月 21 日国土交通省告示第 200 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 16 条第１項の規定に基づき、定期報告を要しない通常の火災時にお
いて避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない建築物を第１に、同条第３項第一号の規定に基づき、定期報告
を要しない人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ない昇降機を第２に、及び同項第二号の
規定に基づき、定期報告を要しない通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない防火設備
を第３に定める。

第１　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 16 条第１項に規定する通常の火災時において避難上著しい
支障が生ずるおそれの少ない建築物は、次に掲げるもの（避難階以外の階を建築基準法（昭和25年法律第201号。
以下「法」という。）別表第１い欄⑴項から⑷項までに掲げる用途に供しないものを除く。）以外のものと
する。

一　地階又は３階以上の階を法別表第１い欄⑴項に掲げる用途（屋外観覧場を除く。）に供する建築物（地
階及び３階以上の階における当該用途に供する部分の床面積の合計がそれぞれ 100㎡以下のもの（以下
「特定規模建築物」という。）を除く。）及び当該用途に供する部分（客席の部分に限る。）の床面積の合
計が 200㎡以上の建築物

二　劇場、映画館又は演芸場の用途に供する建築物で、主階が１階にないもの
三　地階又は３階以上の階を病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。第３第二号において同じ。）、
ホテル又は旅館の用途に供する建築物（特定規模建築物を除く。）及び当該用途に供する２階の部分（病

413建築基準法関係告示［令 16条１項、３項一号、二号関係］
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定期報告を要しない通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない建築物等を定める件

院又は診療所にあっては、その部分に患者の収容施設がある場合に限る。）の床面積の合計が 300㎡以
上の建築物

四　地階又は３階以上の階を次項に規定する高齢者、障害者等の就寝の用に供する用途に供する建築物（特
定規模建築物を除く。）及び当該用途に供する２階の部分の床面積の合計が 300㎡以上の建築物

五　３階以上の階を法別表第１い欄⑶項に掲げる用途（学校又は学校に附属する体育館その他これに類する
用途を除く。）に供する建築物（特定規模建築物を除く。）及び当該用途に供する部分の床面積の合計が
2,000㎡以上の建築物

六　地階又は３階以上の階を法別表第１い欄⑷項に掲げる用途に供する建築物（特定規模建築物を除く。）、
当該用途に供する部分の床面積の合計が 3000㎡以上の建築物及び当該用途に供する２階の部分の床面
積の合計が 500㎡以上の建築物

２　高齢者、障害者等の就寝の用に供する用途は、次に掲げるものとする。
一　共同住宅及び寄宿舎（サービス付き高齢者向け住宅又は老人福祉法（昭和38年法律第133号）第５条の２第６項

に規定する認知症対応型老人共同生活援助事業若しくは障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援
するための法律（平成17年法律第123号）第５条第 17 項に規定する共同生活援助を行う事業の用に供するもの
に限る。）

二　助産施設、乳児院及び障害児入所施設
三　助産所
四　盲導犬訓練施設
五　救護施設及び更生施設
六　老人短期入所施設その他これに類するもの
七　養護老人ホーム、特別養護老人ホーム及び軽費老人ホーム並びに有料老人ホーム
八　母子保健施設
九　障害者支援施設、福祉ホーム及び障害福祉サービス事業（自立訓練又は就労移行支援を行う事業に限る。）
の用に供する施設（利用者の就寝の用に供するものに限る。）

第２　令第 16 条第３項第一号に規定する人が危害を受けるおそれのある事故が発生するおそれの少ない昇降
機は、次に掲げるものとする。
一　籠が住戸内のみを昇降するもの
二　労働安全衛生法施行令（昭和47年政令第318号）第 12 条第１項第六号に規定するエレベーター
三　小荷物専用昇降機で、昇降路の全ての出し入れ口の下端が当該出し入れ口が設けられる室の床面よりも
50㎝以上高いもの

第３　令第 16 条第３項第二号に規定する通常の火災時において避難上著しい支障が生ずるおそれの少ない防
火設備は、次に掲げる建築物に設ける随時閉鎖又は作動をできるもの（防火ダンパーを除く。）以外のも
のとする。
一　第１第１項各号に掲げる建築物（避難階以外の階を法別表第１い欄⑴項から⑷項までに掲げる用途に供
しないものを除く。）

二　病院、診療所又は第１第２項に規定する高齢者、障害者等の就寝の用に供する用途に供する部分の床面
積の合計が 200㎡を超える建築物



414 建築基準法関係告示［令 92条の２、94 条、96 条関係］

高力ボルトの基準張力、引張接合部の引張りの許容応力度及び材料強度の基準強度を定める件

［令92条の２、94条、96条関係］
高力ボルトの基準張力、引張接合部の引張りの許容応力度及び材料強度
の基準強度を定める件

平成 12 年 12 月 26 日建設省告示 2466 号
最終改正：令和元年６月 25 日国土交通省告示第 203 号

建築基準施行令（昭和25年政令第338号）第 92 条の２、第 94 条及び第 96 条の規定に基づき、高力ボルトの基準張力、
高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度及び高力ボルトの材料強度の基準強度をそれぞれ次のように定め
る。

第１　高力ボルトの基準張力
一　高力ボルトの基準張力は、次号に定めるもののほか、次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 高力ボルトの基準張力
（単位　Ｎ/㎟）高力ボルトの種類 高力ボルトの締付ボルト張力（単位　Ｎ/㎟）

⑴ １種 400以上 400

⑵ ２種 500以上 500

⑶ ３種 535以上 535

この表において、１種、２種及び３種は、日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ｂ1186（摩擦接合用高力六角ボル
ト・六角ナット・平座金のセット）―1995に定める１種、２種及び３種の摩擦接合用高力ボルト、ナット及び座金
の組合せを表すものとする。

二　建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力
ボルトの基準張力は、その品質に応じてそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。

第２　高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度
一　高力ボルト引張接合部の高力ボルトの軸断面に対する引張りの許容応力度は、次号に定めるもののほか、
次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 長期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度（単位　Ｎ/㎟）

短期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度（単位　Ｎ/㎟）

第１の表中⑴項に掲げるもの 250
長期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度の数値の1.5倍とする第１の表中⑵項に掲げるもの 310

第１の表中⑶項に掲げるもの 330

二　法第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度は、その
品質に応じてそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。

第３　高力ボルトの材料強度の基準強度
一　高力ボルトの材料強度の基準強度は、次号に定めるもののほか、次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 基準強度（単位　Ｎ/㎟）

Ｆ８Ｔ 640

Ｆ10Ｔ 900

Ｆ11Ｔ 950

この表において、Ｆ８Ｔ、Ｆ10Ｔ及びＦ11Ｔは、ＪＩＳ　Ｂ1186（摩擦接合用高力六角ボルト・六角ナット・平
座金のセット）―1995に定めるＦ８Ｔ、Ｆ10Ｔ及びＦ11Ｔの高力ボルトを表すものとする。

二　法第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力ボルトの材料強度の基準強度は、その品質に応じ
てそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。
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414 建築基準法関係告示［令 92条の２、94 条、96 条関係］

高力ボルトの基準張力、引張接合部の引張りの許容応力度及び材料強度の基準強度を定める件

［令92条の２、94条、96条関係］
高力ボルトの基準張力、引張接合部の引張りの許容応力度及び材料強度
の基準強度を定める件

平成 12 年 12 月 26 日建設省告示 2466 号
最終改正：令和元年６月 25 日国土交通省告示第 203 号

建築基準施行令（昭和25年政令第338号）第 92 条の２、第 94 条及び第 96 条の規定に基づき、高力ボルトの基準張力、
高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度及び高力ボルトの材料強度の基準強度をそれぞれ次のように定め
る。

第１　高力ボルトの基準張力
一　高力ボルトの基準張力は、次号に定めるもののほか、次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 高力ボルトの基準張力
（単位　Ｎ/㎟）高力ボルトの種類 高力ボルトの締付ボルト張力（単位　Ｎ/㎟）

⑴ １種 400以上 400

⑵ ２種 500以上 500

⑶ ３種 535以上 535

この表において、１種、２種及び３種は、日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ｂ1186（摩擦接合用高力六角ボル
ト・六角ナット・平座金のセット）―1995に定める１種、２種及び３種の摩擦接合用高力ボルト、ナット及び座金
の組合せを表すものとする。

二　建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力
ボルトの基準張力は、その品質に応じてそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。

第２　高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度
一　高力ボルト引張接合部の高力ボルトの軸断面に対する引張りの許容応力度は、次号に定めるもののほか、
次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 長期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度（単位　Ｎ/㎟）

短期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度（単位　Ｎ/㎟）

第１の表中⑴項に掲げるもの 250
長期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度の数値の1.5倍とする第１の表中⑵項に掲げるもの 310

第１の表中⑶項に掲げるもの 330

二　法第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度は、その
品質に応じてそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。

第３　高力ボルトの材料強度の基準強度
一　高力ボルトの材料強度の基準強度は、次号に定めるもののほか、次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 基準強度（単位　Ｎ/㎟）

Ｆ８Ｔ 640

Ｆ10Ｔ 900

Ｆ11Ｔ 950

この表において、Ｆ８Ｔ、Ｆ10Ｔ及びＦ11Ｔは、ＪＩＳ　Ｂ1186（摩擦接合用高力六角ボルト・六角ナット・平
座金のセット）―1995に定めるＦ８Ｔ、Ｆ10Ｔ及びＦ11Ｔの高力ボルトを表すものとする。

二　法第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力ボルトの材料強度の基準強度は、その品質に応じ
てそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。

414 建築基準法関係告示［令 92条の２、94 条、96 条関係］

高力ボルトの基準張力、引張接合部の引張りの許容応力度及び材料強度の基準強度を定める件

［令92条の２、94条、96条関係］
高力ボルトの基準張力、引張接合部の引張りの許容応力度及び材料強度
の基準強度を定める件

平成 12 年 12 月 26 日建設省告示 2466 号
最終改正：令和元年６月 25 日国土交通省告示第 203 号

建築基準施行令（昭和25年政令第338号）第 92 条の２、第 94 条及び第 96 条の規定に基づき、高力ボルトの基準張力、
高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度及び高力ボルトの材料強度の基準強度をそれぞれ次のように定め
る。

第１　高力ボルトの基準張力
一　高力ボルトの基準張力は、次号に定めるもののほか、次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 高力ボルトの基準張力
（単位　Ｎ/㎟）高力ボルトの種類 高力ボルトの締付ボルト張力（単位　Ｎ/㎟）

⑴ １種 400以上 400

⑵ ２種 500以上 500

⑶ ３種 535以上 535

この表において、１種、２種及び３種は、日本産業規格（以下「ＪＩＳ」という。）Ｂ1186（摩擦接合用高力六角ボル
ト・六角ナット・平座金のセット）―1995に定める１種、２種及び３種の摩擦接合用高力ボルト、ナット及び座金
の組合せを表すものとする。

二　建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力
ボルトの基準張力は、その品質に応じてそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。

第２　高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度
一　高力ボルト引張接合部の高力ボルトの軸断面に対する引張りの許容応力度は、次号に定めるもののほか、
次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 長期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度（単位　Ｎ/㎟）

短期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度（単位　Ｎ/㎟）

第１の表中⑴項に掲げるもの 250
長期に生ずる力に対する引張りの
許容応力度の数値の1.5倍とする第１の表中⑵項に掲げるもの 310

第１の表中⑶項に掲げるもの 330

二　法第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力ボルト引張接合部の引張りの許容応力度は、その
品質に応じてそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。

第３　高力ボルトの材料強度の基準強度
一　高力ボルトの材料強度の基準強度は、次号に定めるもののほか、次の表の数値とする。

高力ボルトの品質 基準強度（単位　Ｎ/㎟）

Ｆ８Ｔ 640

Ｆ10Ｔ 900

Ｆ11Ｔ 950

この表において、Ｆ８Ｔ、Ｆ10Ｔ及びＦ11Ｔは、ＪＩＳ　Ｂ1186（摩擦接合用高力六角ボルト・六角ナット・平
座金のセット）―1995に定めるＦ８Ｔ、Ｆ10Ｔ及びＦ11Ｔの高力ボルトを表すものとする。

二　法第 37 条第二号の国土交通大臣の認定を受けた高力ボルトの材料強度の基準強度は、その品質に応じ
てそれぞれ国土交通大臣が指定した数値とする。

415建築基準法関係告示［令 111 条１項関係］
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主要構造部を耐火構造等とすることを要しない避難上支障がない居室の基準を定める件

［令111条１項関係］
主要構造部を耐火構造等とすることを要しない避難上支障がない居室の
基準を定める件

令和２年３月６日国土交通省告示 249 号
最終改正：令和５年３月 20 日国土交通省告示第 207 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 111 条第１項の規定に基づき、主要構造部を耐火構造等とすることを
要しない避難上支障がない居室の基準を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 111 条第１項に規定する避難上支障がない居室の基準は、次の
各号のいずれかに掲げるものとする。

一　次のイからハまでのいずれか及び第二号ヘに該当すること。
イ　床面積が 30㎡以内の居室（寝室、宿直室その他の人の就寝の用に供するものを除く。以下この号に
おいて同じ。）であること。

ロ　避難階の居室で、当該居室の各部分から当該階における屋外への出口の一に至る歩行距離が 30 ｍ以
下のものであること。

ハ　避難階の直上階又は直下階の居室で、当該居室の各部分から避難階における屋外への出口又は令第
123 条第２項に規定する屋外に設ける避難階段に通ずる出入口の一に至る歩行距離が 20 ｍ以下のも
のであること。

二　次のいずれにも該当するものであること。
イ　次の⑴又は⑵のいずれかに該当すること。
⑴　居室（寝室、宿直室その他の人の就寝の用に供するもの、病院、診療所（患者の収容施設があるも
のに限る。）若しくは児童福祉施設等（令第 115 条の３第一号に規定する児童福祉施設等をいい、
通所のみにより利用されるものを除く。）の用に供するもの及び地階に存するものを除く。以下同
じ。）から令第 120 条の規定による直通階段（以下単に「直通階段」という。）に通ずる廊下等（廊
下その他の避難の用に供する建築物の部分をいう。以下同じ。）が、不燃材料で造り、又は覆われ
た壁又は戸（ふすま、障子その他これらに類するものを除く。以下同じ。）で令第 112 条第 19 項第
二号に規定する構造であるもので区画されたものであること。

⑵　当該居室から直通階段に通ずる廊下等が、スプリンクラー設備（水源として、水道の用に供する水
管を当該スプリンクラー設備に連結したものを除く。）、水噴霧消火設備、泡消火設備その他これら
に類するもので自動式のもの（以下「スプリンクラー設備等」という。）を設けた室以外の室（令
第 128 条の６第２項に規定する火災の発生のおそれの少ない室（以下単に「火災の発生のおそれの
少ない室」という。）を除く。）に面しないものであり、かつ、火災の発生のおそれの少ない室に該
当する場合を除き、スプリンクラー設備等を設けたものであること。

ロ　直通階段が、次のいずれかに該当すること。
⑴　直通階段の階段室が、その他の部分と準耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法（昭和25年法律第201号。
以下「法」という。）第２条第九号の二ロに規定する防火設備で令第 112 条第 19 項第二号に規定す
る構造であるもので区画されたものであること。

⑵　直通階段が屋外に設けられ、かつ、屋内から当該直通階段に通ずる出入口に⑴に規定する防火設備
を設けたものであること。

ハ　避難階における階段から屋外への出口に通ずる廊下等（火災の発生のおそれの少ない室に該当するも
のに限る。ただし、当該廊下等にスプリンクラー設備等を設けた場合においては、この限りでない。）
が、準耐火構造の床若しくは壁又は法第２条第九号の二ロに規定する防火設備で令第 112 条第 19 項
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１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

第二号に規定する構造であるもので区画されたものであること。
ニ　居室から直通階段に通ずる廊下等が、火災の発生のおそれの少ない室に該当すること。ただし、不燃
材料で造り、又は覆われた壁又は戸で令第 112 条第 19 項第二号に規定する構造であるもので区画さ
れた居室に該当する場合において、次の⑴から⑶までに定めるところにより、当該居室で火災が発生
した場合においても当該居室からの避難が安全に行われることを火災により生じた煙又はガスの高さ
に基づき検証する方法により確かめられたときは、この限りでない。
⑴　当該居室に存する者（当該居室を通らなければ避難することができない者を含む。）の全てが当該
居室において火災が発生してから当該居室からの避難を終了するまでの時間を、令和３年国土交通
省告示第 475 号第一号イ及びロに掲げる式に基づき計算した時間を合計することにより計算するこ
と。

⑵　⑴の規定によって計算した時間が経過したときにおける当該居室において発生した火災により生じ
た煙又はガスの高さを、令和３年国土交通省告示第 475 号第二号に掲げる式に基づき計算すること。

⑶　⑵の規定によって計算した高さが、1.8 ｍを下回らないことを確かめること。
ホ　居室及び当該居室から地上に通ずる廊下等（採光上有効に直接外気に開放された部分を除く。）が、
令第 126 条の５に規定する構造の非常用の照明装置を設けたものであること。

ヘ　令第 110 条の５に規定する基準に従って警報設備（自動火災報知設備に限る。）を設けた建築物の居
室であること。

［令112条２項関係］
１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

令和元年６月 21 日国土交通省告示 195 号
最終改正：令和５年３月 20 日国土交通省告示第 207 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 112 条第２項の規定に基づき、１時間準耐火基準に適合する主要構造
部の構造方法を定める件を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 112 条第２項に規定する１時間準耐火基準に適合する主要構造
部の構造方法は次のとおりとする。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第一号ハ及びニ並びに第三号ハ及びニに定める構造方法にあっては、
取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」という。）を、当該取合
い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することが
できる構造とするものに限る。）とする。
一　令第 112 条第２項第一号及び第二号に定める基準に適合する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあって
は、次に定めるものとする。
イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造（通常火災終了時間が１時間以上である建築物の主要構造部（建築基準法（昭和25年法

律第201号。以下「法」という。）第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による
認定を受けたものに限る。）又は特定避難時間が１時間以上である建築物の主要構造部（法第 27 条第
１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法
をいう。以下同じ。）とすること。

ハ　間柱及び下地を木材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次の⑴から⑺までのいずれかに該当する防火
被覆が設けられたものとすること。
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１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

第二号に規定する構造であるもので区画されたものであること。
ニ　居室から直通階段に通ずる廊下等が、火災の発生のおそれの少ない室に該当すること。ただし、不燃
材料で造り、又は覆われた壁又は戸で令第 112 条第 19 項第二号に規定する構造であるもので区画さ
れた居室に該当する場合において、次の⑴から⑶までに定めるところにより、当該居室で火災が発生
した場合においても当該居室からの避難が安全に行われることを火災により生じた煙又はガスの高さ
に基づき検証する方法により確かめられたときは、この限りでない。

⑴　当該居室に存する者（当該居室を通らなければ避難することができない者を含む。）の全てが当該
居室において火災が発生してから当該居室からの避難を終了するまでの時間を、令和３年国土交通
省告示第 475 号第一号イ及びロに掲げる式に基づき計算した時間を合計することにより計算するこ
と。

⑵　⑴の規定によって計算した時間が経過したときにおける当該居室において発生した火災により生じ
た煙又はガスの高さを、令和３年国土交通省告示第 475 号第二号に掲げる式に基づき計算すること。

⑶　⑵の規定によって計算した高さが、1.8 ｍを下回らないことを確かめること。
ホ　居室及び当該居室から地上に通ずる廊下等（採光上有効に直接外気に開放された部分を除く。）が、
令第 126 条の５に規定する構造の非常用の照明装置を設けたものであること。

ヘ　令第 110 条の５に規定する基準に従って警報設備（自動火災報知設備に限る。）を設けた建築物の居
室であること。

［令112条２項関係］
１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

令和元年６月 21 日国土交通省告示 195 号
最終改正：令和５年３月 20 日国土交通省告示第 207 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 112 条第２項の規定に基づき、１時間準耐火基準に適合する主要構造
部の構造方法を定める件を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 112 条第２項に規定する１時間準耐火基準に適合する主要構造
部の構造方法は次のとおりとする。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第一号ハ及びニ並びに第三号ハ及びニに定める構造方法にあっては、
取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」という。）を、当該取合
い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することが
できる構造とするものに限る。）とする。

一　令第 112 条第２項第一号及び第二号に定める基準に適合する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあって
は、次に定めるものとする。

イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造（通常火災終了時間が１時間以上である建築物の主要構造部（建築基準法（昭和25年法

律第201号。以下「法」という。）第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による
認定を受けたものに限る。）又は特定避難時間が１時間以上である建築物の主要構造部（法第 27 条第
１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法
をいう。以下同じ。）とすること。

ハ　間柱及び下地を木材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次の⑴から⑺までのいずれかに該当する防火
被覆が設けられたものとすること。
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１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

第二号に規定する構造であるもので区画されたものであること。
ニ　居室から直通階段に通ずる廊下等が、火災の発生のおそれの少ない室に該当すること。ただし、不燃
材料で造り、又は覆われた壁又は戸で令第 112 条第 19 項第二号に規定する構造であるもので区画さ
れた居室に該当する場合において、次の⑴から⑶までに定めるところにより、当該居室で火災が発生
した場合においても当該居室からの避難が安全に行われることを火災により生じた煙又はガスの高さ
に基づき検証する方法により確かめられたときは、この限りでない。

⑴　当該居室に存する者（当該居室を通らなければ避難することができない者を含む。）の全てが当該
居室において火災が発生してから当該居室からの避難を終了するまでの時間を、令和３年国土交通
省告示第 475 号第一号イ及びロに掲げる式に基づき計算した時間を合計することにより計算するこ
と。

⑵　⑴の規定によって計算した時間が経過したときにおける当該居室において発生した火災により生じ
た煙又はガスの高さを、令和３年国土交通省告示第 475 号第二号に掲げる式に基づき計算すること。

⑶　⑵の規定によって計算した高さが、1.8 ｍを下回らないことを確かめること。
ホ　居室及び当該居室から地上に通ずる廊下等（採光上有効に直接外気に開放された部分を除く。）が、
令第 126 条の５に規定する構造の非常用の照明装置を設けたものであること。

ヘ　令第 110 条の５に規定する基準に従って警報設備（自動火災報知設備に限る。）を設けた建築物の居
室であること。

［令112条２項関係］
１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

令和元年６月 21 日国土交通省告示 195 号
最終改正：令和５年３月 20 日国土交通省告示第 207 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 112 条第２項の規定に基づき、１時間準耐火基準に適合する主要構造
部の構造方法を定める件を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 112 条第２項に規定する１時間準耐火基準に適合する主要構造
部の構造方法は次のとおりとする。

第１　壁の構造方法は、次に定めるもの（第一号ハ及びニ並びに第三号ハ及びニに定める構造方法にあっては、
取合いの部分、目地の部分その他これらに類する部分（以下「取合い等の部分」という。）を、当該取合
い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することが
できる構造とするものに限る。）とする。

一　令第 112 条第２項第一号及び第二号に定める基準に適合する耐力壁である間仕切壁の構造方法にあって
は、次に定めるものとする。

イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造（通常火災終了時間が１時間以上である建築物の主要構造部（建築基準法（昭和25年法

律第201号。以下「法」という。）第 21 条第１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による
認定を受けたものに限る。）又は特定避難時間が１時間以上である建築物の主要構造部（法第 27 条第
１項に規定する構造方法を用いるもの又は同項の規定による認定を受けたものに限る。）の構造方法
をいう。以下同じ。）とすること。

ハ　間柱及び下地を木材で造り、かつ、その両側にそれぞれ次の⑴から⑺までのいずれかに該当する防火
被覆が設けられたものとすること。
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１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

⑴　平成 12 年建設省告示第 1399 号第１第三号ヘ⑴から⑶までのいずれかに該当するもの
⑵　厚さが 12㎜以上のせっこうボード（強化せっこうボードを含む。以下同じ。）を２枚以上張ったも
の

⑶　厚さが８㎜以上のスラグせっこう系セメント板の上に厚さが 12㎜以上のせっこうボードを張った
もの

⑷　厚さが 16㎜以上の強化せっこうボード
⑸　厚さが 12㎜以上の強化せっこうボードの上に厚さが９㎜以上のせっこうボード又は難燃合板を
張ったもの

⑹　厚さが９㎜以上のせっこうボード又は難燃合板の上に厚さが 12㎜以上の強化せっこうボードを
張ったもの

⑺　厚さが 35㎜以上の軽量気泡コンクリートパネル
ニ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、その両側にハ⑴から⑹までのいずれかに該当する防火被
覆が設けられた構造（間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ホ　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板（それぞれ集成材の日本農林規格（平成19年農林水産省告
示第1152号）第２条、単板積層材の日本農林規格（平成20年農林水産省告示第701号）第１部箇条３又は直交集成板
の日本農林規格（平成25年農林水産省告示第3079号）箇条３に規定する使用環境Ａ又はＢの表示をしてあるもの
に限る。以下同じ。）を使用し、かつ、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
⑴　当該壁の接合部の構造方法が、次に定める基準に従って、通常の火災時の加熱に対して耐力の低下
を有効に防止することができる構造であること。
ⅰ　接合部のうち木材で造られた部分の片側（当該壁が面する室内において発生する火災による火熱
が当該壁の両側に同時に加えられるおそれがある場合にあっては、両側。以下同じ。）の表面（木
材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を除く。）から内側に、次の⑴又は⑵に掲げる場
合の区分に応じ、それぞれ当該⑴又は⑵に定める値の部分が除かれたときの残りの部分が、当該
接合部の存在応力を伝えることができる構造であること。
㈠　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板に使用する接着剤（以下単に「接着剤」という。）
として、フェノール樹脂、レゾルシノール樹脂又はレゾルシノール・フェノール樹脂（以下「フェ
ノール樹脂等」という。）を使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使用する場合にあっ
ては、ラミナの厚さが 12㎜以上の場合に限る。）　　4.5㎝

㈡　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を
使用する場合にあっては、ラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限る。）　　６㎝

ⅱ　接合部にボルト、ドリフトピン、釘、木ねじその他これらに類するものを用いる場合においては、
これらが木材その他の材料で防火上有効に被覆されていること。

ⅲ　接合部に鋼材の添え板その他これに類するものを用いる場合においては、これらが埋め込まれ、
又は挟み込まれていること。ただし、木材その他の材料で防火上有効に被覆されている場合にお
いては、この限りでない。

⑵　当該壁を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易に
倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。
ⅰ　主要構造部である壁のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆さ
れた部分を除く。）から内側に、⑴ⅰ㈠又は㈡に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該㈠又は
㈡に定める値の部分が除かれたときの残りの断面（ⅱにおいて「残存断面」という。）について、
令第 82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計により、長期応力度を計算する
こと。

ⅱ　ⅰによって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期の
許容応力度を超えないことを確かめること。

⑶　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部へ
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の炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。
二　令第 112 条第２項第二号に定める基準に適合する非耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次に
定めるものとする。
イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用し、かつ、次に掲げる基準に適合する構造と
すること。
⑴　壁の厚さが、次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値以上であ
ること。
ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあってはラミ
ナの厚さが 12㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚さが 12㎜
以上で、かつ、加熱面の表面から 4.5㎝の部分が除かれたときに、互いに接着された平行層と直
交層が存在する場合に限る。）　　7.5㎝

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあっ
てはラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚
さが 21㎜以上で、かつ、加熱面の表面から６㎝の部分が除かれたときに、互いに接着された平
行層と直交層が存在する場合に限る。）　　９㎝

⑵　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部へ
の炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

三　令第 112 条第２項に定める基準に適合する耐力壁である外壁の構造方法にあっては、次に定めるものと
する。
イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　間柱及び下地を木材で造り、その屋外側の部分に次の⑴から⑹までのいずれかに該当する防火被覆が
設けられ、かつ、その屋内側の部分に第一号ハ⑴から⑺までのいずれかに該当する防火被覆が設けら
れた構造とすること。
⑴　平成 12 年建設省告示第 1399 号第１第三号ヘ⑴から⑶までのいずれかに該当する防火被覆（同号ヘ
⑴又は⑵に該当するものにあっては、当該防火被覆の上に金属板、軽量気泡コンクリートパネル若
しくは窯業系サイディングを張ったもの又はモルタル若しくはしっくいを塗ったものに限る。）

⑵　厚さが 18㎜以上の硬質木片セメント板
⑶　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル
⑷　塗厚さが 20㎜以上の鉄網軽量モルタル（モルタル部分に含まれる有機物の量が当該部分の重量の
８％以下のものに限る。以下同じ。）

⑸　第一号ハ⑺に該当するもの
⑹　厚さが 12㎜以上の硬質木片セメント板の上に厚さが 10㎜以上の鉄網軽量モルタルを塗ったもの
ニ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、その屋外側の部分にハ⑴から⑶までのいずれかに該当する防火
被覆が設けられ、かつ、その屋内側の部分に第一号ハ⑴から⑹までのいずれかに該当する防火被覆が
設けられた構造（間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ホ　第一号ホに定める構造とすること。
四　令第 112 条第２項第二号及び第三号に定める基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれのある
部分の構造方法にあっては、次に定めるものとする。
イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
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の炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。
二　令第 112 条第２項第二号に定める基準に適合する非耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次に
定めるものとする。

イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用し、かつ、次に掲げる基準に適合する構造と
すること。

⑴　壁の厚さが、次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値以上であ
ること。

ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあってはラミ
ナの厚さが 12㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚さが 12㎜
以上で、かつ、加熱面の表面から 4.5㎝の部分が除かれたときに、互いに接着された平行層と直
交層が存在する場合に限る。）　　7.5㎝

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあっ
てはラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚
さが 21㎜以上で、かつ、加熱面の表面から６㎝の部分が除かれたときに、互いに接着された平
行層と直交層が存在する場合に限る。）　　９㎝

⑵　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部へ
の炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

三　令第 112 条第２項に定める基準に適合する耐力壁である外壁の構造方法にあっては、次に定めるものと
する。

イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　間柱及び下地を木材で造り、その屋外側の部分に次の⑴から⑹までのいずれかに該当する防火被覆が
設けられ、かつ、その屋内側の部分に第一号ハ⑴から⑺までのいずれかに該当する防火被覆が設けら
れた構造とすること。

⑴　平成 12 年建設省告示第 1399 号第１第三号ヘ⑴から⑶までのいずれかに該当する防火被覆（同号ヘ
⑴又は⑵に該当するものにあっては、当該防火被覆の上に金属板、軽量気泡コンクリートパネル若
しくは窯業系サイディングを張ったもの又はモルタル若しくはしっくいを塗ったものに限る。）

⑵　厚さが 18㎜以上の硬質木片セメント板
⑶　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル
⑷　塗厚さが 20㎜以上の鉄網軽量モルタル（モルタル部分に含まれる有機物の量が当該部分の重量の
８％以下のものに限る。以下同じ。）

⑸　第一号ハ⑺に該当するもの
⑹　厚さが 12㎜以上の硬質木片セメント板の上に厚さが 10㎜以上の鉄網軽量モルタルを塗ったもの

ニ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、その屋外側の部分にハ⑴から⑶までのいずれかに該当する防火
被覆が設けられ、かつ、その屋内側の部分に第一号ハ⑴から⑹までのいずれかに該当する防火被覆が
設けられた構造（間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ホ　第一号ホに定める構造とすること。
四　令第 112 条第２項第二号及び第三号に定める基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれのある
部分の構造方法にあっては、次に定めるものとする。

イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
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の炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。
二　令第 112 条第２項第二号に定める基準に適合する非耐力壁である間仕切壁の構造方法にあっては、次に
定めるものとする。

イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
ニ　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用し、かつ、次に掲げる基準に適合する構造と
すること。

⑴　壁の厚さが、次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値以上であ
ること。

ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあってはラミ
ナの厚さが 12㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚さが 12㎜
以上で、かつ、加熱面の表面から 4.5㎝の部分が除かれたときに、互いに接着された平行層と直
交層が存在する場合に限る。）　　7.5㎝

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材を使用する場合にあっ
てはラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限り、直交集成板を使用する場合にあってはラミナの厚
さが 21㎜以上で、かつ、加熱面の表面から６㎝の部分が除かれたときに、互いに接着された平
行層と直交層が存在する場合に限る。）　　９㎝

⑵　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部へ
の炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

三　令第 112 条第２項に定める基準に適合する耐力壁である外壁の構造方法にあっては、次に定めるものと
する。

イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　間柱及び下地を木材で造り、その屋外側の部分に次の⑴から⑹までのいずれかに該当する防火被覆が
設けられ、かつ、その屋内側の部分に第一号ハ⑴から⑺までのいずれかに該当する防火被覆が設けら
れた構造とすること。

⑴　平成 12 年建設省告示第 1399 号第１第三号ヘ⑴から⑶までのいずれかに該当する防火被覆（同号ヘ
⑴又は⑵に該当するものにあっては、当該防火被覆の上に金属板、軽量気泡コンクリートパネル若
しくは窯業系サイディングを張ったもの又はモルタル若しくはしっくいを塗ったものに限る。）

⑵　厚さが 18㎜以上の硬質木片セメント板
⑶　塗厚さが 20㎜以上の鉄網モルタル
⑷　塗厚さが 20㎜以上の鉄網軽量モルタル（モルタル部分に含まれる有機物の量が当該部分の重量の
８％以下のものに限る。以下同じ。）

⑸　第一号ハ⑺に該当するもの
⑹　厚さが 12㎜以上の硬質木片セメント板の上に厚さが 10㎜以上の鉄網軽量モルタルを塗ったもの

ニ　間柱及び下地を木材又は鉄材で造り、その屋外側の部分にハ⑴から⑶までのいずれかに該当する防火
被覆が設けられ、かつ、その屋内側の部分に第一号ハ⑴から⑹までのいずれかに該当する防火被覆が
設けられた構造（間柱及び下地を木材のみで造ったものを除く。）とすること。

ホ　第一号ホに定める構造とすること。
四　令第 112 条第２項第二号及び第三号に定める基準に適合する非耐力壁である外壁の延焼のおそれのある
部分の構造方法にあっては、次に定めるものとする。

イ　耐火構造とすること。
ロ　特定準耐火構造とすること。
ハ　前号ハ又はニに定める構造とすること。
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ニ　第二号ニに定める構造とすること。

第２　令第 112 条第２項第一号に定める基準に適合する柱の構造方法は、次に定めるものとする。
一　耐火構造とすること。
二　特定準耐火構造とすること。
三　第１第一号ハ⑵から⑹までのいずれかに該当する防火被覆を設け、又は次に掲げる基準に適合する構造
とすること。
イ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ロ　当該柱を接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常の火
災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。この場合において、
同告示第一号イ中「2.5㎝」とあるのは「4.5㎝」と、同号ロ中「３㎝」とあるのは「６㎝」と読み替
えるものとする。第４第三号ロにおいて同じ。

ハ　当該柱を有する建築物全体が、昭和 62 年建設省告示第 1902 号に定める基準に従った構造計算によっ
て通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。この場合にお
いて、同告示第二号イ中「2.5㎝」とあるのは「4.5㎝」と、同号ロ中「３㎝」とあるのは「６㎝」と
読み替えるものとする。第４第三号ハにおいて同じ。

ニ　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第３　令第 112 条第２項第一号及び第二号に定める基準に適合する床の構造方法は、次に定めるもの（第三号
に定める構造方法にあっては、取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその
他の当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。
一　耐火構造とすること。
二　特定準耐火構造とすること。
三　根太及び下地を木材又は鉄材で造り、かつ、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　表側の部分に次の⑴から⑷までのいずれかに該当する防火被覆が設けられていること。
⑴　厚さが 12㎜以上の構造用合板、構造用パネル、パーティクルボード、デッキプレートその他これ
らに類するもの（以下「合板等」という。）の上に厚さが 12㎜以上のせっこうボード、硬質木片セ
メント板又は軽量気泡コンクリートパネルを張ったもの

⑵　厚さが 12㎜以上の合板等の上に厚さ 12㎜以上モルタル、コンクリート（軽量コンクリート及びシ
ンダーコンクリートを含む。以下同じ。）又はせっこうを塗ったもの

⑶　厚さ 40㎜以上の木材
⑷　畳（ポリスチレンフォームの畳床を用いたものを除く。）
ロ　裏側の部分又は直下の天井に次の⑴から⑷までのいずれかに該当する防火被覆が設けられているこ
と。
⑴　厚さが 12㎜以上のせっこうボードを２枚以上張ったもの（その裏側に厚さが 50㎜以上のロックウー
ル（かさ比重が 0.024 以上のものに限る。以下同じ。）又はグラスウール（かさ比重が 0.024 以上の
ものに限る。以下同じ。）を設けたものに限る。）

⑵　厚さが 12㎜以上の強化せっこうボードを２枚以上張ったもの
⑶　厚さが 15㎜以上の強化せっこうボード（その裏側に厚さが 50㎜以上のロックウール又はグラスウー
ルを設けたものに限る。）

⑷　厚さが 12㎜以上の強化せっこうボードの上に厚さが９㎜以上のロックウール吸音板を張ったもの
四　構造用集成材、構造用単板積層材又は直交集成板を使用し、かつ、次に掲げる基準に適合する構造とす
ること。
イ　当該床の接合部の構造方法が、次に定める基準に従って、通常の火災時の加熱に対して耐力の低下を
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有効に防止することができる構造であること。
⑴　接合部のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を除
く。）から内側に、次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値の
部分が除かれたときの残りの部分が、当該接合部の存在応力を伝えることができる構造であること。
ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使用する場合
にあっては、ラミナの厚さが 12㎜以上の場合に限る。）　4.5㎝

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使
用する場合にあっては、ラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限る。）　６㎝

⑵　接合部にボルト、ドリフトピン、釘、木ねじその他これらに類するものを用いる場合においては、
これらが木材その他の材料で防火上有効に被覆されていること。

⑶　接合部に鋼材の添え板その他これに類するものを用いる場合においては、これらが埋め込まれ、又
は挟み込まれていること。ただし、木材その他の材料で防火上有効に被覆されている場合において
は、この限りでない。

ロ　当該床を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易に倒
壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。
⑴　主要構造部である床のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆され
た部分を除く。）から内側に、イ⑴ⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに
定める値の部分が除かれたときの残りの断面（⑵において「残存断面」という。）について、令第
82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計により、長期応力度を計算すること。

⑵　⑴によって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期の許
容応力度を超えないことを確かめること。

ハ　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第４　令第 112 条第２項第一号に定める基準に適合するはりの構造方法は、次に定めるものとする。
一　耐火構造とすること。
二　特定準耐火構造とすること。
三　第３第三号ロ⑴から⑷までのいずれかに該当する防火被覆を設け、又は次に掲げる基準に適合する構造
とすること。
イ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ロ　当該はりを接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常の
火災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。

ハ　当該はりを有する建築物全体が、昭和62年建設省告示第1902号に定める基準に従った構造計算によっ
て、通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

ニ　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第５　令第 112 条第２項第二号に定める基準に適合する軒裏の構造方法は、次に定めるもの（第二号に定める
構造方法にあっては、取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該
建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。
一　特定準耐火構造とすること。
二　次のいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造とすること。
イ　厚さが 15㎜の強化せっこうボードの上に金属板を張ったもの
ロ　繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 16
㎜以上のもの
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420 建築基準法関係告示［令 112 条２項関係］

１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

有効に防止することができる構造であること。
⑴　接合部のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を除
く。）から内側に、次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値の
部分が除かれたときの残りの部分が、当該接合部の存在応力を伝えることができる構造であること。

ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使用する場合
にあっては、ラミナの厚さが 12㎜以上の場合に限る。）　4.5㎝

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使
用する場合にあっては、ラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限る。）　６㎝

⑵　接合部にボルト、ドリフトピン、釘、木ねじその他これらに類するものを用いる場合においては、
これらが木材その他の材料で防火上有効に被覆されていること。

⑶　接合部に鋼材の添え板その他これに類するものを用いる場合においては、これらが埋め込まれ、又
は挟み込まれていること。ただし、木材その他の材料で防火上有効に被覆されている場合において
は、この限りでない。

ロ　当該床を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易に倒
壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

⑴　主要構造部である床のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆され
た部分を除く。）から内側に、イ⑴ⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに
定める値の部分が除かれたときの残りの断面（⑵において「残存断面」という。）について、令第
82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計により、長期応力度を計算すること。

⑵　⑴によって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期の許
容応力度を超えないことを確かめること。

ハ　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第４　令第 112 条第２項第一号に定める基準に適合するはりの構造方法は、次に定めるものとする。
一　耐火構造とすること。
二　特定準耐火構造とすること。
三　第３第三号ロ⑴から⑷までのいずれかに該当する防火被覆を設け、又は次に掲げる基準に適合する構造
とすること。

イ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ロ　当該はりを接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常の
火災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。

ハ　当該はりを有する建築物全体が、昭和62年建設省告示第1902号に定める基準に従った構造計算によっ
て、通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

ニ　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第５　令第 112 条第２項第二号に定める基準に適合する軒裏の構造方法は、次に定めるもの（第二号に定める
構造方法にあっては、取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該
建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。

一　特定準耐火構造とすること。
二　次のいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造とすること。
イ　厚さが 15㎜の強化せっこうボードの上に金属板を張ったもの
ロ　繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 16
㎜以上のもの

420 建築基準法関係告示［令 112 条２項関係］

１時間準耐火基準に適合する主要構造部の構造方法を定める件

有効に防止することができる構造であること。
⑴　接合部のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆された部分を除
く。）から内側に、次のⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに定める値の
部分が除かれたときの残りの部分が、当該接合部の存在応力を伝えることができる構造であること。

ⅰ　接着剤として、フェノール樹脂等を使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使用する場合
にあっては、ラミナの厚さが 12㎜以上の場合に限る。）　4.5㎝

ⅱ　接着剤として、フェノール樹脂等以外のものを使用する場合（構造用集成材又は直交集成板を使
用する場合にあっては、ラミナの厚さが 21㎜以上の場合に限る。）　６㎝

⑵　接合部にボルト、ドリフトピン、釘、木ねじその他これらに類するものを用いる場合においては、
これらが木材その他の材料で防火上有効に被覆されていること。

⑶　接合部に鋼材の添え板その他これに類するものを用いる場合においては、これらが埋め込まれ、又
は挟み込まれていること。ただし、木材その他の材料で防火上有効に被覆されている場合において
は、この限りでない。

ロ　当該床を有する建築物全体が、次に定める基準に従った構造計算によって通常の火災により容易に倒
壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

⑴　主要構造部である床のうち木材で造られた部分の表面（木材その他の材料で防火上有効に被覆され
た部分を除く。）から内側に、イ⑴ⅰ又はⅱに掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該ⅰ又はⅱに
定める値の部分が除かれたときの残りの断面（⑵において「残存断面」という。）について、令第
82 条第二号の表に掲げる長期の組合せによる各応力の合計により、長期応力度を計算すること。

⑵　⑴によって計算した長期応力度が、残存断面について令第 94 条の規定に基づき計算した短期の許
容応力度を超えないことを確かめること。

ハ　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第４　令第 112 条第２項第一号に定める基準に適合するはりの構造方法は、次に定めるものとする。
一　耐火構造とすること。
二　特定準耐火構造とすること。
三　第３第三号ロ⑴から⑷までのいずれかに該当する防火被覆を設け、又は次に掲げる基準に適合する構造
とすること。

イ　令第 46 条第２項第一号イ及びロに掲げる基準に適合していること。
ロ　当該はりを接合する継手又は仕口が、昭和 62 年建設省告示第 1901 号に定める基準に従って、通常の
火災時の加熱に対して耐力の低下を有効に防止することができる構造であること。

ハ　当該はりを有する建築物全体が、昭和62年建設省告示第1902号に定める基準に従った構造計算によっ
て、通常の火災により容易に倒壊するおそれのないことが確かめられた構造であること。

ニ　取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該建築物の内部への
炎の侵入を有効に防止することができる構造とすること。

第５　令第 112 条第２項第二号に定める基準に適合する軒裏の構造方法は、次に定めるもの（第二号に定める
構造方法にあっては、取合い等の部分を、当該取合い等の部分の裏面に当て木を設けることその他の当該
建築物の内部への炎の侵入を有効に防止することができる構造とするものに限る。）とする。

一　特定準耐火構造とすること。
二　次のいずれかに該当する防火被覆が設けられた構造とすること。
イ　厚さが 15㎜の強化せっこうボードの上に金属板を張ったもの
ロ　繊維強化セメント板（けい酸カルシウム板に限る。）を２枚以上張ったもので、その厚さの合計が 16
㎜以上のもの

421建築基準法関係告示［令 112 条 18 項ただし書関係］
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警報設備を設けることその他これに準ずる措置の基準を定める件

ハ　第１第三号ハ⑵から⑷まで又は⑹のいずれかに該当するもの
三　野地板（厚さが 30㎜以上のものに限る。）及びたるきを木材で造り、これらと外壁（軒桁を含む。）と
の隙間に次のいずれかに該当する防火被覆を設け、かつ、たるきと軒桁との取合い等の部分を、当該取
合い等の部分にたるき欠きを設けることその他の当該建築物の内部への炎の侵入を有効に防止すること
ができる構造とすること。
イ　厚さが 12㎜以上の木材の面戸板の屋内側に厚さが 40㎜以上のしっくい、土又はモルタル（ロにおい
て「しっくい等」という。）を塗ったもの

ロ　厚さが 30㎜以上の木材の面戸板の屋内側又は屋外側に厚さが 20㎜以上のしっくい等を塗ったもの（屋
内側にしっくい等を塗ったものにあっては、火災により当該面戸板が除かれた場合に当該しっくい等
が自立する構造であるものに限る。）

［令112条 18項ただし書関係］
警報設備を設けることその他これに準ずる措置の基準を定める件

令和２年３月６日国土交通省告示 250 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 112 条第 18 項ただし書の規定に基づき、警報設備を設けることその
他これに準ずる措置の基準を次のように定める。

第１　この告示は、建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）第 27 条第１項各号、第２項各号又は
第３項各号のいずれかに該当する建築物の部分（以下「特定用途部分」という。）を次に掲げる用途に供
する場合であって、特定用途部分と特定用途部分に接する部分（特定用途部分の存する階にあるものを除
く。）とを１時間準耐火基準に適合する準耐火構造とした床若しくは壁又は特定防火設備で区画し、かつ、
特定用途部分に接する部分（特定用途部分の存する階にあるものに限る。第２において同じ。）を法別表
第１い欄⑴項に掲げる用途又は病院、診療所（患者の収容施設があるものに限る。）若しくは児童福祉施
設等（建築基準法施行令（以下「令」という。）第 115 条の３第一号に規定するものをいう。以下同じ。）（通
所のみにより利用されるものを除く。）の用途に供しない場合について適用する。
一　ホテル
二　旅館
三　児童福祉施設等（通所のみにより利用されるものに限る。）
四　飲食店
五　物品販売業を営む店舗

第２　令第 112 条第 18 項ただし書に規定する警報設備を設けることその他これに準ずる措置の基準は、特定
用途部分及び特定用途部分に接する部分に令第 110 条の５に規定する構造方法を用いる警報設備（自動火
災報知設備に限る。）を同条に規定する設置方法により設けることとする。
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422 建築基準法関係告示［令 113 条１項二号、三号関係］

防火壁及び防火床の構造方法を定める件

［令113条１項二号、三号関係］
防火壁及び防火床の構造方法を定める件

令和元年６月 21 日国土交通省告示 197 号
最終改正：令和２年４月１日国土交通省告示第 508 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 113 条第１項第二号及び第三号の規定に基づき、防火壁及び防火床の
構造方法を次のように定める。

第１　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 113 条第１項第二号に規定する通常の火災による防火壁又
は防火床以外の建築物の部分の倒壊によって生ずる応力が伝えられた場合に倒壊しない防火壁及び防火床
の構造方法は、次に定めるものとする。
一　木造の建築物においては、無筋コンクリート造又は組積造としないこと。
二　防火壁にあっては、自立する構造とすること。
三　防火床にあっては、これを支持する壁（耐力壁に限る。）、柱及びはりを耐火構造とすること。

第２　令第 113 条第１項第三号に規定する通常の火災時において防火壁又は防火床で区画された部分から屋外
に出た火炎による当該防火壁又は防火床で区画された他の部分への延焼を有効に防止できる防火壁及び防
火床の構造方法は、次に定めるものとする。
一　防火壁にあっては、その両端及び上端を、建築物の外壁面及び屋根面から 50㎝（防火壁の中心線から
水平距離 1.8 ｍ以内の部分において、外壁が防火構造であり、かつ、屋根の構造が平成 12 年建設省告
示第 1367 号の規定に適合するもの又は令第 109 条の３第一号の規定による認定を受けたものである場
合において、これらの部分に開口部がないときにあっては、10㎝）以上突出させること。ただし、防火
壁を設けた部分の外壁又は屋根が防火壁を含み桁行方向に幅 3.6 ｍ以上にわたって耐火構造であり、か
つ、これらの部分に開口部がない場合又は開口部があって、これに建築基準法（昭和25年法律第201号。以下
「法」という。）第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられている場合においては、その部分に
ついては、この限りでない。

二　防火床にあっては、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　次に掲げる基準のいずれかに適合するものであること。
⑴　防火床（屋外にある部分の裏側の部分の仕上げを不燃材料でしたものに限る。）が建築物の外壁面
から 1.5 ｍ以上突出したものであるほか、防火床の上方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内
の部分において、外壁及び軒裏が防火構造であり、かつ、外壁及び軒裏の屋外側の部分の仕上げが
準不燃材料でされ、外壁の開口部に法第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられているこ
と。

⑵　防火床の下方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内の部分において、外壁が耐火構造であり、
かつ、外壁の屋外側の部分の仕上げが不燃材料でされ、外壁の開口部に法第２条第九号の二ロに規
定する防火設備が設けられていること。

⑶　防火床の上方及び下方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内の部分において、外壁及び軒裏が
準耐火構造であり、かつ、外壁及び軒裏の屋外側の部分の仕上げが準不燃材料でされ、外壁の開口
部に法第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられていること。

ロ　防火床を貫通する竪穴部分（令第 112 条第 11 項に規定する竪穴部分をいう。以下同じ。）と当該竪穴
部分以外の部分とが耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で同条第 19 項第一号に規定する構造
であるもので区画されていること。
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422 建築基準法関係告示［令 113 条１項二号、三号関係］

防火壁及び防火床の構造方法を定める件

［令113条１項二号、三号関係］
防火壁及び防火床の構造方法を定める件

令和元年６月 21 日国土交通省告示 197 号
最終改正：令和２年４月１日国土交通省告示第 508 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 113 条第１項第二号及び第三号の規定に基づき、防火壁及び防火床の
構造方法を次のように定める。

第１　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 113 条第１項第二号に規定する通常の火災による防火壁又
は防火床以外の建築物の部分の倒壊によって生ずる応力が伝えられた場合に倒壊しない防火壁及び防火床
の構造方法は、次に定めるものとする。

一　木造の建築物においては、無筋コンクリート造又は組積造としないこと。
二　防火壁にあっては、自立する構造とすること。
三　防火床にあっては、これを支持する壁（耐力壁に限る。）、柱及びはりを耐火構造とすること。

第２　令第 113 条第１項第三号に規定する通常の火災時において防火壁又は防火床で区画された部分から屋外
に出た火炎による当該防火壁又は防火床で区画された他の部分への延焼を有効に防止できる防火壁及び防
火床の構造方法は、次に定めるものとする。

一　防火壁にあっては、その両端及び上端を、建築物の外壁面及び屋根面から 50㎝（防火壁の中心線から
水平距離 1.8 ｍ以内の部分において、外壁が防火構造であり、かつ、屋根の構造が平成 12 年建設省告
示第 1367 号の規定に適合するもの又は令第 109 条の３第一号の規定による認定を受けたものである場
合において、これらの部分に開口部がないときにあっては、10㎝）以上突出させること。ただし、防火
壁を設けた部分の外壁又は屋根が防火壁を含み桁行方向に幅 3.6 ｍ以上にわたって耐火構造であり、か
つ、これらの部分に開口部がない場合又は開口部があって、これに建築基準法（昭和25年法律第201号。以下
「法」という。）第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられている場合においては、その部分に
ついては、この限りでない。

二　防火床にあっては、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　次に掲げる基準のいずれかに適合するものであること。
⑴　防火床（屋外にある部分の裏側の部分の仕上げを不燃材料でしたものに限る。）が建築物の外壁面
から 1.5 ｍ以上突出したものであるほか、防火床の上方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内
の部分において、外壁及び軒裏が防火構造であり、かつ、外壁及び軒裏の屋外側の部分の仕上げが
準不燃材料でされ、外壁の開口部に法第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられているこ
と。

⑵　防火床の下方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内の部分において、外壁が耐火構造であり、
かつ、外壁の屋外側の部分の仕上げが不燃材料でされ、外壁の開口部に法第２条第九号の二ロに規
定する防火設備が設けられていること。

⑶　防火床の上方及び下方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内の部分において、外壁及び軒裏が
準耐火構造であり、かつ、外壁及び軒裏の屋外側の部分の仕上げが準不燃材料でされ、外壁の開口
部に法第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられていること。

ロ　防火床を貫通する竪穴部分（令第 112 条第 11 項に規定する竪穴部分をいう。以下同じ。）と当該竪穴
部分以外の部分とが耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で同条第 19 項第一号に規定する構造
であるもので区画されていること。
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防火壁及び防火床の構造方法を定める件

［令113条１項二号、三号関係］
防火壁及び防火床の構造方法を定める件

令和元年６月 21 日国土交通省告示 197 号
最終改正：令和２年４月１日国土交通省告示第 508 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 113 条第１項第二号及び第三号の規定に基づき、防火壁及び防火床の
構造方法を次のように定める。

第１　建築基準法施行令（以下「令」という。）第 113 条第１項第二号に規定する通常の火災による防火壁又
は防火床以外の建築物の部分の倒壊によって生ずる応力が伝えられた場合に倒壊しない防火壁及び防火床
の構造方法は、次に定めるものとする。

一　木造の建築物においては、無筋コンクリート造又は組積造としないこと。
二　防火壁にあっては、自立する構造とすること。
三　防火床にあっては、これを支持する壁（耐力壁に限る。）、柱及びはりを耐火構造とすること。

第２　令第 113 条第１項第三号に規定する通常の火災時において防火壁又は防火床で区画された部分から屋外
に出た火炎による当該防火壁又は防火床で区画された他の部分への延焼を有効に防止できる防火壁及び防
火床の構造方法は、次に定めるものとする。

一　防火壁にあっては、その両端及び上端を、建築物の外壁面及び屋根面から 50㎝（防火壁の中心線から
水平距離 1.8 ｍ以内の部分において、外壁が防火構造であり、かつ、屋根の構造が平成 12 年建設省告
示第 1367 号の規定に適合するもの又は令第 109 条の３第一号の規定による認定を受けたものである場
合において、これらの部分に開口部がないときにあっては、10㎝）以上突出させること。ただし、防火
壁を設けた部分の外壁又は屋根が防火壁を含み桁行方向に幅 3.6 ｍ以上にわたって耐火構造であり、か
つ、これらの部分に開口部がない場合又は開口部があって、これに建築基準法（昭和25年法律第201号。以下
「法」という。）第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられている場合においては、その部分に
ついては、この限りでない。

二　防火床にあっては、次に掲げる基準に適合する構造とすること。
イ　次に掲げる基準のいずれかに適合するものであること。
⑴　防火床（屋外にある部分の裏側の部分の仕上げを不燃材料でしたものに限る。）が建築物の外壁面
から 1.5 ｍ以上突出したものであるほか、防火床の上方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内
の部分において、外壁及び軒裏が防火構造であり、かつ、外壁及び軒裏の屋外側の部分の仕上げが
準不燃材料でされ、外壁の開口部に法第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられているこ
と。

⑵　防火床の下方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内の部分において、外壁が耐火構造であり、
かつ、外壁の屋外側の部分の仕上げが不燃材料でされ、外壁の開口部に法第２条第九号の二ロに規
定する防火設備が設けられていること。

⑶　防火床の上方及び下方で、防火床の中心線から垂直距離５ｍ以内の部分において、外壁及び軒裏が
準耐火構造であり、かつ、外壁及び軒裏の屋外側の部分の仕上げが準不燃材料でされ、外壁の開口
部に法第２条第九号の二ロに規定する防火設備が設けられていること。

ロ　防火床を貫通する竪穴部分（令第 112 条第 11 項に規定する竪穴部分をいう。以下同じ。）と当該竪穴
部分以外の部分とが耐火構造の床若しくは壁又は特定防火設備で同条第 19 項第一号に規定する構造
であるもので区画されていること。
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特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定める件

［令123条３項二号関係］
特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定める件

平成 28 年４月 22 日国土交通省告示 696 号
最終改正：令和４年５月 31 日国土交通省告示第 599 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 123 条第３項第二号の規定に基づき、特別避難階段の階段室又は付室
の構造方法を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 123 条第３項第二号に規定する特別避難階段の付室の構造方法は、
次の各号に定めるものとする。

一　通常の火災時に生ずる煙を付室から有効に排出できるものとして、外気に向かって開くことのできる窓
（常時開放されている部分を含む。以下同じ。）（次に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたもの
であること。
イ　排煙時に煙に接する部分は、不燃材料で造ること。
ロ　付室の天井（天井のない場合においては、屋根。以下同じ。）又は壁の上部（床面からの高さが天井

の高さの　 以上の部分をいう。）に設けること。
ハ　開口面積は、２㎡（付室を令第 129 条の 13 の３第３項に規定する非常用エレベーターの乗降ロビー

の用に供する場合（以下「兼用する場合」という。）にあっては、３㎡）以上とすること。
ニ　常時閉鎖されている部分の開放は、手動開放装置により行なうものとすること。
ホ　ニの手動開放装置のうち手で操作する部分は、付室内の壁面の床面から 0.8 ｍ以上 1.5 ｍ以下の高さ

の位置に設け、かつ、見やすい方法でその使用方法を示す標識を設けること。
二　通常の火災時に生ずる煙を付室から有効に排出できるものとして、最上部を直接外気に開放する排煙風

道による排煙設備（次に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。
イ　排煙設備の排煙口、排煙風道、給気口、給気風道その他排煙時に煙に接する排煙設備の部分は、不燃

材料で造ること。
ロ　排煙口は、開口面積を４㎡（兼用する場合にあっては、６㎡）以上とし、前号ロの例により設け、か

つ、排煙風道に直結すること。
ハ　排煙口には、前号ホの例により手動開放装置を設けること。
ニ　排煙口は、ハの手動開放装置、煙感知器と連動する自動開放装置又は遠隔操作方式による開放装置に

より開放された場合を除き、閉鎖状態を保持し、かつ、開放時に排煙に伴い生ずる気流により閉鎖さ
れるおそれのない構造の戸その他これに類するものを有すること。

ホ　排煙風道は、内部の断面積を６㎡（兼用する場合にあっては、９㎡）以上とし、鉛直に設けること。
ヘ　給気口は、開口面積を１㎡（兼用する場合にあっては、1.5㎡）以上とし、付室の床又は壁の下部（床

面からの高さが天井の高さの　 未満の部分をいう。）に設け、かつ、内部の断面積が２㎡（兼用する
場合にあっては、３㎡）以上で直接外気に通ずる給気風道に直結すること。

ト　電源を必要とする排煙設備には、予備電源を設けること。
チ　電源、電気配線及び電線については、昭和45年建設省告示第1829号の規定に適合するものであること。
三　通常の火災時に生ずる煙を付室から有効に排出できるものとして、排煙機による排煙設備（次に掲げる

基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。
イ　排煙口は、第一号ロの例により設け、かつ、排煙風道に直結すること。
ロ　排煙機は、１秒間につき４㎥（兼用する場合にあっては、６㎥）以上の空気を排出する能力を有し、かつ、

排煙口の１の開放に伴い、自動的に作動するものとすること。
ハ　前号イ、ハ、ニ及びヘからチまでに掲げる基準に適合すること。

1
2

1
2



（
） （
）

424 建築基準法関係告示［令 123 条３項二号関係］

特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定める件

四　通常の火災時に生ずる煙を付室から有効に排出できるものとして、令第 126 条の３第２項に規定する送
風機を設けた排煙設備その他の特殊な構造の排煙設備（平成 12 年建設省告示第 1437 号第一号又は第二
号に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。

五　通常の火災時に生ずる煙が付室に流入することを有効に防止することができるものとして、加圧防排煙
設備（次に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。
イ　付室に設ける給気口その他の排煙設備の部分にあっては、次に掲げる基準に適合する構造であること。
⑴　給気口その他の排煙設備の煙に接する部分は、不燃材料で造ること。
⑵　給気口は、次に掲げる基準に適合する構造であること。
ⅰ　第一号ホの例により手動開放装置を設けること。
ⅱ　給気風道に直結すること。
ⅲ　開放時に給気に伴い生ずる気流により閉鎖されるおそれのない構造の戸その他これに類するもの

を有するものであること。
⑶　給気風道は、煙を屋内に取り込まない構造であること。
⑷　⑵の給気口には、送風機が設けられていること。
⑸　送風機の構造は、給気口の開放に伴い、自動的に作動するものであること。
ロ　付室は、次の⑴から⑸までに該当する空気逃し口を設けている隣接室（付室と連絡する室のうち階段

室以外の室をいう。以下同じ。）又は当該空気逃し口を設けている一般室（隣接室と連絡する室のう
ち付室以外の室をいう。以下同じ。）と連絡する隣接室と連絡しているものであること。
⑴　イ⑵の給気口の開放に伴って開放されるものであること。
⑵　次のⅰ又はⅱのいずれかに該当するものであること。
ⅰ　直接外気に接するものであること。
ⅱ　厚さが 0.15㎝以上の鉄板及び厚さが 2.5㎝以上の金属以外の不燃材料で造られており、かつ、常

時開放されている排煙風道と直結するものであること。
⑶　次のⅰ及びⅱに該当する構造の戸その他これに類するものを設けること。
ⅰ　⑴の規定により開放された場合を除き、閉鎖状態を保持すること。ただし、当該空気逃し口に直

結する排煙風道が、他の排煙口その他これに類するものに直結する風道と接続しない場合は、こ
の限りでない。

ⅱ　開放時に生ずる気流により閉鎖されるおそれのない構造であること。
⑷　不燃材料で造られていること。
⑸　開口面積（㎡で表した面積とする。ハ⑵ⅰロにおいて同じ。）が、次の式で定める必要開口面積以

上であること。ただし、必要開口面積の値が０以下となる場合は、この限りでない。

Ap ＝ VH－ Ve

7
この式において、Ap、V、H 及び Ve は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Ap　必要開口面積（単位　㎡）
V　付室と隣接室を連絡する開口部（以下「遮煙開口部」という。）を通過する排出風速（単位
　ｍ／秒）
H　遮煙開口部の開口高さ（単位　ｍ）
Ve　 当該隣接室又は一般室において当該空気逃し口からの水平距離が 30 ｍ以下となるように設

けられた排煙口のうち、令第 126 条の３第１項第七号の規定に適合する排煙風道で、かつ、
開放されているものに直結する排煙口（不燃材料で造られ、かつ、付室の給気口の開放に伴
い自動的に開放されるものに限る。）の排煙機（当該排煙口の開放に伴い自動的に作動する
ものに限る。）による排出能力（単位　㎥／秒）

ハ　遮煙開口部にあっては、次の⑴及び⑵に定める基準に適合する構造であること。
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特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定める件

四　通常の火災時に生ずる煙を付室から有効に排出できるものとして、令第 126 条の３第２項に規定する送
風機を設けた排煙設備その他の特殊な構造の排煙設備（平成 12 年建設省告示第 1437 号第一号又は第二
号に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。

五　通常の火災時に生ずる煙が付室に流入することを有効に防止することができるものとして、加圧防排煙
設備（次に掲げる基準に適合するものに限る。）を設けたものであること。

イ　付室に設ける給気口その他の排煙設備の部分にあっては、次に掲げる基準に適合する構造であること。
⑴　給気口その他の排煙設備の煙に接する部分は、不燃材料で造ること。
⑵　給気口は、次に掲げる基準に適合する構造であること。
ⅰ　第一号ホの例により手動開放装置を設けること。
ⅱ　給気風道に直結すること。
ⅲ　開放時に給気に伴い生ずる気流により閉鎖されるおそれのない構造の戸その他これに類するもの

を有するものであること。
⑶　給気風道は、煙を屋内に取り込まない構造であること。
⑷　⑵の給気口には、送風機が設けられていること。
⑸　送風機の構造は、給気口の開放に伴い、自動的に作動するものであること。

ロ　付室は、次の⑴から⑸までに該当する空気逃し口を設けている隣接室（付室と連絡する室のうち階段
室以外の室をいう。以下同じ。）又は当該空気逃し口を設けている一般室（隣接室と連絡する室のう
ち付室以外の室をいう。以下同じ。）と連絡する隣接室と連絡しているものであること。

⑴　イ⑵の給気口の開放に伴って開放されるものであること。
⑵　次のⅰ又はⅱのいずれかに該当するものであること。
ⅰ　直接外気に接するものであること。
ⅱ　厚さが 0.15㎝以上の鉄板及び厚さが 2.5㎝以上の金属以外の不燃材料で造られており、かつ、常

時開放されている排煙風道と直結するものであること。
⑶　次のⅰ及びⅱに該当する構造の戸その他これに類するものを設けること。
ⅰ　⑴の規定により開放された場合を除き、閉鎖状態を保持すること。ただし、当該空気逃し口に直

結する排煙風道が、他の排煙口その他これに類するものに直結する風道と接続しない場合は、こ
の限りでない。

ⅱ　開放時に生ずる気流により閉鎖されるおそれのない構造であること。
⑷　不燃材料で造られていること。
⑸　開口面積（㎡で表した面積とする。ハ⑵ⅰロにおいて同じ。）が、次の式で定める必要開口面積以

上であること。ただし、必要開口面積の値が０以下となる場合は、この限りでない。

Ap ＝ VH－ Ve

7
この式において、Ap、V、H 及び Ve は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Ap　必要開口面積（単位　㎡）
V　付室と隣接室を連絡する開口部（以下「遮煙開口部」という。）を通過する排出風速（単位
　ｍ／秒）
H　遮煙開口部の開口高さ（単位　ｍ）
Ve　 当該隣接室又は一般室において当該空気逃し口からの水平距離が 30 ｍ以下となるように設

けられた排煙口のうち、令第 126 条の３第１項第七号の規定に適合する排煙風道で、かつ、
開放されているものに直結する排煙口（不燃材料で造られ、かつ、付室の給気口の開放に伴
い自動的に開放されるものに限る。）の排煙機（当該排煙口の開放に伴い自動的に作動する
ものに限る。）による排出能力（単位　㎥／秒）

ハ　遮煙開口部にあっては、次の⑴及び⑵に定める基準に適合する構造であること。
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開放されているものに直結する排煙口（不燃材料で造られ、かつ、付室の給気口の開放に伴
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ハ　遮煙開口部にあっては、次の⑴及び⑵に定める基準に適合する構造であること。
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特別避難階段の階段室又は付室の構造方法を定める件

⑴　遮煙開口部における排出風速（ｍ／秒で表した数値とする。）が、当該遮煙開口部の開口幅を 40㎝
としたときに、次のⅰからⅲまでに掲げる場合に応じ、それぞれⅰからⅲまでの式によって計算し
た必要排出風速以上であること。
ⅰ　隣接室が、１時間準耐火基準に適合する準耐火構造の壁（小屋裏又は天井裏に達したもので、かつ、

給水管、配電管その他の管が当該壁を貫通する場合においては、当該管と当該壁との隙間をモル
タルその他の不燃材料で埋めたものに限る。）又は特定防火設備（当該特定防火設備を設ける開
口部の幅の総和を当該壁の長さの　 以下とする場合に限る。）で区画され、かつ、令第 129 条第
２項に規定する火災の発生のおそれの少ない室（以下単に「火災の発生のおそれの少ない室」と
いう。）である場合

　　V ＝ 2.7  H
ⅱ　隣接室が、平成 12 年建設省告示第 1400 号第 16 号に規定する不燃材料の壁（小屋裏又は天井裏

に達したもので、かつ、給水管、配電管その他の管が当該壁を貫通する場合においては、当該管
と当該壁との隙間をモルタルその他の不燃材料で埋めたものに限る。）又は建築基準法（昭和25年

法律第201号。以下「法」という。）第２条第九号の二ロに規定する防火設備で区画され、かつ、火災
の発生のおそれの少ない室である場合

　　V ＝ 3.3  H
ⅲ　ⅰ又はⅱに掲げる場合以外の場合
　　V ＝ 3.8  H

ⅰからⅲまでの式において、V 及び H は、それぞれ次の数値を表すものとする。
V 必要排出風速（単位　ｍ／秒）
H　遮煙開口部の開口高さ（単位　ｍ）

⑵　次に掲げる基準のいずれかに適合するものであること。
ⅰ　次のイ及びロに適合するものであること。
イ　遮煙開口部に設けられている戸の部分のうち、天井から 80㎝を超える距離にある部分にガラ

リその他の圧力調整装置が設けられていること。ただし、遮煙開口部に近接する部分（当該遮
煙開口部が設けられている壁の部分のうち、天井から 80㎝を超える距離にある部分に限る。）
にロに規定する必要開口面積以上の開口面積を有する圧力調整ダンパーその他これに類するも
のが設けられている場合においては、この限りでない。

ロ　イの圧力調整装置の開口部の開口面積が、次の式で定める必要開口面積以上であること。
Admp ＝ 0.04VH

この式において、Admp、V 及び H は、それぞれ次の数値を表すものとする。
Admp　必要開口面積（単位　㎡）
V 遮煙開口部を通過する排出風速（単位　ｍ／秒）
H 遮煙開口部の開口高さ（単位　ｍ）

ⅱ　遮煙開口部に設けられた戸が、イ⑷の送風機を作動させた状態で、100 Ｎ以下の力で開放するこ
とができるものであること。

ニ　第二号ト及びチに掲げる基準に適合すること。
ホ　法第 34 条第２項に規定する建築物に設ける加圧防排煙設備の制御及び作動状態の監視は、中央管理

室において行うことができるものとすること。
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426 建築基準法関係告示［令 126 条の２第１項五号関係］

排煙設備の設置を要しない火災が発生した場合に避難上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を定める件排煙設備の設置を要しない火災が発生した場合に避難上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を定める件

［令126条の２第１項五号関係］
排煙設備の設置を要しない火災が発生した場合に避難上支障のある高さ
まで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を定める件

平成 12 年５月 31 日建設省告示 1436 号
最終改正：令和２年４月１日国土交通省告示第 508 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 126 条の２第１項第五号の規定に基づき、火災が発生した場合に避難
上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 126 条の２第１項第五号に規定する火災が発生した場合に避難
上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分は、次に掲げるものとする。

一　次に掲げる基準に適合する排煙設備を設けた建築物の部分
イ　令第 126 条の３第１項第一号から第三号まで、第七号から第十号まで及び第十二号に定める基準
ロ　当該排煙設備は、１の防煙区画部分（令第 126 条の３第１項第三号に規定する防煙区画部分をいう。

以下同じ。）にのみ設置されるものであること。
ハ　排煙口は、常時開放状態を保持する構造のものであること。
ニ　排煙機を用いた排煙設備にあっては、手動始動装置を設け、当該装置のうち手で操作する部分は、壁

に設ける場合においては床面から 80㎝以上 1.5 ｍ以下の高さの位置に、天井からつり下げて設ける場
合においては床面からおおむね 1.8 ｍの高さの位置に設け、かつ、見やすい方法でその使用する方法
を表示すること。

二　令第 112 条第１項第一号に掲げる建築物の部分（令第 126 条の２第１項第二号及び第四号に該当するも
のを除く。）で、次に掲げる基準に適合するもの
イ　令第 126 条の３第１項第二号から第八号まで及び第十号から第十二号までに掲げる基準
ロ　防煙壁（令第 126 条の２第１項に規定する防煙壁をいう。以下同じ。）によって区画されていること。
ハ　天井（天井のない場合においては、屋根。以下同じ。）の高さが３ｍ以上であること。
ニ　壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしてあること。
ホ　排煙機を設けた排煙設備にあっては、当該排煙機は、１分間に 500㎥以上で、かつ、防煙区画部分の

床面積（２以上の防煙区画部分に係る場合にあっては、それらの床面積の合計）１㎡につき１㎥以上
の空気を排出する能力を有するものであること。

三　次に掲げる基準に適合する排煙設備を設けた建築物の部分（天井の高さが３ｍ以上のものに限る。）
イ　令第 126 条の３第１項各号（第三号中排煙口の壁における位置に関する規定を除く。）に掲げる基準
ロ　排煙口が、床面からの高さが、2.1 ｍ以上で、かつ、天井（天井のない場合においては、屋根）の高

さの　 以上の壁の部分に設けられていること。
ハ　排煙口が、当該排煙口に係る防煙区画部分に設けられた防煙壁の下端より上方に設けられていること。
ニ　排煙口が、排煙上、有効な構造のものであること。
四　次のイからホまでのいずれかに該当する建築物の部分
イ　階数が２以下で、延べ面積が 200㎡以下の住宅又は床面積の合計が 200㎡以下の長屋の住戸の居室で、

当該居室の床面積の　 以上の換気上有効な窓その他の開口部を有するもの
ロ　避難階又は避難階の直上階で、次に掲げる基準に適合する部分（当該基準に適合する当該階の部分（以

下「適合部分」という。）以外の建築物の部分の全てが令第 126 条の２第１項第一号から第三号まで
のいずれか、前各号に掲げるもののいずれか若しくはイ及びハからホまでのいずれかに該当する場合
又は適合部分と適合部分以外の建築物の部分とが準耐火構造の床若しくは壁若しくは同条第２項に規
定する防火設備で区画されている場合に限る。）
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平成 12 年５月 31 日建設省告示 1436 号
最終改正：令和２年４月１日国土交通省告示第 508 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 126 条の２第１項第五号の規定に基づき、火災が発生した場合に避難
上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 126 条の２第１項第五号に規定する火災が発生した場合に避難
上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分は、次に掲げるものとする。

一　次に掲げる基準に適合する排煙設備を設けた建築物の部分
イ　令第 126 条の３第１項第一号から第三号まで、第七号から第十号まで及び第十二号に定める基準
ロ　当該排煙設備は、１の防煙区画部分（令第 126 条の３第１項第三号に規定する防煙区画部分をいう。

以下同じ。）にのみ設置されるものであること。
ハ　排煙口は、常時開放状態を保持する構造のものであること。
ニ　排煙機を用いた排煙設備にあっては、手動始動装置を設け、当該装置のうち手で操作する部分は、壁

に設ける場合においては床面から 80㎝以上 1.5 ｍ以下の高さの位置に、天井からつり下げて設ける場
合においては床面からおおむね 1.8 ｍの高さの位置に設け、かつ、見やすい方法でその使用する方法
を表示すること。

二　令第 112 条第１項第一号に掲げる建築物の部分（令第 126 条の２第１項第二号及び第四号に該当するも
のを除く。）で、次に掲げる基準に適合するもの

イ　令第 126 条の３第１項第二号から第八号まで及び第十号から第十二号までに掲げる基準
ロ　防煙壁（令第 126 条の２第１項に規定する防煙壁をいう。以下同じ。）によって区画されていること。
ハ　天井（天井のない場合においては、屋根。以下同じ。）の高さが３ｍ以上であること。
ニ　壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしてあること。
ホ　排煙機を設けた排煙設備にあっては、当該排煙機は、１分間に 500㎥以上で、かつ、防煙区画部分の

床面積（２以上の防煙区画部分に係る場合にあっては、それらの床面積の合計）１㎡につき１㎥以上
の空気を排出する能力を有するものであること。

三　次に掲げる基準に適合する排煙設備を設けた建築物の部分（天井の高さが３ｍ以上のものに限る。）
イ　令第 126 条の３第１項各号（第三号中排煙口の壁における位置に関する規定を除く。）に掲げる基準
ロ　排煙口が、床面からの高さが、2.1 ｍ以上で、かつ、天井（天井のない場合においては、屋根）の高

さの　 以上の壁の部分に設けられていること。
ハ　排煙口が、当該排煙口に係る防煙区画部分に設けられた防煙壁の下端より上方に設けられていること。
ニ　排煙口が、排煙上、有効な構造のものであること。

四　次のイからホまでのいずれかに該当する建築物の部分
イ　階数が２以下で、延べ面積が 200㎡以下の住宅又は床面積の合計が 200㎡以下の長屋の住戸の居室で、

当該居室の床面積の　 以上の換気上有効な窓その他の開口部を有するもの
ロ　避難階又は避難階の直上階で、次に掲げる基準に適合する部分（当該基準に適合する当該階の部分（以

下「適合部分」という。）以外の建築物の部分の全てが令第 126 条の２第１項第一号から第三号まで
のいずれか、前各号に掲げるもののいずれか若しくはイ及びハからホまでのいずれかに該当する場合
又は適合部分と適合部分以外の建築物の部分とが準耐火構造の床若しくは壁若しくは同条第２項に規
定する防火設備で区画されている場合に限る。）

1
2

1
20

426 建築基準法関係告示［令 126 条の２第１項五号関係］

排煙設備の設置を要しない火災が発生した場合に避難上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を定める件排煙設備の設置を要しない火災が発生した場合に避難上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を定める件

［令126条の２第１項五号関係］
排煙設備の設置を要しない火災が発生した場合に避難上支障のある高さ
まで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を定める件

平成 12 年５月 31 日建設省告示 1436 号
最終改正：令和２年４月１日国土交通省告示第 508 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 126 条の２第１項第五号の規定に基づき、火災が発生した場合に避難
上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 126 条の２第１項第五号に規定する火災が発生した場合に避難
上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じない建築物の部分は、次に掲げるものとする。

一　次に掲げる基準に適合する排煙設備を設けた建築物の部分
イ　令第 126 条の３第１項第一号から第三号まで、第七号から第十号まで及び第十二号に定める基準
ロ　当該排煙設備は、１の防煙区画部分（令第 126 条の３第１項第三号に規定する防煙区画部分をいう。

以下同じ。）にのみ設置されるものであること。
ハ　排煙口は、常時開放状態を保持する構造のものであること。
ニ　排煙機を用いた排煙設備にあっては、手動始動装置を設け、当該装置のうち手で操作する部分は、壁

に設ける場合においては床面から 80㎝以上 1.5 ｍ以下の高さの位置に、天井からつり下げて設ける場
合においては床面からおおむね 1.8 ｍの高さの位置に設け、かつ、見やすい方法でその使用する方法
を表示すること。

二　令第 112 条第１項第一号に掲げる建築物の部分（令第 126 条の２第１項第二号及び第四号に該当するも
のを除く。）で、次に掲げる基準に適合するもの

イ　令第 126 条の３第１項第二号から第八号まで及び第十号から第十二号までに掲げる基準
ロ　防煙壁（令第 126 条の２第１項に規定する防煙壁をいう。以下同じ。）によって区画されていること。
ハ　天井（天井のない場合においては、屋根。以下同じ。）の高さが３ｍ以上であること。
ニ　壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしてあること。
ホ　排煙機を設けた排煙設備にあっては、当該排煙機は、１分間に 500㎥以上で、かつ、防煙区画部分の

床面積（２以上の防煙区画部分に係る場合にあっては、それらの床面積の合計）１㎡につき１㎥以上
の空気を排出する能力を有するものであること。

三　次に掲げる基準に適合する排煙設備を設けた建築物の部分（天井の高さが３ｍ以上のものに限る。）
イ　令第 126 条の３第１項各号（第三号中排煙口の壁における位置に関する規定を除く。）に掲げる基準
ロ　排煙口が、床面からの高さが、2.1 ｍ以上で、かつ、天井（天井のない場合においては、屋根）の高

さの　 以上の壁の部分に設けられていること。
ハ　排煙口が、当該排煙口に係る防煙区画部分に設けられた防煙壁の下端より上方に設けられていること。
ニ　排煙口が、排煙上、有効な構造のものであること。

四　次のイからホまでのいずれかに該当する建築物の部分
イ　階数が２以下で、延べ面積が 200㎡以下の住宅又は床面積の合計が 200㎡以下の長屋の住戸の居室で、

当該居室の床面積の　 以上の換気上有効な窓その他の開口部を有するもの
ロ　避難階又は避難階の直上階で、次に掲げる基準に適合する部分（当該基準に適合する当該階の部分（以

下「適合部分」という。）以外の建築物の部分の全てが令第 126 条の２第１項第一号から第三号まで
のいずれか、前各号に掲げるもののいずれか若しくはイ及びハからホまでのいずれかに該当する場合
又は適合部分と適合部分以外の建築物の部分とが準耐火構造の床若しくは壁若しくは同条第２項に規
定する防火設備で区画されている場合に限る。）
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427建築基準法関係告示［令 126 条の４第四号関係］
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非常用の照明装置を設けることを要しない避難階又は避難階の直上階若しくは直下階の居室で避難上支障がないものその他これらに類するものを定める件非常用の照明装置を設けることを要しない避難階又は避難階の直上階若しくは直下階の居室で避難上支障がないものその他これらに類するものを定める件

⑴　建築基準法（昭和25年法律第201号。以下「法」という。）別表第１い欄に掲げる用途以外の用途又は児童
福祉施設等（令第 115 条の３第１項第一号に規定する児童福祉施設等をいい、入所する者の使用す
るものを除く。）、博物館、美術館若しくは図書館の用途に供するものであること。

⑵　⑴に規定する用途に供する部分における主たる用途に供する各居室に屋外への出口等（屋外への出
口、バルコニー又は屋外への出口に近接した出口をいう。以下同じ。）（当該各居室の各部分から当
該屋外への出口等まで及び当該屋外への出口等から道までの避難上支障がないものに限る。）その
他当該各居室に存する者が容易に道に避難することができる出口が設けられていること。

ハ　法第 27 条第３項第二号の危険物の貯蔵場又は処理場、自動車車庫、通信機械室、繊維工場その他こ
れらに類する建築物の部分で、法令の規定に基づき、不燃性ガス消火設備又は粉末消火設備を設けた
もの

ニ　高さ 31 ｍ以下の建築物の部分（法別表第１い欄に掲げる用途に供する特殊建築物の主たる用途に供
する部分で、地階に存するものを除く。）で、室（居室を除く。）にあっては⑴又は⑵に、居室にあっ
ては⑶又は⑷に該当するもの
⑴　壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でし、かつ、屋外に面する開口部以外の開口
部のうち、居室又は避難の用に供する部分に面するものに法第２条第九号の二ロに規定する防火設
備で令第 112 条第 19 項第一号に規定する構造であるものを、それ以外のものに戸又は扉を、それ
ぞれ設けたもの

⑵　床面積が 100㎡以下で、令第 126 条の２第１項に掲げる防煙壁により区画されたもの
⑶　床面積 100㎡以内ごとに準耐火構造の床若しくは壁又は法第２条第九号の二ロに規定する防火設備
で令第 112 条第 19 項第一号に規定する構造であるものによって区画され、かつ、壁及び天井の室
内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしたもの

⑷　床面積が 100㎡以下で、壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを不燃材料でし、かつ、その下地
を不燃材料で造ったもの

ホ　高さ 31 ｍを超える建築物の床面積 100㎡以下の室で、耐火構造の床若しくは壁又は法第２条第九号
の二に規定する防火設備で令第 112 条第 19 項第一号に規定する構造であるもので区画され、かつ、
壁及び天井の室内に面する部分の仕上げを準不燃材料でしたもの

［令126条の４第四号関係］
非常用の照明装置を設けることを要しない避難階又は避難階の直上階若
しくは直下階の居室で避難上支障がないものその他これらに類するもの
を定める件

平成 12 年５月 31 日建設省告示 1411 号
最終改正：平成 30 年３月 29 日国土交通省告示第 516 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 126 条の４第四号の規定に基づき、非常用の照明装置を設けることを
要しない避難階又は避難階の直上階若しくは直下階の居室で避難上支障がないものその他これらに類するもの
を次のように定める。

建築基準法施行令（以下「令」という。）第 126 条の４第四号に規定する避難階又は避難階の直上階若しく
は直下階の居室で避難上支障がないものその他これらに類するものは、次の各号のいずれかに該当するものと
する。
一　令第 116 条の２第１項第一号に該当する窓その他の開口部を有する居室及びこれに類する建築物の部分
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428 建築基準法関係告示［令 126 条の５第一号ロ、ニ関係］

非常用の照明装置の構造方法を定める件

（以下「居室等」という。）で、次のイ又はロのいずれかに該当するもの
イ　避難階に存する居室等にあっては、当該居室等の各部分から屋外への出口の１に至る歩行距離が 30
ｍ以下であり、かつ、避難上支障がないもの

ロ　避難階の直下階又は直上階に存する居室等にあっては、当該居室等から避難階における屋外への出口
又は令第 123 条第２項に規定する屋外に設ける避難階段に通ずる出入口に至る歩行距離が 20 ｍ以下
であり、かつ、避難上支障がないもの

二　床面積が 30㎡以下の居室（ふすま、障子その他随時開放することができるもので仕切られた２室は、
一室とみなす。）で、地上への出口を有するもの又は当該居室から地上に通ずる建築物の部分が次のイ
又はロに該当するもの
イ　令第 126 条の５に規定する構造の非常用の照明装置を設けた部分
ロ　採光上有効に直接外気に開放された部分

［令126条の５第一号ロ、ニ関係］
非常用の照明装置の構造方法を定める件

昭和 45 年 12 月 28 日建設省告示 1830 号
最終改正：令和元年６月 25 日国土交通省告示第 203 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 126 条の５第一号ロ及びニの規定に基づき、非常用の照明器具及び非
常用の照明装置の構造方法を次のように定める。

第１　照明器具
一　照明器具は、耐熱性及び即時点灯性を有するものとして、次のイからハまでのいずれかに掲げるものと
しなければならない。
イ　白熱灯（そのソケットの材料がセラミックス、フェノール樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、芳香族ポ
リエステル樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂又はポリブチレンテレフタレート樹脂であるもの
に限る。）

ロ　蛍光灯（即時点灯性回路に接続していないスターター型蛍光ランプを除き、そのソケットの材料がフェ
ノール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリブチ
レンテレフタレート樹脂、ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユリア
樹脂であるものに限る。）

ハ　ＬＥＤランプ（次の⑴又は⑵に掲げるものに限る。）
⑴　日本産業規格Ｃ 8159 －１（一般照明用ＧＸ 16 ｔ－５口金付直管ＬＥＤランプ－第１部：安全仕様）
―2013に規定するＧＸ16ｔ－５口金付直管ＬＥＤランプを用いるもの（そのソケットの材料がフェ
ノール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリブ
チレンテレフタレート樹脂、ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユ
リア樹脂であるものに限る。）

⑵　日本産業規格Ｃ 8154（一般照明用ＬＥＤモジュール－安全仕様）－ 2015 に規定するＬＥＤモジュー
ルで難燃材料で覆われたものを用い、かつ、口金を有しないもの（その接続端子部（当該ＬＥＤモ
ジュールの受け口をいう。第三号ロにおいて同じ。）の材料がセラミックス、銅、銅合金、フェノー
ル樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、芳香族ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート
樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリフタルアミド樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、
ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユリア樹脂であるものに限る。）
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428 建築基準法関係告示［令 126 条の５第一号ロ、ニ関係］

非常用の照明装置の構造方法を定める件

（以下「居室等」という。）で、次のイ又はロのいずれかに該当するもの
イ　避難階に存する居室等にあっては、当該居室等の各部分から屋外への出口の１に至る歩行距離が 30
ｍ以下であり、かつ、避難上支障がないもの

ロ　避難階の直下階又は直上階に存する居室等にあっては、当該居室等から避難階における屋外への出口
又は令第 123 条第２項に規定する屋外に設ける避難階段に通ずる出入口に至る歩行距離が 20 ｍ以下
であり、かつ、避難上支障がないもの

二　床面積が 30㎡以下の居室（ふすま、障子その他随時開放することができるもので仕切られた２室は、
一室とみなす。）で、地上への出口を有するもの又は当該居室から地上に通ずる建築物の部分が次のイ
又はロに該当するもの

イ　令第 126 条の５に規定する構造の非常用の照明装置を設けた部分
ロ　採光上有効に直接外気に開放された部分

［令126条の５第一号ロ、ニ関係］
非常用の照明装置の構造方法を定める件

昭和 45 年 12 月 28 日建設省告示 1830 号
最終改正：令和元年６月 25 日国土交通省告示第 203 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 126 条の５第一号ロ及びニの規定に基づき、非常用の照明器具及び非
常用の照明装置の構造方法を次のように定める。

第１　照明器具
一　照明器具は、耐熱性及び即時点灯性を有するものとして、次のイからハまでのいずれかに掲げるものと
しなければならない。

イ　白熱灯（そのソケットの材料がセラミックス、フェノール樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、芳香族ポ
リエステル樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂又はポリブチレンテレフタレート樹脂であるもの
に限る。）

ロ　蛍光灯（即時点灯性回路に接続していないスターター型蛍光ランプを除き、そのソケットの材料がフェ
ノール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリブチ
レンテレフタレート樹脂、ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユリア
樹脂であるものに限る。）

ハ　ＬＥＤランプ（次の⑴又は⑵に掲げるものに限る。）
⑴　日本産業規格Ｃ 8159 －１（一般照明用ＧＸ 16 ｔ－５口金付直管ＬＥＤランプ－第１部：安全仕様）
―2013に規定するＧＸ16ｔ－５口金付直管ＬＥＤランプを用いるもの（そのソケットの材料がフェ
ノール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリブ
チレンテレフタレート樹脂、ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユ
リア樹脂であるものに限る。）

⑵　日本産業規格Ｃ 8154（一般照明用ＬＥＤモジュール－安全仕様）－ 2015 に規定するＬＥＤモジュー
ルで難燃材料で覆われたものを用い、かつ、口金を有しないもの（その接続端子部（当該ＬＥＤモ
ジュールの受け口をいう。第三号ロにおいて同じ。）の材料がセラミックス、銅、銅合金、フェノー
ル樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、芳香族ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート
樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリフタルアミド樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、
ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユリア樹脂であるものに限る。）
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（以下「居室等」という。）で、次のイ又はロのいずれかに該当するもの
イ　避難階に存する居室等にあっては、当該居室等の各部分から屋外への出口の１に至る歩行距離が 30
ｍ以下であり、かつ、避難上支障がないもの

ロ　避難階の直下階又は直上階に存する居室等にあっては、当該居室等から避難階における屋外への出口
又は令第 123 条第２項に規定する屋外に設ける避難階段に通ずる出入口に至る歩行距離が 20 ｍ以下
であり、かつ、避難上支障がないもの

二　床面積が 30㎡以下の居室（ふすま、障子その他随時開放することができるもので仕切られた２室は、
一室とみなす。）で、地上への出口を有するもの又は当該居室から地上に通ずる建築物の部分が次のイ
又はロに該当するもの

イ　令第 126 条の５に規定する構造の非常用の照明装置を設けた部分
ロ　採光上有効に直接外気に開放された部分

［令126条の５第一号ロ、ニ関係］
非常用の照明装置の構造方法を定める件

昭和 45 年 12 月 28 日建設省告示 1830 号
最終改正：令和元年６月 25 日国土交通省告示第 203 号

建築基準法施行令（昭和25年政令第338号）第 126 条の５第一号ロ及びニの規定に基づき、非常用の照明器具及び非
常用の照明装置の構造方法を次のように定める。

第１　照明器具
一　照明器具は、耐熱性及び即時点灯性を有するものとして、次のイからハまでのいずれかに掲げるものと
しなければならない。

イ　白熱灯（そのソケットの材料がセラミックス、フェノール樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、芳香族ポ
リエステル樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂又はポリブチレンテレフタレート樹脂であるもの
に限る。）

ロ　蛍光灯（即時点灯性回路に接続していないスターター型蛍光ランプを除き、そのソケットの材料がフェ
ノール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリブチ
レンテレフタレート樹脂、ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユリア
樹脂であるものに限る。）

ハ　ＬＥＤランプ（次の⑴又は⑵に掲げるものに限る。）
⑴　日本産業規格Ｃ 8159 －１（一般照明用ＧＸ 16 ｔ－５口金付直管ＬＥＤランプ－第１部：安全仕様）
―2013に規定するＧＸ16ｔ－５口金付直管ＬＥＤランプを用いるもの（そのソケットの材料がフェ
ノール樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリブ
チレンテレフタレート樹脂、ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユ
リア樹脂であるものに限る。）

⑵　日本産業規格Ｃ 8154（一般照明用ＬＥＤモジュール－安全仕様）－ 2015 に規定するＬＥＤモジュー
ルで難燃材料で覆われたものを用い、かつ、口金を有しないもの（その接続端子部（当該ＬＥＤモ
ジュールの受け口をいう。第三号ロにおいて同じ。）の材料がセラミックス、銅、銅合金、フェノー
ル樹脂、不飽和ポリエステル樹脂、芳香族ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、ポリカーボネート
樹脂、ポリフェニレンサルファイド樹脂、ポリフタルアミド樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂、
ポリプロピレン樹脂、メラミン樹脂、メラミンフェノール樹脂又はユリア樹脂であるものに限る。）
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二　照明器具内の電線（次号ロに掲げる電線を除く。）は、二種ビニル絶縁電線、架橋ポリエチレン絶縁電線、
けい素ゴム絶縁電線又はふっ素樹脂絶縁電線としなければならない。

三　照明器具内に予備電源を有し、かつ、差込みプラグにより常用の電源に接続するもの（ハにおいて「予
備電源内蔵コンセント型照明器具」という。）である場合は、次のイからハまでに掲げるものとしなけ
ればならない。
イ　差込みプラグを壁等に固定されたコンセントに直接接続し、かつ、コンセントから容易に抜けない措
置を講じること。

ロ　ソケット（第一号ハ⑵に掲げるＬＥＤランプにあっては、接続端子部）から差込みプラグまでの電線
は、前号に規定する電線その他これらと同等以上の耐熱性を有するものとすること。

ハ　予備電源内蔵コンセント型照明器具である旨を表示すること。
四　照明器具（照明カバーその他照明器具に付属するものを含む。）のうち主要な部分は、難燃材料で造り、
又は覆うこと。

第２　電気配線
一　電気配線は、他の電気回路（電源又は消防法施行令（昭和36年政令第37号）第７条第４項第二号に規定する誘

導灯に接続する部分を除く。）に接続しないものとし、かつ、その途中に一般の者が、容易に電源を遮
断することのできる開閉器を設けてはならない。

二　照明器具の口出線と電気配線は、直接接続するものとし、その途中にコンセント、スイッチその他これ
らに類するものを設けてはならない。

三　電気配線は、耐火構造の主要構造部に埋設した配線、次のイからニまでのいずれかに該当する配線又は
これらと同等以上の防火措置を講じたものとしなければならない。
イ　下地を不燃材料で造り、かつ、仕上げを不燃材料でした天井の裏面に鋼製電線管を用いて行う配線
ロ　準耐火構造の床若しくは壁又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第九号の二ロに規定する防火設備
で区画されたダクトスペースその他これに類する部分に行う配線

ハ　裸導体バスダクト又は耐火バスダクトを用いて行う配線
ニ　ＭＩケーブルを用いて行う配線
四　電線は、600 ボルト二種ビニル絶縁電線その他これと同等以上の耐熱性を有するものとしなければなら
ない。

五　照明器具内に予備電源を有する場合は、電気配線の途中にスイッチを設けてはならない。この場合にお
いて、前各号の規定は適用しない。

第３　電源
一　常用の電源は、蓄電池又は交流低圧屋内幹線によるものとし、その開閉器には非常用の照明装置用であ
る旨を表示しなければならない。ただし、照明器具内に予備電源を有する場合は、この限りでない。

二　予備電源は、常用の電源が断たれた場合に自動的に切り替えられて接続され、かつ、常用の電源が復旧
した場合に自動的に切り替えられて復帰するものとしなければならない。

三　予備電源は、自動充電装置時限充電装置を有する蓄電池（開放型のものにあっては、予備電源室その他
これに類する場所に定置されたもので、かつ、減液警報装置を有するものに限る。以下この号において
同じ。）又は蓄電池と自家用発電装置を組み合わせたもの（常用の電源が断たれた場合に直ちに蓄電池
により非常用の照明装置を点灯させるものに限る。）で充電を行うことなく 30 分間継続して非常用の照
明装置を点灯させることができるものその他これに類するものによるものとし、その開閉器には非常用
の照明装置用である旨を表示しなければならない。

第４　その他
一　非常用の照明装置は、常温下で床面において水平面照度で１ルクス（蛍光灯又はＬＥＤランプを用いる



）
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場合にあっては、２ルクス）以上を確保することができるものとしなければならない。
二　前号の水平面照度は、十分に補正された低照度測定用照度計を用いた物理測定方法によって測定された
ものとする。


